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平成 30 年 4 月 19 日に水蒸気噴火が発生した霧島山硫黄山 南側から噴気地帯を見た写真 

（平成 31 年 5 月 10 日松島氏撮影）。サブテーマ４で実施した水準測量調査や電磁気調査

から推定された圧力源は、この噴気地のほぼ真下の約 700 m と推定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ４で実施した MT 探査で明らかに

なった霧島山硫黄山付近の地下比抵抗構造

（色で表示）と火山性地震の震源（〇）及び

水準測量調査で明らかになった圧力源（★）。 

右の模式図で示すように水を通さない粘土層（赤：低比抵抗を示す）によって、地下深部

から供給された熱水が粘土層に阻まれ、熱水溜まり（圧力源に対応）を作り、やがて粘土

層を破り、水蒸気噴火が発生したと考えられている。 
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次世代火山研究者育成プログラム（霧島火山）で実施されたサブテーマ４で開発している

遠隔熱活動情報解析システム（ドローン）を用いた火山実習。ドローン操縦と観測は実習

生全員が体験した。平成 31 年 3 月 6 日撮影。 

 

 

本事業で実施した伊豆大島緊急観測の際に新たに設置した火山土壌ガス流量連続観測装置 

本事業の参加者や気象庁職員が協力して三原山山頂に設置した。平成 30 年 9 月 2 日撮影。 
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サブテーマ２で開発している可搬型レーダー干渉計の試作機。自動車に搭載して移動を可

能にして、色々な方向から地盤変動を捉えることを可能にする計画で開発を進めている。 
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はじめに 

 

平成 26 年 9 月 27 日に御嶽山で発生した水蒸気噴火は、58 名の犠牲者と 5 人の行方不明

者を出す戦後最大の火山災害になりました。特に、登山客が集中する紅葉の観光シーズン

の昼食時に発生した火山噴火であったため、普段は必ずしも御嶽山の火山活動への関心が

高くない子どもを含む多数の登山客が犠牲になったことは痛恨の極みです。この噴火に先

行して、地震活動の増加等の前兆的な活動が捉えられていたにもかかわらず、火山噴火の

切迫性についての評価が不十分であったため、登山客に対する注意喚起ができなかったこ

とが、被害を大きくした原因のひとつと言えます。「災害の軽減に貢献するための地震火山

観測研究計画の推進について（建議）」（平成 25 年 11 月 8 日科学技術・学術審議会決定）

では、火山噴火の規模としては小さいながらも、発生すると大きな災害に発展する可能性

がある「水蒸気噴火」の研究の重要性について計画の策定時に十分に認識をし、その研究

を計画的に進めていました。しかし、御嶽山の山頂付近は急峻な地形や電力線や電話線等

のインフラの整備が整備されておらず、観測網の整備が容易でないことや、平均的な活動

間隔が長くて噴火発生頻度が低く、計画策定時には他の火山に比べ火山活動のレベルが高

くなかったことから、当初の研究計画では研究対象火山ではありませんでした。このよう

な状況にある火山は、御嶽山だけでなく日本には多数あるのが現状です。現に、平成 30 年

1 月 23 日には草津白根山の本白根山付近で水蒸気噴火が発生して犠牲者が出ました。草津

白根火山ではこれまで活動の高かった湯釜火口のみを警戒していて、1000 年以上噴火して

いなかった本白根山の監視が手薄であったことは否めません。また、平成 30 年４月 19 日

には霧島山硫黄山で水蒸気噴火が発生しましたが、幸いにも人的な被害が出ませんでした。

霧島山硫黄山では噴火の３～４年前から噴気が多くなるなどの表面現象が明瞭であり、警

戒態勢が敷かれていたことが功を奏したと言えます。御嶽山や草津白根山のような噴火頻

度の低い火山で、明瞭な前兆現象が捉えられていなかった火山の噴火切迫度を正確に評価

するには、新たな観測手段を増やすことと、噴火前の平常時から定期的に色々な種目の観

測データを取得し、その時間的推移から噴火切迫性を評価する仕組みを開発することが重

要です。このような考え方に基づき、本事業は実施されております。 

活動火山対策特別措置法が改定され、全国の 50 火山で火山防災協議会の設置が義務付

けられ、その中で火山専門家の参加も規定されました。そのため、専門的知見を地元自治

体にアドバイスする専門家の養成が求められると同時に、個別の当該火山の活動に詳しい

専門的知識もこれまで以上に必要とされます。国立大学の法人化以降、大学の観測網が老

朽化し、研究の進展に不可欠な精度の高い観測データの蓄積が困難になりつつあります。

本事業により、全国の大学や研究機関、気象庁等の行政機関が協力して、火山噴火災害の

軽減に資するために必要な噴火切迫性評価に有用な観測データやそれに基づく知見を集積

し、その成果を社会に役立てるように今後も本事業を発展させるべく努力する所存です。 
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別添資料１ 

  次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト伊豆大島緊急観測実施報告書 

 

別添資料２ 

研究集会「草津白根山噴火事象検討会」プログラム  



 

１．課題の概要 

 

現在の火山学においては、個々の火山現象の概念的・定性的な理解は徐々に進んできて

おり、観測データの残る過去の噴火と類似の活動であると、定性的な噴火予測が可能なこ

ともある。これによって、火山噴火に対する様々な防災対策が講じられているのが現状で

ある。しかしながら、噴火に至る過程、爆発的か非爆発的かと言う火山噴火の様式や噴火

活動が停止する機構は完全には解明されていない。その理由は、火山噴火現象が極めて複

雑な現象であることと、ひとたび発生すると大きな被害を及ぼす火山噴火であってもその

発生頻度は少なく、噴火を挟んだ十分な期間の観測データがなかなか得られないことにあ

る。特に、噴火前や噴火終息期の観測データの多くは、活発な噴火中の観測データに比べ

て注目されることが少なく、解析事例も少ない。火山活動に関わる現象の多くは、マグマ

の上昇運動やそれに伴う岩石の破壊等の物理現象と、マグマの結晶化やマグマに含まれる

火山ガスの相変化などの化学現象が複雑に絡み合う極めて複雑な現象である。このような

現象の複雑さに加え、噴火までの多くの過程が直接観察できない地下で長期にわたって起

こることから、観測データの蓄積が十分ではなく、また観測データの理解に必要な知見も

十分とは言えず、火山活動の最中であっても現実に何が起こっているのかを正確に把握で

きない状況に直面することも多い。つまり、火山現象の包括的な理解に至るまでの道のり

は長く、当面はどのような火山に対しても利用できる科学的な噴火予測を実現できるよう

になるとは考えられない。 

一方で、多くの火山を有するわが国では、2014 年御嶽山噴火で多くの犠牲者を出したこ

とをはじめ、これまで多くの火山災害に見舞わられてきた。火山現象の包括的な理解を目

指す研究を進めることももちろん重要であるが、既存の知見や技術の延長によって火山災

害を少しでも軽減する研究開発を推進することは火山学の使命の一つと言える。これまで

も、例えば 2000 年有珠山噴火のように、過去の噴火時の観測事例が残され、火山周辺の観

測設備が進んでいる火山では、現在の火山学の知見を活用した、概念的な火山噴火モデル

と精度の高い観測データから、火山噴火及びそれに起因する災害が発生する切迫性を知り、

その情報を有効に活用し、火山災害を軽減することができた。このような切迫性評価で要

となるのは、これまで色々な火山において噴火前に現れた前兆現象や火山噴火の概念モデ

ルから予測される噴火前の発生事象に基づき、対象とする火山での観測データによって火

山内部の状態を把握することが最も重要なことである。その際、これまでになかった新技

術を用いることや、噴火切迫性の比較対象となる高精度の観測データを平時から取得して

おき、火山活発化の際の比較の材料となるデータを蓄積することが重要である。また、火

山噴火様式は火山内部構造にも大きく依存するため、平時から火山内部の構造を解明して

おくことも必要である。特に、水蒸気噴火により新たに火口ができる場合には、火山内部

の構造は新火口の位置の推定に重要な情報を与える。 

この課題では、噴火切迫性評価の高度化を目指す４つのサブテーマからなり、それぞれ

のサブテーマで、①新たな火山観測手法や火山体の内部状況の変化の即時的な把握を支援

するツールを開発するとともに、②将来噴火する可能性の高い火山または噴火した際に大

きな被害が予想される火山において、地下構造や平時の地殻活動を詳細に解析し、切迫性

評価の基準となる基本的な情報を集積し、その時点での活動状況を把握する。と言う、２
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つのアプローチを行っている。各サブテーマとその概要は、以下のとおりである。 

サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測技術の高度化」では、火山構造を知る新

たな手法である宇宙線ミュオンを用いた火山透視技術の時間分解能を上げ、地表で観測さ

れる火山現象と火山体透視画像との対応を見出し、火山内部の透視像の時間変化から噴火

切迫性を評価する新たな技術の開発をおこなう。 

サブテーマ２「リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発」では、噴火発生時

には火口周辺に近づけないことを考慮し、遠隔から火山の状況を捉える２つの装置・手法

の開発を行う。サブテーマ２－１「可搬型レーダー干渉計と衛星 SAR（合成開口レーダー）

による精密地殻変動観測技術の開発」では、噴火推移の予測に有用な地盤変動を観測する

可搬型レーダー干渉計を開発し、現用の衛星 SAR 解析結果と連携を図り、マグマ蓄積等の

火山内部状態を把握する新たな技術を開発する。サブテーマ２－２「火山表面現象遠隔観

測技術の開発」では、噴火時に噴出する火山ガス・噴煙・溶岩流を遠隔から色々な波長で

観測し、噴火の状況を把握するのに有用な小型温度ガス可視化カメラを開発する。 

サブテーマ３「地球化学的観測技術の開発」では、地下の状態変化をいち早く示す、噴

気孔から噴出する火山ガスや温泉水溶存ガスのうち、マグマ起源の成分を定量するための

同位体比測定をフィールドで可能にする装置を開発する。また、海底火山から放出される

火山ガスの分析技術を構築する。 

サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」では、近い将来に噴火する可能性

の高い活動的な火山や噴火した際には大きな災害を引き起こすと考えられる約 10 火山に

おいて機動的な観測を実施し、平時の火山活動の精度の高い評価や詳細な地下構造を明ら

かにするための情報を取得する。また、その際に取得された観測データを用いて、火山体

内部状態を即時的に把握することを支援するいくつかのツールを作成する。 

この課題で得られた観測データや解析結果は、データベースとして保存するため次世代

火山研究推進事業（以下、「本事業」という）の課題 A の課題責任機関に提供し、本事業の

他課題にも広く活用していただき、火山災害軽減のために有用な技術の開発を協力して推

進する。また、本事業の他の課題とも連携を取り、火山研究の推進を図り、個々の成果の

深化に努める。さらに、火山研究人材育成コンソーシアムと連携をはかり、次世代の火山

観測研究の担い手の育成に協力する。 

上記のように、研究課題間だけでなく研究と人材育成の連携を進め、研究成果を火山災

害の軽減に活かせるようにすることを目的として本事業を進める計画である。 
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２．研究機関および研究者リスト 

 

所属機関 役職 氏名 担当課題 

国立大学法人東京大学地震研究所 教授 田中 宏幸 3.1 

国立大学法人東京大学医学部附属病院 特任教授 林 直人 3.1 

国立大学法人東京大学医学部附属病院 特任准教授 吉川 健啓 3.1 

ハンガリー科学アカデミーウィグナー物理学

研究センター 

グループリ

ーダー 

Varga, Dezso 3.1 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

火山研究推進センター 

研究統括 小澤 拓 

 

3.2.1 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

火山研究推進センター 

研究総括 宮城 洋介 3.2.1 

国立大学法人東京大学地震研究所   助教 青木 陽介 3.2.1 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

火山研究推進センター 

主任研究員 實渕 哲也 

 

3.2.2 

国立研究開発法人防災科学技術研究所  

火山研究推進センター 

主任研究員 三輪 学央 3.2.2 

国立研究開発法人防災科学技術研究所  

火山研究推進センター 

契約研究員 長井 雅史 3.2.2 

国立大学法人東京大学大学院総合文化研究科 准教授 角野 浩史 3.3 

国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科 教授 角皆 潤 3.3 

東海大学理学部 教授 大場 武 3.3 

東海大学理学部 特定研究員 西野 佳奈 3.3 

国立大学法人東京大学大学院理学系研究科 准教授 森 俊哉 3.3 

国立大学法人東京大学大気海洋研究所 助教 鹿児島 渉悟 3.3 

国立大学法人東京大学大学院総合文化研究科 特任研究員 外山 浩太郎 3.3 

国立大学法人東京大学大気海洋研究所 教授 佐野 有司 3.3 

気象庁 気象研究所 室長 高木 朗充 3.3 

気象庁 気象研究所 研究官 谷口 無我 3.3 

国立大学法人大阪大学大学院理学研究科 教授 豊田 岐聡 3.3 

国立環境研究所 室長 田中 敦 3.3 

国立大学法人九州大学大学院理学研究院 准教授 清川 晶一 3.3 

国立大学法人東京大学地震研究所 教授 森田 裕一 3.4 

国立大学法人東京大学地震研究所 准教授 大湊 隆雄 3.4 

国立大学法人東京大学地震研究所 助教 小山 崇夫 3.4 

国立大学法人北海道大学大学院理学研究院 教授 橋本 武志 3.4 

国立大学法人北海道大学大学院理学研究院 准教授 青山 裕 3.4 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 教授 三浦 哲 3.4 
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国立大学法人東北大学大学院理学研究科 准教授 山本 希 3.4 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 助教 市來 雅啓 3.4 

国立大学法人東京工業大学大学院理学院 准教授 神田 径 3.4 

国立大学法人東京工業大学大学院理学院 講師 寺田 暁彦 3.4 

国立大学法人九州大学大学院理学研究院 教授 清水 洋 3.4 

国立大学法人九州大学大学院理学研究院 准教授 松本 聡 3.4 

国立大学法人九州大学大学院理学研究院 准教授 相澤 広記 3.4 

神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 本多 亮 3.4 

神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 行竹 洋平 3.4 

国立大学法人神戸大学海洋底探査センター セ ン タ ー

長・教授 

巽 好幸 3.4 

国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科 教授 山岡 耕春 3.4 

国立大学法人鹿児島大学大学院理工学研究科 教授 中尾 茂 3.4 

国立大学法人気象庁地震火山部火山課 火山対策官 宮村 淳一 3.4 

国立大学法人気象庁地震火山部火山課 火山機動観

測管理官 

竹中 潤 3.4 
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３．研究報告 

 

３．１ 新たな技術を活用した火山観測の高度化 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 先端的な火山観測技術の開発 

           サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測の高度化」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

東京大学・地震研究所 

東京大学・医学部 

同上 

関西大学・総合情報学部 

ハンガリー科学アカデミ

ー・ウィグナー物理学研

究センター 

教授 

特任教授 

特任准教授 

教授 

グループリ

ーダー 

田中 宏幸 

林 直人 

吉川 健啓 

林 武文 

Varga, 

Dezso 

ht@eri.u-tokyo.ac.jp naoto-

tky@umin.ac.jp 

takeharu-

yoshikawa@umin.ac.jp 

haya@kansai-u.ac.jp 

Varga.Dezso@wigner.mta.hu 

 

(c) 業務の目的 

我が国は世界に先駆けて素粒子ミュオンによる火山透視（ミュオグラフィ）を成功させ、 

これまでにない解像度で火山浅部の内部構造を画像化した。例えば、浅間山では固結した 

溶岩の下にマグマ流路の上端部が可視化された。また、薩摩硫黄島ではマグマ柱状端部に 

発泡マグマが可視化された。これらはすべて静止画像であるが、2009 年の浅間山噴火前後 

の火口底の一部に固結していた溶岩の一部が吹き飛んだ様子が透視画像の時系列変化とし

て初めて可視化された。さらに、最近では薩摩硫黄島においてマグマの上昇下降を示唆す

る透視映像が３日間の時間分解能で取得された。 

これらの成果は、ミュオグラフィが火山浅部の動的な構造を把握し、噴火様式の予測や、

噴火推移予測に情報を提供できる可能性を示している。しかし、現状ではミュオグラフィ

データ解析に時間がかかり、仮に３日間の観測で十分な統計精度のミュオグラフィデータ

が得られたとしてもそのデータを即透視画像として提供する事が出来ていない。また、現

状では全ての火山学者が透視画像にアクセス出来る状況に無い。これは、解析により生成

された透視画像はミュオグラフィ研究者グループの計算機内に保存されており、他の火山

学者がそれを閲覧することができないからである。ミュオグラフィ研究者グループ外の研

究者が画像を閲覧するためには論文出版等を待つ必要が有るが、それとて必ずしも火山学

者が要求する観測期間において生成された透視画像とは限らない。従って、論文出版のみ

では、ユーザーとしての火山学者の要求に十分に答えられているとは言いがたい。上記の

ような理由より火山学者による透視画像の解釈がいっこうに進まず、火山活動とミュオグ

ラフィ透視画像の関連について系統的に評価するまでに至っていない。 

そこで、本委託業務では、ミュオグラフィデータを自動的に処理して即透視画像として
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提供できる自動処理ソフトウエアを開発し、その結果出力される火山体透視画像をオンラ

インデータベース化する事により、リアルタイムで火山学者が透視画像にアクセス出来る

環境整備を行う。また、この自動処理ソフトウエアはユーザーが過去のデータも含めて、 

閲覧したい期間の画像を自由に取り出せるようにウェブベースのソフトウエアとして構築

する事とし、効果的なオンラインデータベース構築する。さらにより詳細な火山体浅部の

構造を把握するために、ミュオグラフィ観測装置の高解像度化を図る。従来の４倍を超え

る画素を提供する事で、より鮮明な火山透過像を提供できる。この２つの研究開発を組み

合わせ、これまでのミュオグラフィ技術では難しかった噴火様式の予測や噴火推移予測に

情報を提供することを目指し、以下の研究を実施する。 

 

1) ミュオグラフィ技術の高度化に関わる研究開発 

a) 新たな技術を活用した火山観測の高度化に関わる技術開発 

b) 技術検討会の実施  

 

2) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

a) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

b) 技術検討会の実施  

 

3) 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの統合推進 

a) 課題Ｂ「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

b) サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測の高度化」の推進 

 

4) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

 

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 

1) 平成 28 年度： 

桜島に構築されているミュオグラフィ観測点に格納されているミュオン飛跡データ

を観測点から高速にかつ安定的に自動転送するシステムをレンタル共用サーバ上のウ

ェブサイトに構築した。一方で令和 2 年度のミュオグラフィ観測システム(MOS)への実

装を目指して超軽量、高解像度ミュオン検出器の開発に取り掛かった。 

2) 平成 29 年度： 

平成 28 年度に完成した高速自動データ転送するシステムに加えてミュオグラフィデ

ータの連結プロセス（ミュオン飛跡のトラッキング）を自動化した。さらに、高速自動

データ連結ソフトウエアを平成 28 年度に構築したウェブサイトに実装した。一方で令

和 2 年度のミュオグラフィ観測システム(MOS)への実装を目指して超軽量、高解像度ミ

ュオン検出器の開発を継続した。 

3) 平成 30 年度： 

連結されたミュオグラフィデータをユーザーが様々な組み合わせで集計できるシス

テム構築を目指して、ウェブサイト上でユーザーが入力するパラメータに応じてミュオ
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グラフィデータをインタラクティブに集計できるソフトウエアを開発する。これにより、

ユーザーが取り出したい期間、用いたい検出器の組み合わせ等に応じたデータの集計が

可能となる。一方で令和 2 年度のミュオグラフィ観測システム(MOS)への実装を目指し

て超軽量、高解像度ミュオン検出器の開発を継続する。 

4) 令和元年度： 

平成 30 年度までに構築されるインタラクティブ集計ソフトウエアの出力結果から自

動で画像を生成し、データベースに順次格納していくソフトウエアの開発を行う。ウェ

ブサイトには画像の検索機能も実装する。そして、１日１枚の火山透視画像の提供を開

始する。また、ミュオグラフィ画像集計アプリケーションを提供の提供を開始する。一

方、超軽量、高解像度ミュオン検出器の開発を完了する。 

5)令和 2 年度： 

令和元年度までに開発が完了している超軽量、高解像度ミュオン検出器をミュオグラ

フィ観測システム（MOS）へ実装することで第三世代超高解像度ミュオグラフィ観測シス

テム（G-MOS）の製作を完了する。G-MOS の総重量測定を行うことで軽量化の実証を行う。

並行して第二世代 MOS による１日１枚の火山透視画像の提供を継続する。 

6) 令和 3 年度： 

令和 2 年度までに開発が完了している G-MOS を桜島へ投入し、試験観測を行うこと

で、第二世代 MOS と比べて解像度が向上していることを検証する。並行して第二世代 

MOS による１日１枚の火山透視画像の提供を継続する。 

7) 令和 4 年度： 

令和 3 年度までに検証された G-MOS を用いて桜島観測を開始する。得られる観測デ

ータに令和元年度までに完成している自動画像生成、データベース構築ソフトウエアの

試験運用を行い、高解像度火山透視画像の自動生成に必要なソフトウエアの機能要件を

まとめる。高解像度化によるデータ量の増大に対処するため、令和 4 年度からより高速

のサーバを利用する。１日１枚の第三世代高解像度火山透視画像の提供を開始する。 

8) 令和 5 年度： 

令和 5 年度は高解像度化に伴うデータ量の格段の増大に対応できる自動画像生成ソフ

トウエアを完成させ、桜島透視画像の生成において更なる安定化を図る。１日１枚の第

三世代高解像度火山透視画像（画素数 3481）の提供を継続する。 

9) 令和 6 年度： 

令和 6 年度は医療現場で実用化されつつある機械学習による X 線レントゲン写真の自

動診断技術を令和 5 年までに蓄積されている第 2 世代、第 3 世代の火山透視画像データ

ベースに応用することで、ミュオグラフィ火山透視画像の自動診断技術を開発する。こ

れにより、短い露光時間による画像のランダムな揺らぎの中から噴火や火口近傍の変化

とミュオグラフィ画像の変化の相関を定量化できる。 

10）令和 7 年度： 

令和 6 年度までに火口近傍の内部構造の変化に対して機械学習された自動診断技術の

適用により、令和 7 年度以降、透視画像の自動診断結果をリアルタイムに提供する。桜

島浅部構造の透視画像データベースの構築を完了する。 
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(e) 平成 30 年度の業務目的 

 1) ミュオグラフィ技術の高度化に関わる研究開発 

  a) 新たな技術を活用した火山観測の高度化に関わる技術開発 

令和 2 年度のミュオグラフィ観測システム(MOS)への実装を目指して超軽量高解像度

ミュオン検出器の開発を継続する。平成 30 年度は平成 29 年度に借用した天井クレー

ン設備付き高耐床荷重実験室の賃借床面積を拡大することで、従来システムと比して

有感面積を拡大した、桜島観測に即適用可能かつより高効率な軽量、高解像度火山透

過システムの開発へとつなげ、火山透過システムの完成形に近づける。開発した実機

を桜島へ投入することで高解像度火山透過システムの実地観測試験を行う。一方、小

型の比例計数管を新たにデザインすることにより、軽量、高解像度火山透過システム

の解像度の限界を調査する。ハンガリー科学アカデミーウィグナー物理学研究センタ

ー出身の比例計数管のエキスパートを 30 年度も引き続き採用する。 

b) 技術検討会の実施 

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解像度火山透過

システム技術検討会を実施する。 

 

2) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

a) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

30 年度は 29 年度に構築したミュオグラフィデータの連結プロセス（ミュオン飛跡の

トラッキング）を自動化し、表示するシステムをレンタルサーバ上に実装する。また、

29 年度に修復した 28 年度以前に取得され、かつ整合性が取れないミュオグラフィデ

ータファイルをレンタルサーバ上に実装する。これにより、28 年度以前に取得された

データから現在のデータに至るまでの、桜島浅部の投影情報全てが WEB 上で可視化表

示可能となる。29 年度に試作した WEB ベースリアルタイム解析環境をレンタルサーバ

上に実装する。これによりミュオグラフィ観測開始時点から現時点までのデータにお

いて、ユーザーが特定の方向領域を指定することで、その領域から到来するミュオン

数の確認、そしてその時系列変化を確認することができるようになる。30 年度も高速

大容量サーバを引き続き賃借する。得られた観測データが火山のどのような性質を示

し、火山噴火予測にどう役立つかの検討を目的とした火山学の各分野の研究者との連

携を可能とするように、公開する観測データセットの吟味を行う。合成開口レーダー

以外の地殻変動との比較を行う。桜島の 2017年 8月や 11月の顕著な噴火イベントで、

実際にどのように観測されたか、解析を行う。桜島以外の火山におけるミュオグラフ

ィ観測の可能性について検討を行う。 

b) 技術検討会の実施 

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解像度火山透過

システム技術検討会を実施する。 

 

3) 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの統合推進 

a) 課題Ｂ「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進  
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本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本

課題の分担責任者会議を開催する。そこで、各サブプロジェクトの進行状況

に関する情報交換と協力体制の構築を行う。また、課題責任者及び分担責任

者が中心となって成果報告書をまとめる。  

b) サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測の高度化」の推進 

本サブテーマの代表機関、協力機関が参加する「新たな技術を活用した火山観測の

高度化検討会」を開催し、具体的な実施内容を検討する。各種ツールの開発状況につ

いての情報交換も行う。 

 

4) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

a) ミュオグラフィの正しい理解展  

大型商業施設、博物館等で展示を行う。そのための３ DCG モデルデータ、パ

ノラマ画像、ミュオンパーティクルなどのエフェクトを制作する。火山体を

デジタル化してミュオグラフィの理解の普及啓発に用いる。  

b) 公開講演会 

一般向け公開講演会を実施する。 

c) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

アウトリーチ専門員を新規採用することにより、アウトリーチ専門員によるミュオ

グラフィの正しい理解の社会への普及活動を実施する。 

 

 (2)平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

 1) ミュオグラフィ技術の高度化に関わる研究開発 

a) 新たな技術を活用した火山観測の高度化に関わる技術開発  

令和 2年度のミュオグラフィ観測システム (MOS)への実装を目指して超

軽量高解像度ミュオン検出器の開発を継続し、火山透過システムの完成形

に近づけた。開発した実機を桜島へ投入することで高解像度火山透過シス

テムの実地観測試験を行った。一方、小型の比例計数管を新たにデザイン

することにより、軽量、高解像度火山透過システムの解像度の限界を調査

した。  

 

b) 技術検討会の実施  

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解像度火山

透過システム技術検討会を実施した。 

 

2)ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

a) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 
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ミュオグラフィデータの連結プロセス（ミュオン飛跡のトラッキング）を自動

化し、表示するシステムをレンタルサーバ上に実装した。また、28 年度以前に取

得され、かつ整合性が取れないミュオグラフィデータファイルをレンタルサーバ

上に実装した。これにより、28 年度以前に取得されたデータから現在のデータに

至るまでの、桜島浅部の投影情報全てが WEB 上で可視化表示可能となった。29 年

度に試作した WEB ベースリアルタイム解析環境をレンタルサーバ上に実装した。

これによりミュオグラフィ観測開始時点から現時点までのデータにおいて、ユー

ザーが特定の方向領域を指定することで、その領域から到来するミュオン数の確

認、そしてその時系列変化を確認することができるようになった。得られた観測

データが火山のどのような性質を示し、火山噴火予測にどう役立つかの検討を目

的とした火山学の各分野の研究者との連携を可能とするように、公開する観測デ

ータセットの吟味を行った。合成開口レーダー以外の観測量との比較を行った。

桜島の 2017 年 8 月や 11 月の顕著な噴火イベントで、実際にどのように観測され

たか、解析を試みた。桜島以外の火山におけるミュオグラフィ観測の可能性につ

いて検討を行った。 

 

b) 技術検討会の実施  

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解

像度火山透過システム技術検討会を実施した。  

 

  3) 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの統合推進 

     ａ) 課題Ｂ「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本課題

の分担責任者会議を開催した。そこで、各サブプロジェクトの進行状況に関する

情報交換と協力体制の構築を行った。また、課題責任者及び分担責任者が中心と

なって成果報告書をまとめた。 

 

     ｂ) サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測の高度化」の推進 

本サブテーマの代表機関、協力機関が参加する「新たな技術を活用した火山観

測の高度化検討会」を開催し、具体的な実施内容を検討した。各種ツールの開発

状況についての情報交換も行った。 

 

4) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

a) ミュオグラフィの正しい理解展。大型商業施設、博物館等で展示を行

い、ミュオグラフィの理解を普及啓発した。  

b) 公開講演会。一般向け公開講演会を実施した。  

c) アウトリーチ専門員によるミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動

を実施した。 
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(b) 業務の実施方法 

1）ミュオグラフィ技術の高度化に関わる研究開発 

a) 新たな技術を活用した火山観測の高度化に関わる技術開発  

天井クレーン設備付き高耐床荷重実験室の床面積を拡大することで、従来シ

ステムと比して有感面積を拡大した、桜島観測に即適用可能かつより高効率

な軽量、高解像度火山透過システムの開発へとつなげる。ハンガリー科学ア

カデミーウィグナー物理学研究センター出身の比例計数管のエキスパートを

引き続き採用する。  

b) 技術検討会の実施  

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解像度

火山透過システム技術検討会を実施する。  

 

2）ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発  

a) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発  

高速大容量サーバを引き続き賃借する。システムをレンタルサーバ上に実装

する。ミュオグラフィデータファイルを修復し、レンタルサーバ上に実装す

る。得られた観測データが火山のどのような性質を示し、火山噴火予測にど

う役立つかの検討を目的とした火山学の各分野の研究者との連携を可能とす

るように、公開する観測データセットの吟味を行い、他の観測量との比較を

行う。桜島の 2017年 8月や 11月の顕著な噴火イベントで、実際にどのように観

測されたか、解析を試みる。桜島以外の火山におけるミュオグラフィ観測の

可能性についてシミュレーションベースで検討を行う。  

b) 技術検討会の実施  

本サブテーマの代表機関、協力機関が参加する「新たな技術を活用した火山

観測の高度化検討会」を開催する。  

3）次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの統合推進 

a) 課題Ｂ「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するための、本課題の分

担責任者会議を開催する。 

b) サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測の高度化」の推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本課題の分担

責任者会議を開催する。 

4）ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

a) ミュオグラフィの正しい理解展。グランフロント大阪、多摩美術大学美  

術館にて展示を実施する。そのための３ DCGモデルデータ、パノラマ画像、ミ

ュオンパーティクルなどのエフェクトを制作する。火山体をデジタル化して

ミュオグラフィの理解の普及啓発に用いる。  

b) 公開講演会。多摩美術大学美術館、関西大学博物館にて一般向け公開講演

会を実施する。  

c) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動。テレコムセンターにてアウト

リーチ専門員によるミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動を実施する。 
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(c) 業務の成果 

1) ミュオグラフィ技術の高度化に関わる研究開発 

令和 2 年度のミュオグラフィ観測システム(MOS)への実装を目指して超軽量高解像度

ミュオン検出器の開発を継続し、火山透過システムの完成形に近づけた。図１に示すよ

うに開発した実機を桜島へ投入することで高解像度火山透過システムの実地観測試験

を行った。 

 

 
図 1.  桜島に実装された超軽量高解像度ミュオグラフィ火山観測システム。インセッ

トは観測所外観。 
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システムには、2cm の鉛板と厚み 2mm のステンレス複数枚から成る放射線遮蔽体が実

装され、 低ノイズでの観測が可能となるよう設計されている。最高 2.7mrad の超高角度

分解能（１km 先で 2.7ｍの空間分解能）が達成可能であることが確認されている。 

システムは図 2 に示されるデータ取得ネットワークシステムからインターネットへと

接続され、ミュオグラフィデータは東京をハブとして東京並びにブダペストの 2 か国の

データストレージに独立に保存され、データプロテクションのレベルを向上させている。 

 

 図 2. 桜島におけるミュオグラフィ観測所内で構築されているデータ取得ネットワーク

システム。ネットワーク環境への雷サージの影響を回避するためにすべての超軽量高解像

度ミュオグラフィ火山観測システムはデータ取得ネットワークシステムと WiFi を介して

接続されている。 

 

 

一方、図 3 に示されるように小型の比例計数管（高密度多線比例計数管）を新たにデ

ザインすることにより、軽量、高解像度火山透過システムの解像度の限界を調査した。

採用されたワイヤピッチは従来検出器の半分である。 
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図 3.  新たにデザインされた小型の比例計数管の図面。 

 

 

高密度多線比例計数管で構成された軽量、高解像度火山透過システムの飛跡を検出し

た際の実験セットアップを図 4 に示す。図中、青色に発光している部分は検出器からの

信号出力を視覚的に示すための青色発光ダイオードであり、検出器の X 方向並びに Y 方

向に配してある。ミュオンが検出器に入射すれば、直線状の飛跡が X 方向、Y 方向両方

に光の帯として確認される。図中の赤矢印は実験により確認されたミュオグラフィの飛

跡を示しており、これにより従来観測システムのさらに倍の解像度が達成できることが

検証された。 
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図 4.  高密度多線比例計数管で構成された軽量、高解像度火山透過システムの飛跡を

検出した際の実験セットアップ。 

  

 

2) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

ミュオグラフィデータの連結プロセス（ミュオン飛跡のトラッキング）を自動化

し、表示するシステムをレンタルサーバ上に実装した（図 5）。 

 

 

図 5.  レンタルサーバ上に実装されたミュオグラフィデータの連結プロセス。連結す

る開始日時、終了日時をユーザーが選択できる。 
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また、28 年度以前に取得され、かつ整合性が取れないミュオグラフィデータファイ

ルをレンタルサーバ上に実装した（図 6）。これにより、28 年度以前に取得されたデー

タから現在のデータに至るまでの、桜島浅部の投影情報全てが WEB 上で可視化表示可

能となった。 

 

 

図 6.  レンタルサーバ上に実装されたミュオグラフィデータの連結プロセス。28 年

度以前に取得されたデータにもアクセス可能となった。ただし、使用しているシステ

ムは異なる。 

 

 

29 年度に試作した WEB ベースリアルタイム解析環境をレンタルサーバ上に実装した。

これによりミュオグラフィ観測開始時点から現時点までのデータにおいて、ユーザーが

特定の方向領域を指定することで、その領域から到来するミュオン数の確認、そしてそ

の時系列変化を確認することができるようになり、バーチャル・プライベート・ネット

ワークを介して、リアルタイムにシステムにアクセスできる環境の構築、桜島でプロト

タイプ観測の実施を行った（図 7）。 

 

 

 

図 7. レンタルサーバ上に実装された WEB ベースリアルタイム解析環境の概念図。 

 

更に高画素データに対応するミュオグラフィデータの解析を自動化し、表示するシス

テムとして WEB ベースリアルタイム解析環境をサーバ上に実装した（図 8）。 
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図 8. 高画素対応化により可能となった、火山透視高精細画像の自動処理及び表示。 

 

 

得られた観測データが火山のどのような性質を示し、火山噴火予測にどう役立つか

の検討を目的とした火山学の各分野の研究者との連携を可能とするように、公開する

観測データセットの吟味を行い、合成開口レーダー以外の観測量との比較も行った。

その結果、合成開口レーダーでは影となって見えない部分に密度変化が生じたことが

わかった（図 9）。また密度変化をした領域は幅 75ｍ、高さ 25ｍ程度のサイズであり、

経路に沿った平均密度の変化が 0.2g/cm3 程度であることから、その領域に 2017 年から

2018 年にかけて 50 万トン程度の質量増加があった計算となる。昭和火口爆発回数と南

岳爆発回数の日推移を比較すると 2017 年以前は昭和火口で噴火が起きていたが、2018

年以降は南岳で噴火が起きていることがわかる（図 9）。したがって、この質量増加量

は 2017 年から 2018 年にかけての昭和火口から南岳への活動推移に対応していると考

えられる。また、昭和火口における噴火の終焉に伴う、マグマ流路のプラギングの可

能性も示唆された。これが活動の実況を反映しているのか，切迫性評価を示す材料に

なるかについては，火山学の各分野の研究者とさらに連携して検討していく．  
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図 9.  ミュオグラフィ画像、2017 年から 2018 年にかけての昭和火口から南岳への活

動推移、衛星画像の比較。 

 

 

桜島の 2017 年 8 月や 11 月の顕著な噴火イベントで、実際にどのように観測された

か、解析を試みたが、その間の観測データは欠損していることがわかり、観測システ

ムの更なる安定化が検討された。桜島以外の火山におけるミュオグラフィ観測の可能

性については引き続き検討を行った。 

 

3) 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの統合推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するための、2018 年 1 月

10 日に開催された本課題の分担責任者会議において、各課題、サブテーマの連携方策、

各サブテーマの成果についての情報交換をスライドやフォローアップ資料等を持ちよ

り行った。上記に示すようなミュオグラフィ観測により得られた観測データが火山のど

のような性質を示し、火山噴火予測にどう役立つかの検討を行った。 

 

4) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

a) ミュオグラフィの正しい理解展。多摩美術大学美術館（ 2018年 5月）、グラ

ンフロント大阪（ 2018年 7月）、関西大学博物館（ 2018年 12月 -2019年 1月）に

て展示を実施した。多摩美術大学美術館ではデジタルモデリングした 3次元

火山幾何学データをベースに３Ｄプリンターで火山の立体模型を製作し、そ

こにミュオグラフィ映像を投影した。火山内部活動に同期した映像が、大地

に降り注ぐミュオンのイメージ映像で囲まれる仕組みをつくり、ミュオグラ
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フィの定点計測によって得られた、火山のマグマの活動のデータをわかりや

すく示した。グランフロント大阪では、ミュオグラフィの測定結果の画像と

ＣＧのモデリングソフトによるデータ作成を行い、さらにＶＲ（人工現実感）

やＡＲ（拡張現実感）技術を用い、開発した表示システムをヘッドマウント

ディスプレイを用いた体験型シミュレータへと展開することでミュオグラ

フィと得られた火山内部の透視画像に関する理解の普及啓発に用いた（図 1

0）。関西大学博物館での展示は、多摩美術大学美術館で実施した内容を関西

で実施したものである。  

 

 

 
図 10.  火山体をデジタル化した３ DCGモデルデータ、パノラマ画像、ミュオン

パーティクルをミュオグラフィ画像に組み合わせたシミュレータ。  

 

 

b) 公開講演会。a)の展示に合わせて、多摩美術大学美術館で 2018年 5月 20日及び

5月 26日、関西大学博物館にて 2018年 12月 08日一般向け公開講演会を実施した。 

 

c) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動。テレコムセンターにて、ミュオグ

ラフィの原理や装置を記したポスター、大地に降り注ぐミュオンのイメージ映像を拡

張現実化するゴーグル、火山内部をミュオンが透過する様子を再現した３次元模型な

どを駆使することによりアウトリーチ専門員が訪れた来場者に対してミュオグラフィ

の正しい理解の社会への普及活動を実施した（図 11）。 
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図 11.  テレコムセンターにて実施されたアウトリーチ専門員によるミュオグラフィの

正しい理解の社会への普及活動。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

超軽量高解像度ミュオン検出器の開発を継続し、火山透過システムの完成形に近づけた。

この超軽量高解像度ミュオグラフィ観測システムにより生成されるデータをミュオグラフ

ィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発へとつなぐことで、桜島透過像を従来の 841画

素から 24639 画素へと大きく飛躍させる高解像火山透過システムが構築された。その結果、半年

という時間分解能ではあるが、中央火口近傍において 2017 年から 2018 年にかけての昭和火

口から南岳への活動推移に対応した密度変化の検出に成功した。この分解能を今後さらに

向上させていくことにより、より他の観測結果との比較検討が容易になる。大口径化や機

械学習を利用した高時間分解能観測の実現が今後の課題である。 
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2)ソフトウエア開発 

名称 機能 
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3) 仕様・標準等の策定 
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 (3) 令和元年度業務計画案 

 

(a) ミュオグラフィ技術の高度化に関わる研究開発 

1) 新たな技術を活用した火山観測の高度化に関わる技術開発  

2019年度は 2018年度に開発が完了した超軽量高解像度ミュオン検出器をミ

ュオグラフィ観測システム (MOS)へ実装する。そのために天井クレーン設備付

き高耐床荷重実験室を引き続き借用する。 2018年度までに実地観測試験を完了

した高解像度火山透過システムを桜島ミュオグラフィ観測所において、並列的

に展開することで、従来システムと比して有感面積を拡大した観測を実現する。

有感面積を拡大することで、データの時間分解能が向上する。ハンガリー科学

アカデミーウィグナー物理学研究センター出身の比例計数管のエキスパート

を 2019年度も引き続き採用する。その一方で、小規模の観測装置で測定可能な

火山を検討する。  

2) 技術検討会の実施  

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解像度

火山透過システム技術検討会を実施する。  

 

(b) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

1) ミュオグラフィ観測のデータ処理の自動化に関わる研究開発 

2019年度は、 2018年度までに構築したインタラクティブデータ集計ソフトウ

エアで得られる行列情報を自動的に画像化する業務を実施する。そのためにイ

ンタラクティブデータ集計ソフトウエアの出力結果から自動で画像を生成し、

データベースに順次格納していくソフトウエアの開発を行う。ウェブサイトに

は画像の検索機能も実装する。そして、超軽量高解像度ミュオン検出器を用い

て得られる高精細ミュオグラフィデータの自動処理から１日１枚の高精細火

山密度マッピングの提供を開始する。また、並行してミュオグラフィ画像集計

アプリケーションの提供を開始する。そのために、 2019年度も高速大容量サー

バを引き続き賃借する。得られた観測データが火山のどのような性質を示し、

火山噴火予測にどう役立つかの検討を目的とした火山学の各分野の研究者と

の連携を可能とするように、公開する観測データセットの吟味を行う。合成開

口レーダーやそれ以外の火山観測結果との比較を行う。  

2) 技術検討会の実施  

本事業の他の課題及び本委託業務のサブテーマと連携した、軽量、高解像度

火山透過システム技術検討会を実施する。  

 

 (c) 本委託事業の推進 

1) サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測の高度化」の推進 

本サブテーマの代表機関、協力機関が参加する「新たな技術を活用した火山観測の高

度化検討会」を開催し、具体的な実施内容を検討する。各種ツールの開発状況について
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の情報交換も行う。 

2) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

a) 展示事業 

ミュオグラフィの正しい理解展。大型商業施設、博物館等で展示を行う。そのため

に桜島を対象とした３DCG モデルデータ、パノラマ画像、ミュオンパーティクルなど

のエフェクトを制作する。桜島並びに軽量、高解像度火山透過システムをデジタルモ

デリングしてミュオグラフィの理解の普及啓発に用いる。大阪市立科学館でミュオグ

ラフィ観測装置に拡張現実を付加したシステムを導入することにより、ミュオグラフ

ィの理解の普及啓発に用いる。そのために無線ルータ、データサーバを借用する。 

b) 講演事業 

公開講演会。一般向け公開講演会を実施する。 

c) ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動 

ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動。アウトリーチ専門員に外部委託

することにより、ミュオグラフィの正しい理解の社会への普及活動を実施する。WEB 

等を活用した一般への情報発信や普及啓発に努める。 
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３．２ リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発 

 

３．２．１ 可搬型レーダー干渉計と衛星搭載型合成開口レーダー（衛星 SAR）による精

密地殻変動観測技術の開発 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目  先端的な火山観測技術の開発 

サブテーマ２「リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発」 

１．可搬型レーダー干渉計と衛星搭載型合成開口レーダー（衛星 SAR）

による精密地殻変動観測技術の開発 

 

(b)担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

国立研究開発法人防災科学技術研

究所 火山研究推進センター 

研究統括 

研究統括 

小澤 拓 

宮城 洋介 

taku@bosai.go.jp 

m_yosuke@bosai.go.jp 

国立大学法人東京大学地震研究所 

地震火山噴火予知研究推進センタ

ー 

助教 青木 陽介 yaoki@eri.u-

tokyo.ac.jp 

 

(c) 業務の目的 

火山活動が活発化した場合には、確度の高い推移予測につなげるため、多項目の観測デ

ータに基づいて、その活動状況を的確に評価する必要がある。特に、火口周辺においては、

顕著な表面現象が生じる場合があり、そのような情報を詳細に捉えることが重要である。

しかしながら、活動が活発化した火山の火口周辺へのアクセスには危険が伴うため、火口

周辺の観測は困難である。このような問題を解決するため、遠隔地から火口周辺を観測す

ることが可能なリモートセンシング技術の活用に期待が寄せられている。 

火山活動評価において、地殻変動は地下におけるマグマや地下水の挙動を推定できる重

要な観測項目の一つである。いくつかの火山においては、GNSS 等の観測網による高精度な

地殻変動観測が実施されているが、より詳細に火山活動を把握するためには、より稠密に

地殻変動を観測する技術の開発が必要である。そこで、火山活動の活発化が観測された場

合等に、その活動の推移予測に役立つ地殻変動情報を得ることを目的として、衛星 SAR と

併用して効率的に地殻変動を計測するための研究開発を実施する。具体的な実施内容は、

①可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発、②衛星 SAR 解析に

よる火山性地殻変動データベースに関する技術開発である。 

実施内容①の可搬型レーダー干渉計は、移動体に搭載したアンテナからレーダー波を送

受信して SAR 画像を取得し、各画素における位相の時間変化から地表変動を面的に検出す

る。これまで、鉱山や地すべり地帯の斜面の安定性のモニタリングや山岳氷河の流動の計

測などを目的として、地上設置型レーダー干渉計の開発が行われてきた。これらの開発で

は、主に 17GHz 帯（Ku-band）のレーダー波を用いた開発が進められてきたが、Ku-band の
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レーダー波は植生に対する透過性が低く、植生の影響により短期間で干渉性が著しく劣化

するという性質があり、火山の山麓でよく見られる植生が濃い領域での地表変動の検出に

は適していないという問題があった。そこで、任意の場所で地殻変動観測を可能とするた

め、本テーマにおいては植生に対する透過性が高い波長帯のレーダー波を用いたレーダー

干渉計を開発する。特に、任意の場所・時間での地殻変動計測を可能とするため、可搬性

の高いシステムを開発する。 

実施内容②においては、だいち１号、２号（PALSAR、PALSAR-2）や Sentinel-1 等の衛星

SAR データを解析して地殻変動履歴を調査する。衛星 SAR を用いた地殻変動計測は、1990

年代より活発に研究開発が行われ、現在では火山調査・研究における重要な観測ツールの

１つとなっている。しかし、その解析には多くの時間を要するという問題や、その解析に

は専門的な知識が必要であり、誰もが簡単にその有用な地殻変動情報を用いることができ

ないという問題がある。そこで、東京大学地震研究所を中心として活動している地表変動

研究のための SAR 研究コミュニティー（PIXEL）と連携して、重点観測火山に指定されてい

る 25 火山と箱根山について SAR 解析を実施し、その解析結果として得られる地殻変動情

報を、本事業（次世代火山研究推進事業）の課題 A（各種観測データの一元化）で構築する

一元化共有システムにおいてデータベース化する。さらには、衛星 SAR と可搬型レーダー

干渉計による解析結果を統合して、より詳細な地殻変動情報を得る技術を開発する。 

 

(d) 10 か年の年次実施計画 

 1) 平成 28 年度： 

本業務においては、植生域においても地表変動を安定して計測することが可能な可搬

型のレーダー干渉計を開発する。植生域の地表変動を計測するためには、植生に対する

透過性が高い周波数帯のレーダー波を用いる必要がある。そこで、本課題の目的に適し

たレーダー波の周波数帯を選択することを目的として、L-band と X-band、Ku-band に関

する植生に対する透過性を計測する実験を行った。本計測実験の結果、明らかに L-band

のレーダー波は植生に対する透過性が高いのに対して、Ku-、X-band のレーダー波は植

生での散乱が大きいことが確かめられた。L-band を用いる場合には、比較的大きなアン

テナが必要という不利な点を考慮しても、植生域における地殻変動を安定して計測する

ためには、L-band のレーダー波を用いることは必須と考えられる。このことから、本業

務において開発する可搬型レーダー干渉計は、L-band のレーダー波を用いることに決

定した。 

 

  2) 平成 29 年度： 

本課題では、火山活動が活発化した場合等に、再設置を繰り返して広範囲の地表変動

を調査することが可能なレーダー干渉計を開発する。その開発には繰り返し実験観測を

実施する必要があり、そのための可搬型レーダー干渉計実験機を作製した。 

また、衛星 SAR データを用いた干渉解析（SAR 干渉法）によって得られる地殻変動情

報を、効率的に火山研究や火山活動評価に利用できるようにすることを目的として、デ

ータベース化する。そのデータベース化のための処理方法（標準的解析手法）における
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大気遅延誤差を軽減する手法を検討した。その結果、大気遅延誤差の軽減においては、

レーダー波の伝搬経路を衛星～ピクセル間の直線と仮定し、その経路上の電気的な遅延

量を積分する手法を採用することとした。また、この解析においては、気象庁が公表し

ている数値気象モデルの解析値を、気象モデルに基づいて補間したデータを用いること

とした。さらに、標準的解析手法の検討および将来のデータベース化を目的として、霧

島山と桜島について、だいち 1 号の PALSAR、および、だいち 2 号の PALSAR-2 のデータ

を用いて干渉解析を行った。 

 

  3) 平成 30 年度： 

・ 可搬型レーダー干渉計による観測データの解析ソフトウエアを開発する。 

・ 地上設置型方式での実験観測を実施し、その改良点について検討する。 

・ SAR 解析による地殻変動データベースのためのフォーマット、解析手法に関する検討

を行う。 

・ ２火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地殻変動検出を行う。 

 

  4) 令和元年度： 

・ 前年度の検討に基づき、地上設置型方式での利用に関するソフトウエア・ハードウエ

アを改良して実験観測を行い、地上設置型方式に関する設計仕様を決定する。 

・ 車載型方式での観測に向けた、ハードウェアを改良する。 

・ SAR 解析による地殻変動データベースのためのフォーマット、解析手法を決定する。 

・ ２火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地殻変動検出を行う。 

 

 5）令和 2 年度： 

・ 車載型方式で観測したデータを解析するソフトウエアを開発する。 

・ 車載型方式での実験観測を行い、ハードウェアの改良を進める。 

・ 車載型方式に関する可搬型レーダー干渉計の設計仕様を決定する。 

・ 解析結果転送システムを開発する。 

・ 2-4 年次に解析した 6 火山の解析結果を再検討し、一元化データ共有システムに提供

する。 

 

  6) 令和 3 年度： 

・ 地上設置型、車載型方式に関して決定した設計仕様に基づき、可搬型レーダー干渉計

運用機を作成する。 

・ 4 火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地表変動検出を実施し、一

元化データ共有システムに提供する。 

 

  7) 令和 4 年度： 

・ 開発した可搬型レーダー干渉計運用機について、性能評価を実施する。 

・ 4 火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地表変動検出を実施し、一
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元化データ共有システムに提供する。 

・ SAR データ共有サーバーを更新する。 

 

 8）令和 5 年度： 

・ ２火山について可搬型レーダー干渉計を用いた観測を実施する。観測対象火山の１つ

は、桜島とする。また、他の火山については、衛星 SAR 解析や課題 B サブテーマ４の

観測から、浅部に変位源が存在すると考えられる火山を観測対象とする。 

・ ４火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地表変動検出を実施し、一

元化データ共有システムに提供する。 

 

  9) 令和 6 年度： 

・ ２火山について可搬型レーダー干渉計を用いた観測を実施する。観測対象火山の１つ

は、桜島とする。また、他の火山については、衛星 SAR 解析や課題 B サブテーマ４の

観測から、浅部に変位源が存在すると考えられる火山を観測対象とする。 

・ ４火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地表変動検出を実施し、一

元化データ共有システムに提供する。 

 

10）令和 7 年度： 

・ ２火山について可搬型レーダー干渉計を用いた観測を実施する。観測対象火山の１

つは、桜島とする。また、他の火山については、衛星 SAR 解析や課題 B サブテーマ

４の観測から、浅部に変位源が存在すると考えられる火山を観測対象とする。 

・ ４火山についてだいち１号、２号等の SAR データを用いた地表変動検出を実施し、一

元化データ共有システムに提供する。 

 

 (e) 平成 30 年度業務目的 

1) 可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発 

平成 29 年度においては、可搬型レーダー干渉計の開発研究に用いるための実験機を

作製した。平成 30 年度においては、可搬型レーダー干渉計の観測データから地殻変動

情報を求めるソフトウエアを開発する。また、野外における実験観測を行い、初期性

能評価、繰り返し観測手法検討のためのデータ取得、降雨等に対する耐環境性能に関

する改良に向けた基礎的な実験観測、車載方式による観測手法の検討に向けた基礎的

な実験観測を実施する。 

 

2) 衛星 SAR による火山性地殻変動データベースに関する技術開発 

衛星 SAR から得られる地殻変動のデータベースの作成においては、統一的な解析手

順（標準的解析手法）に基づいて SAR データの解析を行う。平成 30 年度においては、

その標準的解析手法における電離圏遅延誤差を軽減する手法を決定する。また、SAR 解

析により得られる地殻変動を時系列化する手法についての基礎的な検討も行う。さら

に、標準的解析手法の検討および将来のデータベース化を目的として、有珠山と伊豆
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大島について、だいち 1 号の PALSAR およびだいち 2 号の PALSAR-2 データの解析を実

施し、地殻変動データを作成する。他の観測データとの比較についても検討を行う。 

フランスで開催される Wegener Conference、および、アメリカで開催される AGU Fall 

Meeting に参加し、海外における最新の SAR 解析技術を調査するとともに、本課題で

得られた解析結果についての報告を行う。 
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(2) 平成 30 年度の成果 

(a) 業務の要約 

1） 可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発 

本課題では、火山活動が活発化した場合等に、再設置を繰り返して広範囲の地表変動

を調査することが可能なレーダー干渉計を開発する。そのような繰り返し観測から地表

変動を精度良く得るためには、①観測時間が離れたデータペアの解析でも干渉性劣化が

少ないこと、②比較的容易に再設置が可能であること、③設置位置の誤差をデータ解析

において補正する機能が必要である。①の干渉性劣化については、L-band のレーダー波

を採用することによって解決する。②の再設置の簡便性、および、③の設置誤差補正の

機能については、実験観測を繰り返して、開発を進めていく必要がある。さらに、本課

題においては、レーダーセンサーを車両に搭載したままで、計測を可能とする機能（車

載型）の開発も試みる。この機能の開発においても、実験観測を繰り返す必要がある。

そこで、それらの実験観測に用いることを目的とした可搬型レーダー干渉計実験機を平

成 29 年度に作製した。平成 30 年度においては、可搬型レーダー干渉計による観測デー

タを解析して、地殻変動情報を求めるソフトウエアを開発した。また、可搬型レーダー

干渉計実験機による野外初観測を浅間山において実施し、目標とする 4km 先の観測を実

施するためには、SN を向上させる必要があることがわかった。そこで、システムノイズ

を低減させる改良を適用し、再観測を実施した結果、4km 先の観測も可能となった。ま

た、簡便にリピート観測を実施するための開発、車載型に関する開発をすすめるための

基礎実験を実施し、今後の開発すべき点を明らかにした。さらに、雨天時や降灰のある

場所でも観測を可能とするため、本体部の外装およびアンテナのレドームを作成した。 

 

2) 衛星 SAR 解析による火山性地殻変動データベースに関する技術開発 

本課題では、衛星 SAR データを用いた干渉解析（SAR 干渉法）によって得られる地殻

変動情報を、効率的に火山研究や火山活動評価に利用できるようにすることを目的とし

て、データベース化する。現時点で、SAR 干渉法の解析手法はおおよそ確立されている

が、その中のいくつかの処理については、解析者が有する経験やノウハウに基づいて、

個々のデータに適する処理方法やパラメータを選択して解析を行っている。そのため、

解析者によって解析精度が異なる場合があり、そのような精度の異なる解析結果はデー

タベース化には不向きである。そのため、自動解析システムを構築し、その解析結果を

データベース化する。そこで、データベース化のための処理方法（標準的解析手法）に

ついての検討を進める。 

図 1 に、想定している標準的解析手法の解析手順を示す。平成 30 年度においては、

Split-spectrum 法による電離圏遅延誤差の軽減処理を標準的解析手法に組み込むこと

についての検討を行った。Split-Spectrum 法による電離圏遅延成分の抽出手法は、Brcic 

et al.(2010)、Rosen et al. (2010)、Gomba et al. (2016)によって述べられているが、

それとは異なる計算式に基づく 2 つの手法を Wegmüller et al. (2018)が提案している。

これらの研究で提案されている 3 つの手法を、比較的大きな電離圏誤差が含まれる

PALSAR-2 の SM1 モード（帯域幅 80MHz）の吾妻山周辺の干渉ペアに適用したところ、電
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離圏遅延成分を有効に低減することができた。また、この事例解析においては、どの手

法を適用しても、ほぼ同じ結果が得られた。より一般的な適用性能を調査するため、

PALSAR-2 の SM1 モード（帯域幅 80MHz）の霧島山を含む約 4.3 年間に取得された 21 シ

ーンのデータを解析したところ、観測間隔が長く、干渉性が低い干渉ペアについては、

Brcic et al.(2010)、Rosen et al. (2010)、Gomba et al. (2016)によって述べられて

いる手法が、欠損領域なく電離遅延成分を推定できた。一方、PALSARの FBS（帯域幅 28MHz）、

FBD（帯域幅 14MHz）については、観測間隔が短く、干渉性が高い干渉ペアについては、

電離圏遅延成分を効果的に推定することができたが、干渉性が低い干渉ペアについては、

推定誤差成分が大きく、地殻変動検出精度を大きく劣化させる場合が多かった。 

以上の結果から、PALSAR-2 データに関するデータベース化のためのルーチン解析にお

いては、その地域の特性や対象の大きさ等を考慮して、電離圏遅延誤差軽減手法の組み

込みが有効であると判断される場合には、Brcic et al.(2010)、Rosen et al. (2010)、

Gomba et al. (2016)による手法を用いることとする。電離圏遅延誤差軽減手法を組み

込まない場合には、解析結果をチェックして、電離圏擾乱が大きい場合に、手動解析に

よって、電離圏遅延誤差軽減手法を適用することとする。PALSAR データの解析において

は、電離圏遅延誤差軽減手法を組み込まない場合と同様とする。 

標準的解析手法の検討および将来のデータベース化を目的として、有珠山と伊豆大島

について、だいち 1 号の PALSAR、および、だいち 2 号の PALSAR-2 のデータを用いた干

渉解析を行った。有珠山の解析においては、過去の火山活動にともない貫入した溶岩ド

ーム周辺において、長期的に継続する収縮変動が見られ、過去の水準測量や EDM の結果

と比較・解釈することにより、この収縮変動は地下のマグマだまりの熱収縮によると推 

 

 
 

図 1. データベース作成のための SAR 干渉解析手順 
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測される。伊豆大島の解析においては、画像全体が陸地のデータを解析する場合の解析

手順をそのまま使用すると、大きな解析誤差を生じる場合があり、島嶼の解析において

は、その大きさ等を考慮して、適切な解析手順を模索し、解析システムを構築する必要

性が示された。 

有珠山の解析結果については、ウェゲナー、AGU において発表するとともに、世界に

おける SAR 解析に関する動向についての情報収集を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発 

a) ソフトウエアの開発 

 平成 29 年度における可搬型レーダー干渉計実験機の作製において、観測データに

圧縮処理を適用して、SAR 画像（Single Look Complex (SLC)画像）を作成するソフト

ウエア、位相差を計算して干渉画像を作成するソフトウエアも作成した。その結果を

地殻変動の解釈に用いることが可能な地殻変動情報に変換するためには、位相アンラ

ッピング処理（干渉画像の各ピクセルに格納される位相が持つ 2πラジアンの整数倍の

不確定性の解決）、位相差から距離変化量への変換、レーダー座標系から地図座標系へ

の変換が必要である。これらの処理を精度よく処理するためには、マルチルック処理、

フィルタリング処理、干渉性（コヒーレンス）の計算等の処理が必要である。また、

得られた地殻変動情報の解釈においては、ピクセル毎のレーダー波入射方向ベクトル

も得る必要がある。さらに、将来のリピートパスの観測、車載方式による観測データ

を解析するためには、直線でない軌道で観測されたデータに圧縮処理を適用して、SAR

画像を得る解析ソフトウエアの開発も必要である。そこで、平成 30 年度においては、

以下に示す機能に関するソフトウエアを開発した。 

 

① マルチルック干渉画像作成機能 

② コヒーレンス画像作成機能 

③ ノイズ低減フィルター機能 

④ シミュレート画像差分機能 

⑤ アンラッピング処理機能 

⑥ 位相差・スラントレンジ変化量変換機能 

⑦ ジオコーディング機能（レーダー座標系から測地座標系への変換） 

⑧ 観測位置・軌道を補正した合成開口処理機能 

 

b) 可搬型レーダー干渉計実験機による野外観測実験 

平成 29 年度に作成した可搬型レーダー干渉計実験機の初期性能評価を目的とした

野外における初観測を浅間山において実施した。この観測における目的は、本開発が

目標とする 4km 先の画像が得られるかどうかの確認、約 1 時間の観測における時間的

な位相変化および干渉性の劣化状況を調査することである。本観測において、改良す

べきところが見つかった場合には、年度内で可能な範囲で改良を行い、再観測により
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確認を行う。 

また、可搬型レーダー干渉計によるリピート観測をより簡便に実施するための開発

を進めるための基礎的な計測実験も行った。具体的には、台車および車の屋根にアン

テナを搭載して観測を行う。レールを用いた地上設置方式による観測においては、ア

ンテナの軌道は直線とみなすことができ、そのレール上の位置はアンテナを移動させ

るギアの回転数から精密に計算することが可能であるのに対して、台車や車載方式に

よる観測においては、軌道は直線でなく、さらに、その位置を GPS/IMU で求める必要

がある。その開発のための基礎的な実験として、現在の装備でどの程度の解析が可能

かを確認し、今後の改良点を明らかにする。 

 

c) 可搬型レーダー干渉計実験機の耐環境性能に関する改良 

降雨や降灰等の可搬型レーダー干渉計への影響を低減するため、ヘッド部に装着す

る外装を作製するとともに、アンテナにレドームを装着する。 

 

2) 衛星 SAR 解析による火山性地殻変動データベースに関する技術開発 

a) 可搬型レーダー干渉計実験機の耐環境性能に関する改良 

電離圏におけるレーダー波の伝搬遅延は、SAR 干渉法の適用における大きな誤差要

因の一つである。電離圏は高度約 60～1000km の間に位置し、主に太陽紫外線による中

性粒子の電離により、電子密度が高くなっている領域である。電子密度が高い領域を

レーダー波が伝搬すると、伝搬速度の変化や屈折が生じるため、遅延が生じる。この

遅延量の観測毎の変化が、SAR 干渉法による地殻変動検出における誤差となる。電離

圏遅延成分は画像サイズと比べて比較的波長が長い場合が多く、干渉画像の位相分布

に双二次曲面等の関数を当てはめて、その成分を除去する方法が一般的に用いられて

いる。しかし、電離圏擾乱が大きい場合には、そのような関数のあてはめでは十分に

電離圏遅延成分を除去できない場合がある。そのような大きな電離圏擾乱が生じる頻

度は高くないが、大きな誤差を生じる場合があるので、有効に適用可能な電離圏遅延

誤差の軽減手法があれば、それを標準的解析手法に組み込みたい。最近では、Split-

spectrum 法（e.g., Brcic et al., 2010; Rosen et al., 2010; Gomba et al., 2016）

が、電離圏遅延誤差を軽減させる有用な方法として用いられるようになりつつある。

ただし、この手法はまだ新しく、十分に成熟された解析手法となっているとは言いが

たい。そこで、本課題において、データベース化のための自動解析に組み込むことが

妥当かどうかについて検討する。 

 Split-spectrum 法は、SAR 観測に用いるチャープ信号の帯域を高周波側と低周波

側に分割した SAR 画像を作成し、高周波側の干渉ペアと低周波側の干渉ペアから得ら

れる干渉画像において、電離圏遅延成分と地殻変動等の成分の周波数に対する応答の

違いを利用して、電離圏遅延成分を推定する。フルバンド SAR 画像、低周波側 SAR 画

像、高周波側 SAR 画像の中心周波数を f0, fl, fh、低周波側の干渉ペアと高周波側の

干渉ペアから得られる干渉画像の位相差をφl, φh とすると、電離圏遅延成分φiono は、 
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図 2. 手法 1 による電離圏遅延成分推定の解析手順 

 

 𝜙𝜙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑓𝑓ℎ𝑓𝑓𝑙𝑙(𝜙𝜙𝑙𝑙𝑓𝑓ℎ−𝜙𝜙ℎ𝑓𝑓𝑙𝑙)
𝑓𝑓0�𝑓𝑓ℎ

2−𝑓𝑓𝑙𝑙
2�

  -(1) 

 

で記述される（e.g., Brcic et al., 2010; Rosen et al., 2010; Gomba et al., 

2016）。この手法による解析手順を図 2 に示す。最初に、Single Look Complex (SLC)

画像にチャープ信号の帯域をバンドパスフィルターにより半分に分割し、高周波側の

SLC 画像と低周波側の SLC 画像を作成する。そして、高周波側と低周波側のそれぞれ

のペアで干渉解析を行う。干渉度の低い領域では短周期ノイズが大きくなるため、干

渉画像について指定する窓サイズでアンサンブル平均を求める（以下、2nd ルックと

呼ぶ）。これにアンラッピング処理を適用することにより式(1)のφl, φh を求め、式(1)

から電離圏遅延成分φiono を求める。さらに、異常値のマスク処理、フィルターを適用

し、補間により 2nd ルックをとる前の画像サイズの電離圏遅延画像を作成する。以下

では、この手法による電離圏遅延成分推定法を手法１とする。 

経験的に、干渉性が高い干渉ペアにおいては、この式から精度よく電離圏遅延成分

を推定できるが、干渉性が低い干渉ペアにおいては、主にアンラッピングの困難によ

り、精度が劣化する場合が多い。また、fl と fh の幅が狭い場合には電離圏遅延に対す

る感度が低いため、処理上のノイズが大きく増幅されるという問題がある。そこで、

Wegmüller et al. (2018)は、電離圏遅延成分の導出方法を見直し、 

 

 𝜙𝜙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝜙𝜙0 + 𝐵𝐵(𝜙𝜙ℎ − 𝜙𝜙𝑙𝑙)  -(2) 

 

から電離圏遅延成分を推定する方法を提案した。ここで、φ0 はフルバンド SAR 画像の 
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図 3. 手法 2 による電離圏遅延成分推定の解析手順 

 

干渉ペアから得られる位相差であり、A および B は中心周波数から求められる係数で

ある。帯域幅が広いほど干渉性が良い場合があり、第 1 項は周波数を分割した干渉ペ

アよりもアンラッピングは比較的容易になる可能性がある。第 2 項は、ほとんどの場

合で−πから+πの値に入るため、複雑なアンラッピング処理を必要とせずに、容易に位

相差を求めることが可能である。この手法による解析手順を図 3 に示す。干渉画像を

作成するところまでは、手法１と同じだが、それ以降は、アンラップしていない干渉

画像から高周波側と低周波側の位相差（φh- φl）を求め、さらにフルバンドの干渉画

像のアンラップ画像から求まるφ0 も用いて、式(2)から電離圏遅延成分を推定する。つ

まり、この手法においては、大きな誤差が生じる可能性が大きいアンラッピング処理

を１回ですむという利点がある。また、この解析においても、2nd ルックをとった画

像を用いることとする。以下では、この手法による電離圏遅延成分推定法を手法 2 と

する。 

手法 2 を用いても、フルバンドの干渉画像のアンラッピングが必要である。しかし、

A がほぼ 0.5 であることに着目すると、 

 

 2𝜙𝜙𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝜙𝜙0 + 2𝐵𝐵(𝜙𝜙ℎ − 𝜙𝜙𝑙𝑙)  -(3) 

 

と近似することが可能である。前述したように、第 2 項は容易に位相差を推定するこ

とが可能であので、アンラッピングすることなしに、電離圏遅延成分のみを示す干渉

画像を得ることが可能である。推定される電離圏遅延成分は、−πから+πラジアンのラ

ップされた画像であるため、最終的にアンラッピング処理が必要なるが、大きな地殻

変動によりアンラッピングが困難な場合には、この手法によって電離圏遅延成分のみ 



 

36 
 

 

図 4. 手法 3 による電離圏遅延成分推定の解析手順 

 

を抽出できるので、アンラッピングが容易になる場合がある。以下では、この手法に

よる電離圏遅延成分推定手法を手法 3 とし、その手順を図 4 に示す。電離圏遅延推定

手法に関する検討においては、以上で述べた手法 1～3 についての事例解析を行い、標

準的解析手法への組み込みの妥当性について調査した。 

 

b) 有珠山および伊豆大島に関する SAR 干渉解析 

標準的解析手法の検討および将来のデータベース化を目的として、①有珠山と②伊

豆大島に関する PALSAR および PALSAR-2 データを用いた SAR 干渉解析を実施した。有

珠山については、JERS-1 のデータも解析したほか、過去の水準測量や EDM による地殻

変動情報と比較・検討した。 

 

c) 成果発表および海外における SAR 解析研究の動向についての調査 

2018 年 9 月 10 日から 13 日までグルノーブル（フランス）で開催された Wegener 

Conference および 12 月 10 日から 14 日までワシントン DC（アメリカ合衆国）で開催

された米国地球物理学会秋季大会に参加し、有珠山の解析において得られた結果の成

果発表および海外における SAR 解析研究の動向についての調査を行った。 
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(c) 業務の成果 

1) 可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発 

a) ソフトウエアの開発 

 平成 30 年度に開発したソフトウエアの各機能の説明を以下に述べる。 

 

 

 

図 5. (a)シングルルックの干渉画像 (b)5×5 ルックで作成した干渉画像 

 

① マルチルック干渉画像作成機能 

一般に、干渉性が低い干渉画像では、短波長のノイズ成分が卓越するため、地殻変動

検出精度が劣化するほか、後に適用するアンラッピング処理が困難になる。そこで、マ

ルチルック処理や干渉画像フィルター等を適用して、干渉縞の連続性を高める必要があ

る。本機能は、そのマルチルック処理に関するものである。この処理においては、設定

する窓サイズ（nx、ny）における位相差φを 

 

φ  = Σ a/n + i Σb/n -(4) 

 

から求める。ここで、a と b は干渉画像の各ピクセルに格納される複素数の実部と虚部

であり、n は窓の中のピクセル数である。本機能においては、干渉ペアの 2 枚の SLC か

らマルチルック干渉画像を作成する。図 5 に、シングルルック、5×5 ルックで作成した

干渉画像の比較を示す。5×5 ルックで作成した干渉画像では分解能は低下しているが、

細かなノイズが平均化され、滑らかな位相分布となっていることがわかる。 

 

② コヒーレンス画像作成機能 

コヒーレンスγ（干渉性）は 
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γ = | Σ ym ys* | / (Σ ym2 Σ ys* 2 )1/2 -(5) 

 

から求められる干渉度を示す指標の一つであり、0 から 1 の間の値で示される。ここで、

ym と ys はマスターSLC 画像およびスレーブ SLC 画像の各ピクセルに格納される複素数で 

(a)  (b)  (c)  

 

図 6. (a)コヒーレンス 1.0 の干渉画像。(b)コヒーレンス 0.5 の干渉画像。(c)コヒーレン

ス 0.0 の干渉画像。 

 

  

図 7. 図 5 に示す干渉画像に関するコヒーレンス画像 

 

あり、*は複素共役を意味する。コヒーレンスが 1 に近いほどノイズが少なく、0 では干

渉縞の連続性がまったく見られない（図 6）。本機能で作成した、図 5 に示す干渉画像に

関するコヒーレンス画像を図 7 に示す。 

 

③ 低減フィルター機能 

一般に、干渉性が低い干渉画像では短波長のノイズ成分が卓越し、地殻変動検出精度

が劣化するほか、後述するアンラッピング処理が困難になる。そこで、マルチルック処

理や干渉画像フィルター等を適用して、干渉縞の連続性を高める必要がある。本機能は、
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干渉画像に適用するノイズ低減フィルターに関するものである。これまで、干渉画像に

適用する数多くのフィルターが提案されているが、もっともよく用いられるフィルター

は、Goldstein and Werner (1998)によるスペクトル強調フィルター、もしくは、それを

応用したフィルターである。このフィルターは、干渉画像に高速フーリエ変換を適用 

 

 
図 8. (a)干渉画像フィルター適用前 (b)干渉画像フィルター適用後（α=0.5） 

 

してスペクトル Z(u,v)を求め、0～1 のフィルター係数αを用いて、出力する干渉画像の

スペクトル H(u,v)を次式から求める。 

 

H(u,v) = |Z(u,v)|α Z(u,v)  -(6) 

 

この計算結果に逆フーリエ変換することによって、フィルター窓の範囲で卓越する位相

差分布を強調させる。さらに、計算するフィルター窓を 3/4 ずつオーバーラップさせて

計算し平均する。本フィルター適用前の干渉画像とα=0.5 でフィルターを適用した干渉

画像を図 8 に示す。 

 

④ シミュレート画像差分機能 

 地殻変動を精度よく検出するため、干渉画像から外部プログラム等から求めたモデル

位相画像を差し引く処理が必要になる場合がある。本機能は、その差分処理に関するも

のである。 

 

⑤ アンラッピング処理機能 

 干渉処理によって得られる画像には−π～+πラジアンの位相差が格納され、各ピクセル

の位相差情報には 2πラジアンの整数倍の不確定性を持つ。得られた位相差情報を地殻変

動解析に用いるためには、その不確定性を解決する必要がある。この処理はアンラッピ

ング処理と呼ばれる。本ソフトウエアにおいては、InSAR 処理において良く用いられる
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アンラッピングアルゴリズムの一つであるブランチカット法（Goldstein et al., 1988）

を採用した。本ソフトウエアのアンラッピング機能を用いた処理例を図 9 に示す。 

 

 

 
図 9. アンラッピング機能の解析例（PALSAR-2 による小笠原硫黄島の干渉画像） 

 

⑥ 位相差・スラントレンジ変化量変換機能 

 SAR 干渉法により得られる変化情報は、位相変化（radian）なので、距離変化（m）に

変換する必要がある。本機能においては、アンラッピング処理された位相変化φを距離変

化ρに、次式に従って変換する。 

 

ρ = λ φ/4π -(7) 

 

ここで、λはレーダー波の波長である。 

 

⑦ ジオコーディング機能（レーダー座標系から測地座標系への変換） 

 可搬型レーダー干渉計の観測データに圧縮処理を適用して得られる SAR 画像の画素は、

レーダー座標系（横方向：スラントレンジ、縦方向：アンテナ移動方向）で格納されて

おり、地殻変動の精密な解釈に用いるためには、画像を測地座標系に変換する必要があ

る。レーダー観測からは各ピクセルのセンサーからの距離と方位は求まるが、測地座標

系における座標は一意には決まらない。ただし、可搬型レーダー干渉計から得られる画

像のピクセルは地表に位置すると考えられるので、地形情報があれば、図 10 に示すよう

に、ピクセルの 3 次元的な位置を求めることができる。それが求まれば、レーダー座標

系の画像を測地座標系の画像に変換（ジオコーディング）することができる。 

また、可搬型レーダー干渉計から得られるスラントレンジ変化量から地殻変動の解釈を

行う場合には、各ピクセルにおけるレーダー波入射方向の情報も重要である。あるピク

セルの変位ベクトルを(dx dy dz)、そのピクセルにおけるレーダー波の入射方向の単位

ベクトルを(ulosx ulosy ulosz)とすると、SAR 干渉法により得られる距離変化成分ρは、そ

れらの内積 
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ρ = dx ulosx + dy ulosy + dz ulosz -(8) 

 

から求められる。この関係を用いることによって、SAR 干渉法による解析結果を球状圧

力源（Mogi, 1958）や半無限弾性体ディスロケーションモデル（Okada, 1985）等の地 

 
図 10. レーダー観測幾何に関する概要図 

 

 

図 11. (a)測地座標系の画像に変換した散乱強度画像と(b)同領域の Google Earth 画像 

 

殻変動計算に用いることができる。よって、可搬型レーダー干渉計による変化量から地

殻変動の解釈をする場合には、レーダー波の入射方向ベクトルを正確に求める必要があ

る。前述した処理から、各ピクセルの測地座標がわかるので、アンテナ位置と各ピクセ

ル位置を直線で結ぶ方向から、レーダー波の入射方向ベクトルを求めることができる。 

本機能は、地形情報と観測位置の情報から、各ピクセルの測地座標を計算して求め、

その情報から、レーダー座標系の画像を測地座標系の画像に変換する。また、同時に、

各ピクセルのレーダー波入射方向の単位ベクトルを求める。本機能により、測地座標系

に変換したアンラップ画像の例を図 11 に示す。 

 

⑧ 観測位置・軌道を補正した合成開口処理機能 

レールを用いた地上設置方式による観測においては、アンテナの軌道は直線とみなす

ことができ、その位置はヘッド部を動かすギアの回転数から精密に求めることができる。
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その情報を用いて、精密に圧縮処理を適用することが可能である。一方、車載方式等の

レールを用いない観測においては、ヘッド部に搭載している GPS/IMU の観測データを解

析して得られる位置情報のみを用いて軌道の揺らぎを補正し、圧縮処理を適用する必要

がある。アンテナの軌道が、正確にわかれば、図 12 に示すように、アンテナが直線上 

 

図 12. 軌道の揺らぎの補正に関する概略図 

 

 

図 13. (a)車載方式による SAR 画像１（11 時 31 分）(b)車載方式による SAR 画像 2（11

時 44 分）(c)干渉画像(d)SAR 画像 1（赤）および SAR 画像 2（青）に関する観測時

のアンテナの軌道 

 

を移動して観測したように補正することが可能である。本機能は、GPS/IMU の出力結果

を用いて、設定した直線上で観測したように補正して圧縮処理を適用し、SAR 画像を作

成する。車載方式による２回の観測における軌道と、その観測データを同じ直線上で観

測したように補正して得られた SAR 画像、および、干渉画像を図 13 に示す。干渉が得ら

れていることから、ある程度の精度で、画像間の位置あわせはできていると考えられる。 
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b) 可搬型レーダー干渉計実験機による野外観測 

平成 29 年度に作成した可搬型レーダー干渉計実験機による野外での初観測を、平成

30 年 7 月 18 日に浅間山において実施した。本観測の主な目的は、レールを用いた地上

設置方式による観測を実施し、本開発が目標とする 4km 先の画像が得られるかどうかの

確認、約 1 時間の観測における時間的な位相変化および干渉性の劣化状況を調査するこ

とである。本観測では、株式会社プリンスホテルの協力により、浅間山の山頂火口の北

東約 4km に位置する浅間山六里ヶ原休憩所の駐車場に可搬型レーダー干渉計実験機を設

置し、浅間山の山頂方向にレーダー波を照射した（地図と設置状況を図 14 に示す）。山

頂までの距離は 4km 強である。観測におけるレーダー波のパラメータは、中心周波数

1.335GHz、帯域幅 70MHz であり、その後方散乱波を 500μS の繰返し周期で受信した。ア

ンテナの移動速度は 30 ㎝/s で、約 6 分間隔で 1 時間の観測を行った。本計測で得られ

た散乱強度画像を図 15(a)に示す。 

アンテナから 3km 付近までは、明瞭な後方散乱を判読することができ、鬼押出し溶岩

の一部も判読できる（裏側はレーダー影の領域）。また、最初の観測を基準として、干渉

画像を作成したところ、植生が多い領域においても、顕著な干渉性の劣化は見られなか

った（図 16）。位相変化に注目すると、1.5 ラジアン（約 3cm の距離変化に相当）程度の

位相変化が見られたが、これは大気遅延によるものと推測される。自明のことであるが、

Ku-band のレーダー波を用いた場合には、この程度の位相変化により、干渉性が 

 

(a)  (b)  

図 14. (a)観測実施場所周辺の地図。赤丸は可搬型レーダー干渉計実験機設置場所を示

す。(b)可搬型レーダー干渉計の設置風景。 
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(a)  

図 15. (a)平成 30 年 7 月 13 日観測の散乱強度画像。(b)平成 30 年 12 月 17 日観測の散

乱強度画像。水色の線は鬼押出し溶岩の位置を示す。 

 
図 16. 平成 30 年 7 月 13 日観測の干渉解析結果。(a)-(e)10 分間、20 分間、30 分間、40

分間、50 分間の干渉ペアの干渉画像。 

 

(a)  (b)  

図 17. (a)調整前と(b)調整後に関する位相ノイズのシミュレーション結果 

 

失われる場合や、アンラッピングの困難が生じる場合がある。そのような変化に影響を
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受けにくいことは、L-band のレーダー波を用いることの有用性の一つと考えられる。一

方、本課題で開発する可搬型レーダー干渉計は、火山活動の活発化時に、火口から 4km

圏内の立ち入りが規制された場合でも観測可能とするため、4km 先の観測を可能にする

ことを目指す。しかし、7 月 13 日観測結果によれば、その目標は達成できていない。そ

こで、送信信号の位相雑音成分を低減させる方法について検討した。レーダー干渉計実

験機で使用する中間周波数は 100kHz から 5MHz 以下であるが、シミュレーションにより

位相ノイズを推定したところ、信号源 PLL（位相ロック発信器）のデルタシグマ(DS)雑

音成分が 2MHz でピークとなっており（図 17(a)）、これを調整することにより、位相雑

音を低下できる可能性があることがわかった。そこで、調整を試みたところ、位相雑音

のオフセット周波数 約 5MHz 以下の位相雑音を約 15dBc(@1MHz)改善することができる

という計算結果が得られた（図 17(b)）。この調整により、3km よりも遠方の領域でも雑

音に埋もれることなく画像化が可能となるはずである。 

以上で述べた調整を適用した結果を調査するため、平成 30 年 12 月 13 日に 7 月 18 日 

 

図 18. 平成 30 年 12 月 13 日観測の干渉解析結果。解析した干渉ペアの観測時間を各図

の上に示す。 

 

に実施した観測実験と場所で同様の観測を行った。観測パラメータも同様に設定した。

本観測で得られた散乱強度画像を図 15(b)に示す。アンテナから 4km 付近においても、

明瞭な後方散乱を判読することができた。また、干渉画像を作成したところ、1 時間程

度においては、ほとんど干渉性劣化が見られなかった（図 18）。 

以上の実験により、調整の結果、当初の目標であった 4km 先の観測が可能になったこ

とを確認した。しかし、降雨や降灰によるレーダー波の減衰を想定する場合には、必ず

しもこれで十分な感度を有しているとは言えない。そこで、受信感度を向上させる改良

についても検討した。本検討においては、現行の可搬型レーダー干渉計実験機の受信用

2 パッチアンテナを 4 パッチアンテナに変更した場合のアンテナ利得をシミュレートし

た。シミュレーションにおいて設定したアンテナのパッチサイズと層構成を図 19 に示
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す。4 パッチアンテナのシミュレーションはこれらの素子を横方向に並べてビームを鋭

くし、高利得化を行った。アンテナ利得は 2 パッチから 4 パッチに変更した場合、アン

テナ利得が 3dB 程度向上することが分かった（図 20、図 21）。火山等の遠方を観測する

場合、利得が向上しデータの SN が改善する利点はある。ただし、アンテナサイズが大き

くなるため、風の影響を受けやすくなる欠点がある。その利点、欠点については、実際

の観測実験に基づいて調査する必要があり、今後の検討課題の一つである。 

平成 30 年 12 月 13 日に浅間山で実施した観測においては、車載方式による観測を含

む、簡便にリピート観測を実施するための開発を進めるための基礎的な実験も行った。

基本的に、地上設置方式による観測においてはアンテナの軌道を直線とみなすことがで

き、レール上の位置は、ヘッド部を動かすための歯車の回転数から精密に計測すること

ができるので、精度良く圧縮処理を適用することができる。しかし、その観測において

は、10m のレールを設置する場所を確保する必要があり、どこでも観測可能とは言い難

い。その困難を解決する方法として、①台車、②車に搭載して観測する方式について開 

(a)   (b)  

 

図 19.ダブルレイヤーパッチアンテナの平面図 (b) ダブルレイヤーパッチアンテナの

層構成 

 

 

図 20. 2 パッチアンテナの(a)アンテナ利得と(b)アンテナパターン 

 

A 面   

B 面   

  

ビーム幅   
22 deg   
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図 21.  4 パッチアンテナの(a)アンテナ利得と(b)アンテナパターン 

  

図 22. 可搬型レーダー干渉計を搭載する台車の外観図と観測風景 

 

  

図 23. 可搬型レーダー干渉計を車の屋根に装着するための冶具の外観図と観測風景 

 

発を進める。①の実験のためには、可搬型レーダー干渉計実験機のヘッド部を搭載す

る台車を作製し（図 22）、②の実験のためには、車の屋根にアンテナを搭載するための

     

ビーム幅   
10 5 deg   
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冶具を作製した（図 23）。 

アンテナを台車および車の屋根に搭載して観測を行う実験においては、移動距離を 20m

以上とした。台車を用いた観測においては、手押しでおおよそ人が歩く速度で測定した。

車載方式による観測においては、低速（約 5km/h）、中速（10km/h）、高速（20 ㎞/h）の 3

種類の速度について、10 回以上の測定を行った。観測におけるレーダー波のパラメータは、

中心周波数 1.335GHz、帯域幅 70MHz であり、その後方散乱波を 500μS の繰返し周期で受

信した。SAR 画像の作成おいては、本年度に開発した、GNSS によるアンテナの軌道情報か

ら軌道の揺らぎを補正して、圧縮処理を行うソフトウエアを用いた。本観測における GNSS

のサンプリングレートは 1 秒とした。本計測で得られた散乱強度画像を図 13 に示す。ア

ンテナからの距離が 4km を超えている領域でも、散乱強度が得られており、地上設置方式

による散乱強度画像（図 15(b)）との明瞭な差は見られなかった。一方、SAR 干渉法を適用

したところ、ほぼすべての画像について干渉が得られ、アンテナの移動速度による影響は

顕著には見られなかった。しかし、地上設置方式による干渉画像と比べると、全体的に干

渉 

 
図 24. 台車に搭載して観測したデータに関する干渉画像。マスター画像の観測開始時刻

は 13:45:23 であり、スレーブ画像の観測開始時刻は各画像の上に示す。 
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図 25. 車載方式による観測データの干渉画像。すべての干渉画像のマスター画像は低速

で 11:31:9 に観測された画像である。スレーブ画像の観測開始時刻は各画像の上

に示す。青、緑、赤枠は、それぞれ、低速(5km/h)、中速(10km/h)、高速(20km/h)

で観測された画像をスレーブ画像とした干渉ペアから得られた結果である。 

 

性は低い（図 24、図 25）。特に、台車に搭載して観測した画像については、車載方式よ

りも干渉性が低かった。観測時の地面は観測前日の積雪が凍り付いており、時折、台車

が横滑りするような状況であったため、1 秒サンプリングの GNSS 観測では追従できない

ような急激な軌道のずれが生じていたのかもしれない。そのような急激な動きに対する

補正方法については、今後の課題の一つである。また、干渉画像の位相差分布を見ると、

そのアジマス方向に位相が変化するようなパターンが見られる。その分布から推測する

と、気象ノイズではなく、解析上問題（例えば、観測幾何による）であるのかもしれな

い。これについてのより詳しい調査も今後の課題の一つである。 

台車、車載方式ともに干渉が得られ、位相の傾きが見られるような問題は見つかった

が、画像範囲よりも小さな波長の変化であれば、現状でも十分に地殻変動観測に用いる

ことができるはずである。さらに、今後の観測方法やソフトウエア等の改良により、全

体の位相差の傾き成分の補正ができるようになれば、さらに波長の長い地殻変動も検出

できると期待される。車載方式や台車に搭載した観測により、地上設置方式では観測困
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難な場所でも、より簡便にリピート観測が可能になると考えられる。ただし、現状では、

観測場所へのアクセスが山道であるようなところでは、運搬の困難が考えられる。さら

に観測可能範囲を広げるため、今後、さらに軽量な観測システムの開発も試みたい。 

 

c) 可搬型レーダー干渉計実験機の耐環境性能に関する改良 

降雨等のシステムへの影響を低減するため、可搬型レーダー干渉計実験時のヘッド部

に装着する外装を作製した。外装は破損防止のため、ポリカーボネート樹脂を使用した。

また、外装を装着することによる重量増加を抑えるため、ヘッド部のフレームは新規設

計を行った。また、アンテナには降雨等の影響を低減するため、レドームを作製しアン

テナを覆った。レドームの材質は 6 ㎜の高発泡発泡スチロールを使用した。レドーム表

面硬化の為に電波に影響の少ないエフレタン塗装を施した。作製したレドームの装着前

と装着後で、減衰量の差を図 26 に示す。測定した計測器の誤差の±0.6 dB を考慮して 

 

 

図 26. レドームの装着前と装着後の減衰量の差 

  

図 27. 外装およびアンテナを装着したヘッド部の外観図およびその写真 

 

も、その差は 1dB 以内である。外装およびアンテナを装着したヘッド部の外観図および

その写真を図 27 に示す。 

外装を装着した場合、システムから発生する熱により不具合が生じる可能性が考えら
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れる。そこで、30 度以上の気温の室内で 1 時間 27 分間、2m のレール上を 1 分毎に往復

運転を行い、正常に稼動するかを調査したところ、特に異常は見られなかった。また、

外装を装着することにより、降雨によってヘッド部内部が濡れることがないかと確かめ

るため、約 20 分の間、水道水を実験機に向けて散水しながら可搬型レーダー干渉計を

2m のレール上を 1 分毎に往復運転させた。その結果、ヘッド部内部への水の侵入は見ら

れなかった。 

 

 

2) 衛星 SAR 解析による火山性地殻変動データベースに関する技術開発 

a) 標準的解析手法における電離圏遅延誤差軽減手法の検討 

前述した電離圏遅延成分を推定する 3 つの手法を比較するため、PALSAR-2 のパス

124（南行軌道）の右方向視で、2014 年 9 月 9 日と 2015 年 8 月 11 日に吾妻山周辺を

観測した SM1（帯域幅 80MHz）の干渉ペアを解析した。このシーンの散乱強度画像を図

28(a)、地形縞、軌道縞を除去し、大気遅延誤差軽減手法を適用した干渉画像を図 28(b)

に示す。このペアの干渉画像においては、画像全体で 1 サイクル程度（約 12cm のスラ

ントレンジ変化）の位相変化が見られる。この時期にそれほど大きな地殻変動は観測

されておらず、また、大気遅延誤差の軽減手法の精度と比べて十分に大きな位相変化

である。手法 1～3 を用いて、電離圏遅延成分を推定したところ、1 サイクル程度の位

相変化が求まった（図 28(c)-(e)）。その成分を除去したところ、比較的平坦な位相分

布が得られた（図 28(f)-(h)）。吾妻山周辺に注目すると、0.5 サイクル程度の位相変

化（約 6cm のスラントレンジ短縮変化に相当する）が見られる。吾妻山周辺における

GNSS 観測によれば、この時期に山体が膨張するような地殻変動が観測されており、電

離圏遅延成分と地殻変動成分を適切に分離できたと考えられる。手法の違いに注目す

ると、フィルター等の影響による少々の違いが見られたのみで、おおむね同じ結果と

言える。 

吾妻山の解析事例は、比較的干渉性が良い干渉ペアであったが、データベース化の

ための自動解析においては、より干渉性が悪いペアも解析する可能性がある。そこで、

より一般的な適用性能を調査するため、平成 29 年度に解析を行った、霧島山を含む 
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図 28. 3 種類の電離圏遅延推定手法による解析結果の比較。本解析では、PALSAR-2 によ

るパス 124、Frame750 において、2014 年 9 月 9 日と 2015 年 8 月 11 日に観測され

たデータペアを用いた。(a)散乱強度画像。黄線は吾妻山の位置を示す。(b)補正

前の干渉画像（大気遅延補正適用）。(c)手法１により求めた電離圏遅延成分。(d)

手法 2 により求めた電離圏遅延成分。(e)手法 3 により求めた電離圏遅延成分。(f)

手法１により電離圏遅延を補正した結果。(g)手法 2 により電離圏遅延を補正した

結果。(h)手法 3 により電離圏遅延を補正した結果。 

 

PALSAR-2 のパス 130（北行軌道、右方向視）の解析結果に手法 1～3 の適用を試みた。

この解析においては、ルーチン解析についての調査のため、手動的なチューニングは

行っていない。図 29 に電離圏遅延軽減手法を適用しない結果、手法 1 を適用した結

果、手法 2 を適用した結果、手法 3 を適用した結果の比較を示す。すべての解析結果

は、画像全体で位相分布に傾きがなくなるように、軌道補正量を推定している（フラ 
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図 29. (a)電離圏遅延軽減手法を適用しない結果、(b)手法 1 を適用した結果、(c)手

法 2 を適用した結果、(d)手法 3 を適用した結果の比較。すべての画像のマスタ

ー画像は 2014 年 10 月 23 日観測画像であり、スレーブ画像の観測日は各画像

の上に示す。 

 

ットニング処理）。電離圏遅延擾乱が大きいと考えられる 2015 年 6 月 4 日、2016 年 6

月 2 日、2018 年 5 月 3 日の解析結果については、手法 1 および 2 を適用した結果、位

相差が小さくなっていることがわかる。そのほかについても、わずかに位相差が小さ

くなっているものもあり、もともと電離圏遅延擾乱が小さいペアについては、ほとん

ど変わらない。これは電離圏遅延誤差の分離がうまくできていることを示している。

2017 年 10 月 19 日の画像では、手法 2 で推定した電離圏遅延成分の一部に欠損があっ

た。この領域の干渉度は低く、手法 2 の解析においてはこの領域のピクセルは、異常
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値と判別され、マスクされてしまったためである。この差がどのような要因によるも

のかは、現時点では不明だが、手法 1 の方が安定して電離圏遅延成分を推定できるの

かもしれない。手法 3 に関しては、観測間隔が短く、干渉性が高いペアについては手

法 1、2 の結果とほぼ同じ結果が得られたが、観測間隔が長く、干渉性が低いペアでは

大きな位相変化が求まった。手法 3 は、解析の途中で電離圏遅延成分の 2 倍を処理す

るため、干渉性が低いペアにおいてはノイズが増幅される。その結果、多くのピクセ

ルが異常値としてマスクされ、その後の補間処理において、適切に遅延量を求められ

なかったと考えられる。この結果から考えると、手法 3 は干渉性が低いペアには適し

ていないと考えられ、データベース化のためのルーチン解析には不向きと考えられる。 

次に、積雪の多い領域として、有珠山周辺を含む PALSAR-2 の干渉ペアに手法 1 の適 

(a)  (b)  

(c)  (d)  

図 30. 有珠山周辺を含む PALSAR-2 の干渉ペアに手法 1 の適用を試みた結果。(a)パス

18（南行軌道、右方向視）。(b)パス 19（南行軌道、右方向視）。(c)パス 123（北

行軌道、右方向視）。(d)パス 124（北行軌道、右方向視）。 

用を試みた。解析したデータは南行軌道のパス 18、パス 19 と北行軌道のパス 123 と
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パス 124 である。解析結果を図 30 に示す。有珠山周辺においては、明瞭な衛星－地表

間距離の伸長変化が見られる。この解釈については後に述べる。気象庁の観測による

と、この領域に近い大岸では、おおよそ 11 月から 3 月の期間に積雪が観測されてい

る。この期間に観測されたデータを含む干渉ペアでは、大きな位相差が求まった。こ

れらは、積雪による非干渉のために、適切に電離圏遅延成分が推定されなかったため

である。特に、有珠山周辺において干渉が得られているペアにおいても、その周辺の

非干渉領域における電離圏遅延成分の誤推定が影響し、有珠山周辺でも、明らかな日

地殻変動成分が見られた。このような干渉ペアに対しては、電離圏遅延軽減手法を適

用しないほうが良いと考えられる。 

次に、手法 1 と手法 2 について、PALSAR データに適用を試みた。解析したデータは、

平成 29 年度に解析した、霧島山、桜島を含むパス 73 の FBS モード（帯域幅 28MHz）

のデータの解析結果で、軌道間距離の視線方向に対する垂直成分（BPERP）が 1000m 以

下の干渉ペアである。電離圏遅延軽減手法を適用しない結果、手法 1 を適用した結果、

手法 2 を適用した結果の比較を図 31 に示す。これらの解析において、画像サイズを超

えるような大きな波長の電離圏遅延成分は推定されたが、そのような成分は、電離圏

遅延誤差軽減手法を適用しない場合でもフラットニング処理において除去されるので、

結果には顕著な差として見られない。より短波長の成分に注目すると、電離圏遅延誤

差軽減手法を適用した結果において、適用前よりも位相差が大きくなっているように

見える。特に、その傾向は、観測間隔が約 2 年以上の干渉ペアにおいて明らかである。

これは、帯域幅が狭い PALSAR データにおいては、電離圏遅延成分の推定精度が十分で 

 

 

 

図 31. 霧島山、桜島を含むパス 73 の FBS モード（帯域幅 28MHz）で取得された PALSAR

データの解析事例。(a)電離圏遅延軽減手法を適用しない結果、(b)手法 1 を適

用した結果、(c)手法 2 を適用した結果の比較。すべての画像のマスター画像は

2007 年 1 月 7 日観測画像であり、スレーブ画像の観測日は各列の上に示す。 
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はなく、その推定誤差が顕著に結果にあらわれてしまうことが要因の一つと考えられ

る。ただし、干渉性が十分によければ、その誤差も小さくなると考えられ、Gomba et 

al. (2016)や Wegmüller et al. (2018)は、PALSAR データの干渉ペアにおいても、成

功裏に電離圏遅延成分を推定した結果を紹介している。よって、Split-spectrum 法が

電離圏遅延誤差軽減手法に有効であることは間違いない。しかし、干渉性が低いペア

においては、その誤差成分が大きくなり、特に干渉性が低い場合には、多くのピクセ

ルが異常値としてマスクされてしまうため、その後の補間処理において、大きな推定

誤差が生じると考えられる。別のいくつかのデータについても同様な解析を試みた結

果、PALSAR データについては、特に電離圏遅延が大きい場合を除き、電離圏誤差軽減

手法を適用すると、地殻変動検出精度が劣化する場合が多かった。このことから、

PALSAR データについてのルーチン的な解析には、この処理を組み込むのは適切ではな

いと考える。 

 

b) 有珠山および伊豆大島に関する SAR 干渉解析 

① 有珠山に関する SAR 干渉解析 

前述した通り、有珠山周辺では顕著な衛星－地表間距離伸長変化が求まった。これ

らは過去の火山活動にともない貫入した溶岩ドーム（潜在溶岩丘）の位置と一致して

おり、その変形をもたらすメカニズムについての考察を行った。本結果は Wang and 

Aoki (2018)において発表したものであり、その要約を以下に述べる。 

有珠山は北海道南部に位置する活動的火山であり、1663 年に大規模な噴火が発生し

た。最近でも、1910 年、1943—1945 年、1982—1987 年、2000 年に噴火が発生した。有

珠山で噴出するマグマは粘性が高く、噴火の際には溶岩ドームが生成される。1982—

1987 年噴火の際には山頂付近に溶岩ドームが生成されたが、最近のその他の噴火の際

には山腹で溶岩ドームが生成された。本研究では 1992—1998 年に観測された JERS1、

2006 年から 2011 年までに観測された ALOS、2014 年から観測されている ALOS-2 の 3

つの L バンド SAR 衛星のデータを干渉解析し時系列解析することにより、1992 年から

2017 年にかけての有珠山の地殻変動を明らかにした。SAR データからは、有珠山おけ

る地殻変動は 1943—1945 年、1982—1987 年、2000 年噴火の際に生成した溶岩ドーム付

近に局在化していることが明らかになった（図 32）。なお、1910 年噴火にともない生

成された溶岩ドーム付近では地殻変動は観測されなかった。上昇および下降軌道のデ

ータを用いて鉛直成分と水平成分の変位を分離することにより、溶岩ドームにて観測

された地殻変動は鉛直成分の方が水平成分よりもはるかに大きく、溶岩ドームが沈降

しつつ収縮していることが明らかになった。観測された溶岩ドーム付近での沈降の様

相は、場所によって異なることが明らかになった。2000 年噴火によって生成された溶

岩ドームでは 2006 年から 2011 年にかけては約 4 cm/yr の速度で沈降していたが、

2014 年以降はほとんど沈降していない。1982—1987 年噴火で生成された溶岩ドームに

おいては、1992—1998 年に約 6.5 cm/yr、2006—2011 年に約 4.5 cm/yr、2014—2017 年

に約 4 cm/yr と、沈降速度が減衰している。それに対して、1943—1945 年噴火で生成さ

れた溶岩ドームでは 1992 年から 2017 年までの 25 年間、沈降速度は約 2 cm/yr で安 
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図 32. 観測された地殻変動。左列が北行軌道、右列が南行軌道から観測されたものを

示す。上段が 1992—1998 年の平均的な地殻変動、中段が 2006—2010 年の平均的

な地殻変動、下段が 2014—2017 年の平均的な地殻変動を示す。1943—1945 年お

よび 1977—1982 年噴火で貫入した溶岩ドームにともなう変動域は図中それぞれ

東側および中央部の点線で示す。2000 年噴火にともない貫入した溶岩ドームに

ともなう変動域は西側 NC および KC で示す。 

 

定している。また、この溶岩ドーム付近では 1960 年代から水準測量が行われてお

り、1964—1976 年に約 5 cm/yr、1976—1992 年に約 3 cm/yr の沈降速度が得られてい

る。 

静穏期の火山の沈降を解釈するモデルとして、地下の物質の粘弾性緩和によるもの

とする研究が過去にあるが、本研究の場合は観測された地殻変動が局所的であるため

に、他のメカニズムを考える必要がある。我々は、観測された変動場が貫入した球状

のマグマの熱収縮によるものと仮定した。定性的には、それぞれの変動域における変

動様式の違いは、それぞれの噴火にともなう溶岩の貫入体積の違いにあると考えられ

る。すなわち、2000 年噴火においては溶岩の貫入体積が他の 2 つと比べて小さく、貫

入マグマが熱拡散により周囲の岩石と熱的平衡状態になるまでの時間が短いのに対し
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て、1943—1945 年噴火においては溶岩の貫入体積が大きく、貫入マグマが熱的平衡状

態になるまでの時間が長いと考えられる。観測を統一的に説明できるパラメータを推

定したところ、1943—45 年噴火にともなうマグマ貫入地域の見かけ熱拡散係数は実験

室で求められる岩石の熱拡散係数とほぼ等しいことがわかった。それに対して、1977

年—1982 年および 2000 年噴火にともなうマグマ貫入地域のそれは、実験室で求められ

る岩石の熱拡散係数の約 10 倍であった。有珠山は洞爺湖が隣接しており、また、過去

の噴火でマグマ水蒸気爆発が頻発していることを考えると有珠山には豊富な地下水が

存在すると考えられ、マグマ貫入直後は熱水循環によってマグマの熱を効率的に周囲

に逃がしているのではないかと考えられる。今後は、数値計算などを通してマグマ貫

入にともなう熱輸送についてより定量的に理解していく必要がある。 

 

② 伊豆大島に関する SAR 干渉解析 

標準的解析手法の検討において、周辺を海域で囲まれた火山島の解析について検討

するため、伊豆大島に関する PALSAR-2 および PALSAR データを用いた SAR 干渉解析を

実施した。伊豆大島は、北北西－南南東 15 ㎞、東北東－西南西 9 ㎞の火山島であり、

PALSAR-2、PALSAR の画像サイズと比べて小さい。このような画像を解析する場合には、

マスターSLC 画像とスレーブ SLC 画像のマッチングがうまくできない場合があり、島

の領域周辺を切り出して処理を行う方法が一般的である。本解析においても、伊豆大

島周辺を切り出して処理を進めたが、これまで解析を行った霧島山や桜島のような、

大部分が陸地の画像を解析する場合の解析フローをそのまま使用すると、マスターSLC

画像とスレーブ SLC 画像のマッチングや地形データと SAR 画像との位置あわせ、

PALSAR-2 の電離圏遅延の推定において、適切な解が得られない場合があった。マッチ 

(a)  (b)  

図 33. PALSAR-2 データを用いた SAR 干渉解析から求めた、伊豆大島の地殻変動時系

列。(a)パス 125（北行軌道、右方向視）。(b)パス 18（南行軌道、右方向視） 
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(a)   (b)  

図 34. PALSAR データを用いた SAR 干渉解析から求めた、伊豆大島の地殻変動時系列。

(a)パス 125（北行軌道、右方向視）。(b)パス 18（南行軌道、右方向視） 

 

ングについては、ずれ量推定時の窓サイズを、この領域に適切な大きさに設定するこ

とにより改善した。また、島内では濃い植生により干渉性の時間的劣化が早いという

特徴がある。そのため、PALSAR-2 の電離圏遅延成分の推定において、低干渉のために、

多くのピクセル領域が異常値としてマスクされてしまうことが原因であった。有珠山

における積雪時の解析事例と同様に、このような領域では、必ずしも電離圏遅延成分

をルーチン解析に組み込む必要はないのかもしれない。また、低干渉のため、多くの

ペアにおいて、自動解析においてはアンラッピングエラーが多く発生した。これらに

ついては、目視でチェックした後、アンラッピングエラーを確認した場合には、奥山

(2010)によるアンラップエラーの修正法を適用して補正した。 

以上の解析結果から求めた PALSAR-2 の地殻変動時系列を図 33、PALSAR の地殻変動

時系列を図 34 に示す。PALSAR-2 の解析結果においては、大気遅延誤差と考えられる

大きな位相差が見られた。ただし、このような変化は、時間的に相関がないため、SAR

時系列解析で用いられる時間方向のフィルターを用いることによって、ある程度は軽

減できると考えられる。一方、PALSAR の解析結果については、山腹のほとんどで低干

渉によって、解が得られなかった。これは、時系列解析において用いるすべての画像

において、位相差が求まっているピクセルのみについてのみ計算する方法を用いたこ

とによると考えられる。この問題の軽減のため、より適切な時系列解析手法の検討が

必要である。なお、山頂付近においては、顕著なスラントレンジ伸張変化が求まって

おり、PALSAR データからは 5 年間でおおよそ 5cm、PALSAR-2 データからは 3 年間でお
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およそ 3cm 程度の伸張である。この変化が上下変位のみによると仮定すると、おおよ

そ 1.3cm/yr の沈降に相当する。同様の変化は、Furuya (2005)が 1993 年から 1999 年

に取得された ERS/SAR データの解析から 2-3cm/yr の速度で沈降していたことを示し

ており、それよりも減速していることを示している。Furuya (2005)は、この地殻変動

は、過去に貫入したマグマの熱収縮によるものと推定しており、その継続によるもの

と推測される。 

 

(c) 成果発表および海外における SAR 解析研究の動向についての調査 

2018 年 9 月 10 日から 13 日までグルノーブル（フランス）で開催された Wegener 

Conference および 12 月 10 日から 14 日までワシントン DC（アメリカ合衆国）で開催

された米国地球物理学会秋季大会に参加し、研究発表および情報収集を行った。両会

議とも火山測地学に特化したセッションが開催されており、有珠山溶岩ドームの過去

25 年の地殻変動についての発表を行った。セッション内の多くの発表は 2014 年に打

ち上げられた Sentinel-1 衛星が短い再帰周期を持ちデータ量が多いことを背景に、

過去数年間の地殻変動について議論したものであるのに対し、我々の発表はより長い

時間スケールの地殻変動を議論したものであり、その点で他の発表との違いを見せる

ことができたと思われる。 

先述したように、Sentinel-1 衛星により火山地域での地殻変動が SAR 衛星により高

い時間・空間分解能で明らかにされるようになったことから、海外における SAR 研究

人口はここ数年で飛躍的に増加しており、向こう数年の ALOS-4 および NISAR の打ち

上げを考えると、この傾向はさらに加速するものと考えられる。また、現在の研究の

トレンドは、豊富なデータ量を背景として火山における地殻変動の時間変化をデータ

から抽出する研究であるが、観測された地殻変動データとマグマ輸送の物理過程につ

いての知見を組み合わせ、観測データからマグマや熱水の物性やマグマだまりの性質

を明らかにしようとする研究も出てきている。データ量の増加と計算機性能の向上を

考えると、観測されたデータから火山体地下におけるマグマ輸送のメカニズムを明ら

かにしようとする研究は今後増加するものと思われる。また、SAR 干渉画像は様々な

ノイズを含み、経験を積んだ解析者でなければノイズと信号を見分けることが困難な

ことが多いが、この困難を機械学習的なアプローチにより解決しようという研究も近

年見るようになっている。従来熟練した解析者によって行われてきた作業が機械学習

的アプローチにより計算機に置き換わる現象は、今後 SAR 干渉解析の分野にも見られ

るであろう。 

 

 

 (d) 結論ならびに今後の課題 

1）可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発 

平成 30 年度においては、可搬型レーダー干渉計の観測データを解析して、地殻変動情

報を求めるためのソフトウエアを作成した。また、可搬型レーダー干渉計実験機による

野外初観測を浅間山で行い、目標とする 4km 先の観測を実現するための問題点を明らか
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にした。さらに、その解決法の一つとして、システムノイズを低減させる改良を適用し、

再観測を行った結果、4km 先についても、地表からの後方散乱を得ることができ、さら

に、干渉も得られた。降雨や降灰によっては、レーダー波の空中の伝搬中にも減衰が大

きくなる可能性があることから、アンテナの高感度化についても検討し、現行の 2 パッ

チアンテナから 4 パッチアンテナに変更することにより、3dB の向上が見込まれる。こ

れについての実観測によるテストは、平成 31 年度に実施する予定である。また、降雨等

の状況でも観測できるようにするため、ヘッド部の外装、アンテナのレドームを作製し

た。以上のことから、地上設置方式については、検討すべき事項は若干残っているもの

の、現状でも実観測に用いることが可能になった。また、地上設置型ではレールの設置

場所が限られるという問題やリピート観測に時間がかかるという問題の解決のため、よ

り簡便にリピート観測を行うための観測方式に関する開発を進める。そのための基礎的

なデータを得るため、台車および車の屋根にアンテナを搭載して観測を行った。その観

測データを用いても、ある程度の干渉が得られることが分かった。ただし、地上設置型

により得られる干渉画像よりも干渉性が低いことや、観測・解析によるものと推測され

る位相変化が求まるなどの問題が明らかとなり、今後の課題とすることにした。 

 

2）衛星 SAR 解析による火山性地殻変動データベースに関する技術開発 

平成 30 年度においては、SAR 干渉解析における電離圏遅延誤差を軽減する Split-

spectrum 法を標準的解析手法に組み込むことについて検討した。帯域幅の広い PALSAR-

2 データの干渉性が高いペアについては、精度良く電離圏遅延誤差を軽減することがで

きることを確認した。特に、PALSAR-2 については、軌道再現性が高くなるように軌道制

御されているので、積雪の少ない領域においては、3 年程度の干渉ペアにおいても干渉

性が良く、有効に適用可能な精度で電離圏遅延成分を推定できることがわかった。しか

し、積雪のある領域においては、非干渉による電離圏遅延成分の推定誤差が大きく、そ

れをデータベース化のためのルーチン解析に組み込むのは適切でない可能性が示され

た。また、帯域幅が狭い PALSAR データについては、電離圏遅延成分の推定誤差が地殻変

動検出精度を劣化させる場合が多いという結果が得られた。 

以上の結果から、PALSAR-2 のデータに関するデータベース化のためのルーチン解析に

は、その地域の特性や対象の大きさ等を考慮して、電離圏遅延誤差軽減手法が有効であ

ると判断される場合には、Brcic et al.(2010)、Rosen et al. (2010)、Gomba et al. 

(2016)による手法を組み込むこととした。電離圏遅延誤差軽減手法を組み込まない場合

には、解析結果をチェックして、電離圏擾乱が大きい場合に、手動解析によって、電離

圏遅延誤差軽減を試みる。PALSAR データの解析においては、電離圏遅延誤差軽減手法を

組み込まない場合と同様の解析とする。 

標準的解析手法の検討および将来のデータベース化を目的として、有珠山と伊豆大島

について、だいち 1 号の PALSAR、および、だいち 2 号の PALSAR-2 のデータを用いた干

渉解析を行った。有珠山の解析においては、過去の火山活動にともない貫入した溶岩ド

ーム周辺において、長期的に継続する収縮変動が見られ、過去の水準測量や EDM の結果

と比較・解釈することにより、この収縮変動は地下のマグマだまりの熱収縮によると推
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測された。伊豆大島の解析においては、画像全体が陸地のデータを解析する場合の解析

フローをそのまま使用すると、大きな解析誤差を生じる場合があり、島嶼の解析におい

ては、その大きさ等を考慮して、適切な解析フローを模索し、解析システムを構築する

必要性が示された。 

有珠山の解析結果については、ウェゲナー、AGU において発表するとともに、世界に

おける SAR 解析に関する動向についての情報収集を行った。 
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in Usu volcano, Japan, 1992–

2017 

JpGU2018 平成 30 年

5 月 22 日 

小澤拓 , 宮城

洋介 , 青木陽

介 , Xiaowen 

Wang, 奥山哲 

次世代火山研究推進事業 B2-1：

可搬型レーダー干渉計と衛星搭

載型合成開口レーダーによる精

密地殻変動観測技術の開発 

日本火山学会 2018

年度秋季大会 

平成 30 年

9 月 28 日 

奥山哲 , 小澤

拓, 青木陽介 

Sentinel-1 データ収集・配布シ

ステムの構築 

日本火山学会 2018

年度秋季大会 

平成 30 年

9 月 26 日 

小澤拓 , 宮城

洋介 

新燃岳における 2011 年噴火か

ら 2018 年噴火までの火口周辺

の地表変動 

日本測地学会第 130 

回講演会 

平成 30 年

10 月 17 日 
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小澤拓 , 宮城

洋介 , 青木陽

介 , Xiaowen 

Wang, 奥山哲 

次世代火山研究推進事業 B2-1：

可搬型レーダー干渉計と衛星搭

載型合成開口レーダーによる精

密地殻変動観測技術の開発 

日本測地学会第 130 

回講演会 

平成 30 年

10 月 16 日 

阿部華菜 , 小

川佳子 , 久田

泰広 , 出村裕

英 , 小 澤 拓 , 

三浦哲 

大気遅延補正を適用した InSAR 

解析と GNSS データの解析結果

の比較 

日本測地学会第 130 

回講演会 

平成 30 年

10 月 16 日 

Wang, X. and 

Y. Aoki 

Post-eruptive thermoelastic 

deflation of intruded magma 

in Usu volcano, Japan, 1992–

2017 

19th General 

Assembly of 

Wegener 

平成 30 年

9 月 12 日 

Wang, X. and 

Y. Aoki 

Surface Deformation of Asama 

Volcano, Japan, Detected by 

Sentinel-1 and ALOS-2 InSAR 

Observations Between 2014 

and 2018 

AGU fall meeting 

2018 

平成 30 年

12 月 10 日 

Aoki, Y., and 

X. Wang 

Post-eruptive thermoelastic 

deflation of intruded magma 

in Usu volcano, Japan, 1992–

2017 

AGU fall meeting 

2018 

平成 30 年

12 月 10 日 

 

 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

可搬型レーダー干渉計の観測データを解析するソフトウエアを開発した。 
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(3) 令和元年度業務計画案 

a) 可搬型レーダー干渉計による火山性地殻変動検出に関する技術開発 

可搬型レーダー干渉計の開発においては、状況に応じて観測方式（地上設置方式と車載

方式等）を選択して観測を実施し、火山周辺の地表変動を効率的に検出することが可能な

レーダーセンサーを開発する。平成 31 年度においては、観測における信号対雑音比を向上

させる検討として、受信アンテナの改良を試みる。そして、地上設置方式による観測のた

めのハードウェアの仕様を決定する。また、簡便なリピートパス観測を実施するための観

測方法についての検討を進める。さらに、長期間の繰り返し間隔で得られたデータペアに

関する干渉性や位相の安定性を調査するため、数か月以上の間隔をおいた繰り返し観測の

実験を行う。 

 

b) 衛星 SAR による火山性地殻変動データベースに関する技術開発 

衛星 SAR から得られる地殻変動のデータベースの作成においては、統一的な解析手順（標

準的解析手法）に基づいて SAR データの解析を行う。平成 31 年度においては、その標準的

解析手法における時系列化手法を決定し、自動解析システムのプロトタイプを作成する。

さらに、標準的解析手法の検討および将来のデータベース化を目的として、２火山（草津

白根山と三宅島を予定）について、だいち 1 号の PALSAR およびだいち 2 号の PALSAR-2 デ

ータの解析を実施し、地殻変動データを作成する。 
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３．２．２ 火山表面現象遠隔観測技術の開発 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目  先端的な火山観測技術の開発 

サブテーマ２「リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発」 

２．火山表面現象遠隔観測技術の開発 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

火山研究推進センター 

主任研究員 

主任研究員 

契約研究員 

實渕 哲也 

三輪 学央 

長井 雅史 

jitu@bosai.go.jp 

miwao@bosai.go.jp 

mnagai@bosai.go.jp 

 

 (c) 業務の目的 

火山活動が活発化した場合には、確度の高い噴火推移予測につなげるのに加え、火山災

害への発展を推定するために、火口周辺における表面現象の観測は重要である。しかしな

がら、火山が噴火した場合や活動が活発化した場合には、火口周辺へ近づくのは大変危険

であるため、火口周辺の観測は一般的に困難である。そのような問題を解決するため、遠

隔地から火口周辺を観測し、噴火推移の予測に必要な情報を抽出することが可能なリモー

トセンシング技術の活用に期待が寄せられている。そこで、本業務では、分光技術を用い

て熱・ガス等の分布を計測する技術の開発を実施する。 

火山の地熱温度分布、噴煙、火山ガス、火山灰、溶岩流、火砕流等の表面現象の面的観

測情報は、火山の活動度や火山災害の状況把握に資する重要な情報となる。これらの観測

を実現するために、航空機や地表からの遠隔観測技術（リモートセンシング）による機動

的な観測が活用されている。本事業では、これらの観測の現状の技術的課題を克服した遠

隔観測技術を開発し、火山の表面現象の定量化・噴火ポテンシャル（切迫性）の判定の高

精度化、噴火事象系統樹の分岐判断等に資する新たな観測装置を開発することを目的とす

る。 

本委託業務では、現状の航空機搭載型画像分光装置と赤外カメラの技術的課題を改善し

た、より実用的な装置の実現を目的とし、両装置の利点を合わせ持つ、地上での観測とヘ

リコプター等搭載による上空からの斜め観測に両用できる小型温度ガス可視化カメラ

（SPIC）を開発する。開発する小型温度ガス可視化カメラ（SPIC）は、非冷却型赤外カメ

ラ(SPIC-UC)、冷却型赤外カメラ（SPIC-C）、画像分光前置光学系（ISH）、スペクトル・構

造推定カメラ（SPIC-SS）の一群の装置から構成されるシステムである。各装置は最終的に

可搬型の装置の実現を目指し、手持ち、フィールド設置、車載、航空機搭載等の多様な設

置、運用形態の実現、および、直下、水平、斜め観測等の多様な観測方向の実現ができる

装置とする。 
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(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２８年度： 

今後の開発での改善項目の基礎データ取得の為、非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）

型の狭帯域波長感度特性を検証した。また開発する画像分光用前置光学系（ISH）の候

補となる画像分光方式の概念設計（フィルター分光方式）およびスペクトル推定手法の

理論的検討（重回帰分析手法）を行った。また、以降の研究開発の基盤となる開発環境

整備として、スペクトル・構造推定カメラでアルゴリズム開発に使用するソフト、カメ

ラのコントロールソフトの整備、カメラ開発用較正装置（平面黒体炉、キャビティ黒体

炉）の整備、スペクトルデータベースを取得するための分光装置（積分球付紫外可視近

赤外分光装置、顕微紫外可視近赤外分光装置）とそれらに供する試料調整用の精密切断

装置、撹拌擂潰機の整備を行い以降の開発環境を整えた。 

 

  2) 平成 29 年度： 

SPIC-UC の開発として、非冷却型赤外カメラセンサーヘッド部を構築した。SPIC-C の

開発として冷却型赤外カメラセンサーヘッド部を構築した。ISH の開発として、主にフ

ィルター分光方式の試験を行った。SPIC-SS の開発として、スペクトル・構造推定カメ

ラのカメラセンサーヘッドの導入、スペクトル推定手法、ストラクチャ推定手法の検討

を行った。具体的には、SPIC-UC と SPIC-C の開発では、非冷却型 LWIR（8-14μm）領域

の VGA カメラセンサーヘッド、冷却型 MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッド

を導入した。また、これらに他装置との同期計測機構を有する装置制御ユニット（ハー

ドとソフト）を構築した。ISH の開発では、非冷却型赤外 FPA を検証し、フィルター分

光方式のブレッドボードモデルを構築した。SPIC-SS の開発では、CMOS 型 FPA を有する

カメラセンサーヘッドと分光フィルターを導入した。またスペクトル推定手法、ストラ

クチャ推定手法のアルゴリズムを作成した。スペクトル推定用データベース構築の開発

として、室内外用画像分光データ取得装置を整備した。また昨年度導入した分光装置に

よる岩石スペクトル計測を開始した。具体的には、室内用可視画像分光装置、室外用可

視画像分光装置を導入した。また、平成 28 年度に導入した紫外可視近赤外分光装置、

顕微紫外可視近赤外分光装置を用い、火成岩のスペクトル計測を開始しスペクトル計測

手法の検討及びデータ取得を行った。 

 

  3) 平成 30 年度： 

・ 非冷却型赤外カメラセンサーヘッド部構築：XGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）

型を導入する。同期計測機構を構築する。 

・ 冷却型赤外カメラセンサーヘッド部構築：LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセン

サーヘッドを構築する。 

・ 画像分光用前置光学系：ブレッドボードモデルの構築を行う。非冷却型赤外 FPA と干

渉分光方式の試験を行う。 

・ スペクトル・構造推定カメラ（カメラセンサーヘッド整備）：CMOS 型 FPA を有するカ

メラセンサーヘッドと分光フィルターを導入する。スペクトル推定手法、ストラクチ
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ャ推定手法の検討を行う。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測を行う。 

 

  4) 令和元年度： 

・ 非冷却型赤外カメラ構築：スペクトル・構造推定カメラ（SPIC-SS）、VGA 非冷却型カ

メラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却

型赤外カメラ(SPIC-UC)を構築し、それらを一体化したプロトタイプ・構造(SPIC-

UC/SS)を完成させる。 

・ 冷却型赤外カメラ構築：スペクトル・構造推定カメラ（SPIC-SS）、MWIR(3～5μm)領域

の VGA カメラセンサーヘッドと LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッド

からなる冷却型赤外カメラ（SPIC-C）を構築し、それらを一体化したプロトタイプ

(SPIC-C/SS)を完成させる。 

・ 画像分光用前置光学系：プロトタイプの構築を行う。非冷却型赤外 FPA と一体化した

画像分光装置のプロトタイプ(ISH)を完成する。 

・ スペクトル・構造推定カメラ（アルゴリズム開発）：スペクトル推定手法、ストラクチ

ャ推定手法の検討を行う。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測とスペクトルデータベースフォーマットの検討

を行う。 

 

 5）令和 2 年度： 

・ 非冷却型赤外カメラ構築：VGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カ

メラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)のプロトタイプをフ

ィールドタイプに改造し小型化する。 

・ 冷却型赤外カメラ構築： MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドと LWIR(7.5

～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷却型赤外カメラ（SPIC-C）の

プロトタイプを改造し小型化する。 

・ 画像分光用前置光学系：非冷却型赤外 FPA と一体化した画像分光装置のプロトタイプ

(ISH)を改造し小型化する。 

・ スペクトル・構造推定カメラ（ハード・アルゴリズム開発）：スペクトル・構造推定カ

メラ(SPIC-SS)のプロトタイプを改造し小型する。スペクトル推定手法、ストラクチ

ャ推定手法の検討を行う。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測とスペクトルデータベースフォーマットの検討

を行う。 

 

  6) 令和 3 年度： 

・ 非冷却型赤外カメラ構築：VGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カ
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メラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)のフィールドタイプ

を完成する。 

・ 冷却型赤外カメラ構築： MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドと LWIR(7.5

～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷却型赤外カメラ（SPIC-C）の

フィールドタイプを完成する。 

・ 画像分光用前置光学系：非冷却型赤外 FPA と一体化した画像分光装置 (ISH)のフィー

ルドタイプを完成する。 

・ スペクトル・構造推定カメラ（ハード・アルゴリズム開発）：スペクトル・構造推定カ

メラ(SPIC-SS)のフィールドタイプを完成する。SPIC-UC、SPIC-C との一体化手法を構

築する。スペクトル推定手法、ストラクチャ推定手法の検討を行う。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測とスペクトルデータベースフォーマットの検討

を行う。 

 

  7) 令和 4 年度： 

・ 非冷却型赤外カメラ構築：VGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カ

メラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)のフィールドタイプ

を車載型とする。 

・ 冷却型赤外カメラ構築： MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドと LWIR(7.5

～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷却型赤外カメラ（SPIC-C）の

フィールドタイプを車載型とする。 

・ 画像分光用前置光学系：非冷却型赤外 FPA と一体化した画像分光装置 (ISH)のフィー

ルドタイプを車載型とする。 

・ スペクトル・構造推定カメラ（ハード・アルゴリズム開発）：スペクトル・構造推定カ

メラ(SPIC-SS)のフィールドタイプを車載型とする。スペクトル推定手法、ストラク

チャ推定手法の検討を行う。 

・ 開発した装置を用いた試験観測を箱根山（大涌谷）等で実施する。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測とスペクトルデータベース試作版の開発を行う。 

 

 8）令和 5 年度： 

・ 非冷却型赤外カメラ構築：VGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カ

メラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)の車載型を改造し航

空機搭載仕様とする。 

・ 冷却型赤外カメラ構築： MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドと LWIR(7.5

～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷却型赤外カメラ（SPIC-C）の

車載型を改造し航空機搭載仕様とする。 

・ 画像分光用前置光学系：非冷却型赤外 FPA と一体化した画像分光装置(ISH)の車載型

を改造し航空機搭載仕様とする。 
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・ スペクトル・構造推定カメラ（ハード・アルゴリズム開発）：スペクトル・構造推定カ

メラ(SPIC-SS)の車載型を改造し航空機搭載仕様とする。スペクトル推定手法、スト

ラクチャ推定手法の検討を行う。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測を行う。 

 

  9) 令和 6 年度： 

・ 非冷却型赤外カメラ構築：VGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カ

メラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)の航空機搭載型を完

成する。 

・ 冷却型赤外カメラ構築： MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドと LWIR(7.5

～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷却型赤外カメラ（SPIC-C）の

航空機搭載型を完成する。 

・ 画像分光用前置光学系：非冷却型赤外 FPA と一体化した画像分光装置(ISH)の航空機

搭載型を完成する。 

・ スペクトル・構造推定カメラ（ハード・アルゴリズム開発）：スペクトル・構造推定カ

メラ(SPIC-SS) の航空機搭載型を完成する。スペクトル推定手法、ストラクチャ推定

手法の検討を行う。 

・ スペクトル推定用データベース構築（スペクトル計測）：スペクトルデータベースを

構築するための岩石スペクトル計測を行う。 

 

10）令和 7 年度： 

・ 試験観測：VGA 非冷却型カメラ広帯域（8-14μm）型、XGA 非冷却型カメラ広帯域（8-

14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)、MWIR(3～5μm)領域の VGA カメラ

センサーヘッドと LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷

却型赤外カメラ（SPIC-C）、非冷却型赤外 FPA と一体化した画像分光装置(ISH)、スペ

クトル・構造推定カメラ(SPIC-SS)の各装置のフィールド型、車載型、航空機搭載型

を用いた観測を実施する。他の現業機関への装置の試験的提供（量産型製作）の検討

を行う。 

・ スペクトル推定手法、ストラクチャ推定手法の検討を行う。・スペクトル推定用デー

タベース構築（スペクトル計測）：岩石スペクトル計測を行う。スペクトルデータベ

ース完成版を構築する。 

 

 (e) 平成 30 年度業務目的 

平成 30 年度は、当初計画通り、SPIC の各要素技術の実現のために、SPIC-UC、SPIC-

C、ISH、SPIC-SS の開発を実施する。また、スペクトル推定用データベース構築のため

のスペクトル計測を行う。これらを遂行する為に、以下を実施する。 

 

1) SPIC-UC、SPIC-C、ISH、SPIC-SS の開発 
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SPIC-UC の開発として、非冷却型赤外カメラセンサーヘッド部を構築すると共に、

SPIC-C の開発として、冷却型赤外カメラセンサーヘッド部を構築する。また ISH の開

発として、画像分光用前置光学系のブレッドボードモデルの構築を行う。さらに SPIC-

SS の開発として、スペクトル・構造推定カメラのカメラセンサーヘッドを整備する。

具体的には、SPIC-UC と SPIC-C の開発では、非冷却型 LWIR（8～14μm）領域の XGA カ

メラセンサーヘッド、冷却型 LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドを

導入する。また、これらに他装置との同期計測機構を構築する。ISH の開発では、非冷

却型赤外 FPA と干渉分光方式の組み合わせの試験を行う。SPIC-SS の開発では、平成

29 年度とは異なる帯域をカバーする FPA を有するカメラセンサーヘッドと分光フィル

ターを導入する。またスペクトル推定手法、ストラクチャ推定手法のアルゴリズムを

作成する。 

 

2) スペクトル推定用データベース構築のためのスペクトル計測 

スペクトルデータベースを構築するための岩石スペクトル計測を行う。具体的には、

平成 28、29 年度に導入した分光装置を用いて火成岩の岩石スペクトルの計測手法の検

討と計測を行う。 
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(2) 平成 30 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

SPIC-UC の開発として、非冷却型赤外カメラセンサーヘッド部を構築すると共に、

SPIC-C の開発として、冷却型赤外カメラセンサーヘッド部を構築した。また ISH の開発

として、画像分光用前置光学系のブレッドボードモデルの構築を行った。さらに SPIC-

SS の開発として、スペクトル・構造推定カメラのカメラセンサーヘッドを整備した。具

体的には、SPIC-UC と SPIC-C の開発では、非冷却型 LWIR（8～14μm）領域の XGA カメ

ラセンサーヘッド、冷却型 LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドを導入

した。また、これらに他装置との同期計測機構を構築した。ISH の開発では、非冷却型

赤外 FPA と干渉分光方式の組み合わせの試験を行った。SPIC-SS の開発では、平成 29 年

度とは異なる帯域をカバーする FPA を有するカメラセンサーヘッドと分光フィルター

を導入した。またスペクトル推定手法、ストラクチャ推定手法のアルゴリズムを作成し

た。スペクトル推定用データベース構築のためのスペクトル計測として、スペクトルデ

ータベースを構築するための岩石スペクトル計測を行った。具体的には、平成 28、29 年

度に導入した分光装置を用いて火成岩の岩石スペクトルの計測手法の検討と計測を行

った。 

 

(b) 業務の成果 

1) SPIC-UC、SPIC-C、ISH、SPIC-SS の開発 

a) SPIC-UC の開発（非冷却型 LWIR（8～14μm）領域の XGA カメラセンサーヘッドの開

発） 

ⅰ) 開発した試作機の概要 

SPIC-UC の開発では、LWIR（8～14μm）領域に感度を有する非冷却型マイクロボ

ロメータの XGA サイズ（1024×768 画素）の FPA を有するカメラセンサーヘッドの

試作を実施した（以下、SPIC-UC(XGA 型)ともいう）。SPIC-UC(XGA 型)は、昨年度ま

でに試作した VGA サイズ（640×480 画素）の FPA を有するカメラ（以下、SPIC-UC(VGA

型)ともいう）よりも、縦横 1.6 倍の画素数があるため、同じ画角で計測した場合、

より高い空間分解能で画像を計測できる。このため、SPIC-UC(XGA 型)は SPIC-UC(VGA

型)に比較し、SfM 処理や瞬時視野（IFOV）程度の大きさの熱源の温度推定において、

その精度向上が原理的に実現できる。 

試作したカメラの非冷却型マイクロボロメータセンサには、XGA の FPA センサー

（仏 ULIS 社 PICO1024Gen2）を採用し、これを組み込んだ XGA カメラセンサーヘッ

ドを構築した（（株）ビジョンセンシング社製）。本装置は、将来的に実験室外でも

使用することを想定し、この XGA カメラセンサーヘッドと赤外カメラレンズを組み

合わせた構成を、保護ハウジング（IP67 対応）に格納した装置形態の試作機を実現

した。本装置は PC（Windows）より USB 接続にて制御、データ取得を行う。また、5

～60fps でのフレーム同期計測を実現する機能、フィルターをレンズと FPA の間に

1 枚搭載する機能を実現した。試作機の構成の概念図を図 1 に、外観を写真１に、



 

74 
 

保護ハウジングの形態と機能を図 2 に、主な諸元を表１にそれぞれ示す。 

図 1 SPIC-UC（XGA 型）試作機装置構成概念図 

写真 1.  SPIC-UC（XGA 型）試作機外観（(a)前方、(b)後方） 

 

  

図 2. SPIC-UC（XGA 型）試作機の保護ハウジングの形態と機能。モールド状態

(a)、ピント調整機構(b)、保護窓なしの形態(c)、フィルター交換機能(d)。 

 

 

 

 

制御用PC

同期制御（5～60fps）

レンズ

FPA

XGAカメラ
センサヘッド

USB3.0

DC 12V

保護ハウジング（IP67）

Ge窓

(a) (b) 
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表 1  SPIC-UC（XGA 型）試作機の主な諸元 

センサーヘッド SPIC-UC(XGA 型) 

センサータイプ 非冷却型マイクロボロメータ，1024×768 素子 

感度波長域 8000～14000nm 

(フィルター1 枚搭載可) 

フレームレート 5～60fps （同期可能） 

A/D 14bit 

レンズ f=50mm/F1.2  

画角、分解能 FOV 水平×垂直、19.7×14.9°、IFOV 

0.348mrad 

NETD（＠25℃） 0.1K (@60fps) 

本体サイズ/重量 86×86×212mm, 1.5kgf 

保護ハウジング IP67 対応 

 

ⅱ) 開発した装置の基本性能評価 

開発した試作機：SPIC-UC（XGA 型）は環境温度-10～50℃において、ターゲット

温度 0、27、54、81℃に対し輝度較正を行った。その直線性試験および NETD 評価

試験の結果を図 3、4 に示す。これらの評価の結果、SPIC-UC（XGA 型）の直線性

は環境温度、-10、0、10、20、30、40、50 においてターゲット温度 0、27、54、

81℃に対し、温度 1K 以内の計測再現性が得られた（図３）。また、ターゲット温

度 0、27、54、81℃での NETD も環境温度 0、10、20、30、40 において 0.1K 以内

を達成できることが分る（図 4）。 
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図 3. SPIC-UC（XGA 型）の輝度直線性   図 4. SPIC-UC（XGA 型）の NETD 

 

ⅲ) 開発した装置での画像の試験計測 

開発した試作機：SPIC-UC（XGA 型）の空間分解能を確認する為、SPIC-UC（XGA

型）、SPIC-UC（VGA 型）による風景の比較撮影を行った。図 5 に、SPIC-UC（XGA

型）と SPIC-UC（VGA 型）で計測した風景の全景を示す。SPIC-UC（XGA 型）の瞬

時視野（IFOV）は 0.348mrad（FOV は水平×垂直：19.7×14.9°）、昨年度に試作

した SPIC-UC（VGA 型）のそれは 0.486mrad（FOV は水平×垂直：17.7×13.3°）

であることから、SPIC-UC（XGA 型）の全景である図 5(a)の計測範囲は、SPIC-UC

（VGA 型）の全景である図 5(b)の計測範囲よりやや広い。瞬時視野の違いの確認

ため、図 6 に図 5 の部分拡大画像（図 6(a)、(b)）と目視確認のための可視画像

（図 6(c)）を示す。ビルの屋上部分の構造物に着目した比較により、SPIC-UC（XGA

型）の計測画像である図 6 の(a)の方が、SPIC-UC（VGA 型）の計測画像である図

６の(b)よりも詳細な構造が視認できことが分かる。以上より、両カメラの瞬時視

野の違いによる計測画像の空間解像度の差が確認できる。 

 

 

図 5. 風景の試験観測全景画像。SPIC-UC（XGA 型）(a)、SPIC-UC（VGA 型）(b) 
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図 6. 風景の試験観測全景画像（図 5）の部分拡大画像による解像度比較。SPIC-UC（XGA

型）(a)、SPIC-UC（VGA 型）(b)、対象の目視確認のための可視画像(c)。 

 

ⅳ) 開発した装置の同期機能（SPIC-UC(VGA 型)との同期計測） 

本年度に開発した試作機：SPIC-UC（XGA 型）の同期機能と昨年度に試作した

SPIC-UC（VGA 型）の同期機能を活用し、両装置での同期計測を実現するソフトウ

エアの試作を行った。この試作したソフトウエアは、現時点で 1 台の SPIC-UC（XGA

型）と 3 台の SPIC-UC（VGA 型）の、合計 4 台のカメラの 30fps での同期計測が実

現できる。装置構成の概要を図 7 に示す。4 台のうちのいずれか 1 台のカメラか

らマスタ同期信号を発生させ、この信号を同期信号分配機によりスレーブ同期信

号として分配することで、他の 3 台との同期計測を実現する。また画像を保存す

る制御 PC のストレージは SSD を想定している。 

写真２に、試験的に実施した 4 台の同期計測の装置構成写真を示す。また図 8

に同期計測ソフトの計測画面を示す。 

図 7. SPIC-UC（XGA 型）1 台と SPIC-UC（VGA 型）3 台での同期計測装置の構成概要 
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写真 2. SPIC-UC（XGA 型）1 台と SPIC-UC（VGA 型）3 台の同期計測装置 

 

 

図 8. SPIC-UC（XGA 型）1 台と SPIC-UC（VGA 型）3 台での同期計測ソフトの計測画面 
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b) SPIC-C の開発(内蔵型分光フィルターを有する冷却型 LWIR(7.5～9.5μm)領域の

VGA カメラセンサーヘッドの開発) 

ⅰ) 開発した装置の概要 

SPIC-C の開発では、内蔵型分光フィルターを有する LWIR（7.5～9.5μm）領域

の冷却型 VGA カメラセンサー（冷却型 MCT）を採用したセンサーヘッドの試作機

を製作した（以下、SPIC-C(LWIR)とも呼ぶ）。SPIC-C(LWIR)は、常温を背景とする

場合の SO2 ガスの濃度分布の計測を実現することを主目的とした装置である。試

作機に組み込む分光フィルターは、大気の透過率 1)、SO2 ガスの放射率 2)、火成岩

の放射率 3)を考慮し選定した。すなわち、水蒸気の影響をカットする為に、領域

8110nm 以上の波長を透過するロングパスフィルター（LP-8110nm）、火成岩の放射

率に差異がある領域 8650nm 以上の波長を透過するロングパスフィルター、SO2 ガ

スの吸収特性 2)に合わせた 8370～8920nm を透過するバンドパスフィルター

（BPF8645-550nm）を選定した。試作機は、1 眼のカメラシステムとし、フィルタ

ーホイールを切り換え、各フィルターを透過したエネルギーを非同時に計測する

方式を採用した。この仕様を満たすカメラとしてレンズ後段に内蔵型のフィルタ

ーホイール(4 枚搭載可)を有する既製の LWIR 領域（7.7～9.3μm）に感度を有す

るの冷却型 MCT カメラ（Telops 社製：FAST-L200）を採用した。このカメラに、

上述の分光フィルターを組み込み SPIC-C(LWIR)を構築し、メーカーでの較正試験

を実施し、各分光フィルターで実現できる諸性能の試験データを取得した。SPIC-

C(LWIR)は PC（Windows）より GigE 接続にて制御、データ取得を行う。またフレ

ーム同期計測を実現する機能を有する。試作機の構成の概要を図 9 に、外観を写

真３に、主な諸元を表２に示す。なお、フィルターがない場合の L200 の感度波長

域は 7.7～9.3μm である。これは当初計画した SPIC-C（LWIR）の LWIR 領域の感

度波長域 7.5～9.5μm よりもやや狭いが、当初計画では、一般的な LWIR 領域の

IR カメラが観測する波長域である 8～14μm の範囲よりも狭く、8.65μm 付近の

SO2 吸収特性（8～9μm にわたる）によるエネルギーの変化を、選択的に捉えられ

る計測を想定しており、L200 の感度波長域は 7.7～9.3μm はこの要求に合致して

いる。 

 

図 9. SPIC-C(LWIR)試作機装置構成   写真 3.  SPIC-C(LWIR)試作機外観 
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表 2  SPIC-C(LWIR)試作機の主な諸元 

センサーヘッド FAST-L200（Telops 社製） 

センサータイプ 冷却型 MCT，640×512 素子 

冷却 スターリングクーラー（センサー動作温度 77K） 

感度波長域 7700～9300nm 

フィルター 内蔵型電動フィルターホイール（4 枚搭載可） 

 フィルターF1 :LPF-8110nm 

フィルターF2 :LPF-8650nm 

フィルターF3 :BPF-8645-550nm 

フレームレート フルフレーム最大 200fps （同期可能） 

A/D 14bit 

レンズ f=25mm/F1.4 

NETD（＠25℃） 19mK 

重量 6kg（レンズ無） 

 

ⅱ) 開発した装置の基本性能評価 

試作機の冷却型 LWIR 領域赤外カメラとして採用した L200 は、露光時間を最適

に制御するダイナミックエクスポージャータイムコントロール（AEC）を有してい

る。これにより、固定された感度波長域において、センサーが飽和しない最適な

動作範囲を維持しながら、観測対象の輝度温度を計測できる。メーカーでの較正

試験では AEC を機能させた較正を実施し、異なる感度波長域での装置性能（分光

放射輝度画像取得性能）を検証するために、フィルターなしおよび F1～F3 の各分

光フィルターで実現できる諸性能の試験データを取得した。結果を以下の表３に

示す。これらの評価結果より、システムは 19mk の NETD を達成できること、フィ

ルター1，2 を用いた温度計測は零度以下（-33℃、-2℃）、フィルター3 を用いた

温度計測は常温付近（18℃）から可能であること分かった。また、フィルター2 で

は-2～1152℃わたる計測が実現できることが分かった（これは常温から溶融した

溶岩の温度レンジをカバーできる）。 
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表 3  SPIC-C(LWIR)試作機の分光輝度画像取得性能の検証結果 

センサーヘッド FAST-L200（Telops 社製） 

センサータイプ 冷却型 MCT，640×512 素子 

冷却 スターリングクーラー（センサー動作温度 77K） 

レンズ f=25mm/F1.4 

NETD（＠25℃） 19mK 

感度波長域 7700～

9300nm 

8110nm～

9300nm 

8650nm～

9300nm 

8370～  

8920nm 

フィルター なし F1 :LPF- 

8110nm 

F2 :LPF- 

8650nm 

F3 :BPF- 

8645-550nm 

輝度温度計測範囲 

（精度±1℃/±1%） 

-40～657℃ -33～709℃ -2～1152℃ 18～1078℃ 

 

ⅲ) 開発した装置での試験画像計測 

常温を背景とする場合の SO2 ガスの濃度分布の計測を実現することを主目的とし

試作した SPIC-C(LWIR)のガス濃度分布可視化機能の確認の為、SPIC-C(LWIR)の観測

波長域に、図 10 に示す、約 300nm 幅の赤外線吸収特性をもつ、HFC152a（フルオロ

カーボン 152a）の可視化を試みた。HFC152a 100%からなる市販のエアダスターを用

い、エアダスターから噴射される HFC152a をフィルターなしで計測した結果を図 11

に示す。図 11(噴射後)よりノズルから噴射された HFC152a が、常温付近の背景温度

を減衰させる（背景の赤外エネルギーを吸収）ことから、その濃度分布が視認でき

る。以上より、SPIC-C(LWIR)のガス濃度分布可視化機能の確認ができた。 

 

図 10.  HFC152a の赤外吸収スペクトル 

HFC152a (CHF2CH3)

引用: NIST Standard Reference Data https://webbook.nist.gov/
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図 11.  SPIC-C(LWIR)のガス濃度分布可視化機能確認のための HFC152a 可視化試験 

 

c) ISH の開発 

ⅰ) 非冷却型赤外 FPA と干渉分光方式の組み合わせの性能検証 

ISH（画像分光用前置光学系）のブレッドボードモデル（以下 BBM という）の構築

として、平成 30 年度は、検出器に非冷却型赤外 FPA を用いた干渉分光方式の ISH の

試験を実施した。画像分光の為に、等傾干渉縞を最終的に得ることを踏まえ、本年

度はマイケルソン型干渉計の分光方式を検討した。 

まず、可視域で BBM による干渉計の作製を試み、φ25.4mm 平面鏡（固定鏡）、φ

25.4mm 平面鏡（微動ステージ付）、φ25.4mm 90°軸外放物鏡とクオーツのビームス

プリッタで構成した干渉計を構築、調整し、干渉縞を得ることができた。図 12 に装

置の概要を、写真４に実験装置の外観を、写真５に得られた干渉縞を示す。 

次に赤外域への拡張の為、KBr/Ge からなるビームスプリッタを専用ホルダーに搭

載した機構（以下 BS と称す）を製作した（（株）日本分光製、図 13）。画像分光計

を製作するために、本年度は、まず、この BS を介した赤外域での結像を確認した。

はじめに、図 12 の装置に BS を組み込み、φ25.4mm 90°軸外放物鏡でコリメートし

た、平面黒体（60℃）の像を、非冷却型赤外 FPA を有す赤外カメラ（T650sc：FLIR

社製）で確認した。図 14 に装置の概要を、写真６に実験装置の外観を示す。確認で

きた像を、図 15 に示す。これより、BS を介し、平面黒体表面の結像が非冷却型赤

外 FPA を有す赤外カメラによりできることが確認できる。次に、上記の平面鏡より

大口径（Φ63.5mm）の２つのコーナーキューブミラー（以下 CCM ともいう）からな

るマイケルソン干渉計を可視域で調整（干渉を確認）、構築し、上記の赤外用の BS

を組み込み、BS を通してみた、平面黒体を背景とした幾何学形状（光学部品のステ

ンレス製スペーサー）の結像の確認を行った。図 16 に装置の概要を、写真７に実験

装置の外観を示す。また、確認できた像を、図 17 に示す。これより、CCM、BS を介

し、物体の結像が非冷却型赤外 FPA を有す赤外カメラによりできることが確認でき

る。以上より、BS を介した赤外域での結像が可能であることが確認できた。 

 

HFC152aによる吸収エアダスター
(HFC152a 100%)

噴射前 噴射後

ノズル
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図 12. 可視域干渉計 BBM 構成概要  写真 4. 可視域干渉計 BBM 外観 

 

写真 5. 可視域干渉計 BBM で形成した干渉縞 図 13. ホルダー搭載赤外域用 KBr/Ge BS 

 

 

図 14. 赤外域干渉計 BBM（平面鏡）構成概要  写真 6. 赤外域干渉計 BBM（平面鏡）外観 
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図 15. 赤外域干渉計 BBM（平面鏡）を介し、非冷却型赤外カメラで観測した平面黒体炉表

面（放物鏡焦点面）(a)、観測した放物鏡焦点面の平面黒体炉の写真(b) 

 

図 16. 赤外域干渉計 BBM（CCM）構成概要   写真 7. 赤外域干渉計 BBM（CCM）外観 

 

図 17. 赤外域干渉計 BBM（CCM）を介し、非冷却型赤外カメラで観測した平面黒体炉を背景

としたスペーサー（CCM で像は反転）(a)、観測したスペーサーの写真(b) 

 

 

(a) 

放物鏡  

(b) 

(a) (b) 

非冷却型
赤外カメラ
T650sc

BS(KBr/Ge)

Corner Cube Mirror 平面
黒体炉

Spacer
plate

Φ63.5mm

Φ63.5mm

Corner Cube Mirror
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d) SPIC-SS の開発 

本年度の SPIC-SS の開発では、昨年度とは異なる計測波長域を有する FPA センサー

として、紫外域に感度がある紫外可視カメラセンサーヘッドおよび紫外域分光フィル

ターからなるシステム（以下、SPIC-SS(DUV)という）を構築した。また昨年度に開発

した、6 眼のカメラからなるマルチカメラセンサーヘッドシステムの制御系をモバイ

ル型のノート PC とする機能追加を実施した。また、昨年度に引き続き、SPIC-SS で活

用するスペクトル推定手法とストラクチャ推定手法の検討、プログラム開発を実施し

た。 

 

ⅰ) SPIC-SS(DUV)の概要 

紫外域の SPIC-SS を実現するための試験装置として、紫外可視カメラセンサーヘ

ッド、電動フィルターホイール、紫外用レンズから構成されるシステム：SPIC-

SS(DUV)を構築した。紫外可視カメラは CMOS カメラよりもノイズの少ない冷却 CCD

カメラ（1600×1200 画素）（ビットラン（株）製：BU-54DUV）を採用した。電動フィ

ルターホイールは、ビットラン（株）製：CST-FW43-36N/50N を採用した。この電動

フィルターホイールは、内蔵のフィルターターレットを交換することで、搭載する

フィルター径、枚数を変更できる。現仕様では、φ50mm のフィルターを 5 枚、また

は、φ36mm のフィルターを 7 枚同時に搭載できる。搭載するフィルターは、SO2 ガ

スの計測を考慮してφ50mm のフィルターを 2 枚選定した 4)。それらは、SO2 ガスの

吸収がある中心波長 310nm、半値幅 10nm のバンドパスフィルター、および SO2 ガス

の吸収が少ない中心波長 330nm、半値幅 10nm のバンドパスフィルター（Edmund 

Optics 社製）である。紫外可視域に対応するレンズは（株）栃木ニコン製：紫外線

撮影用レンズ UV-105mm F4.5 とした。電動フィルターホイールは PC（Windows）よ

り USB 接続にて制御、冷却型 CCD カメラは PC（Windows）より USB 接続にて制御、

データ取得を行う。試験装置の構成の概要を図 18 に、外観を写真８に、主な諸元を

表４に示す。以上により、紫外域が計測できる SPIC-SS の試験装置を開発できた。 

 

図 18. SPIC-SS(DUV)の構成の概要   写真 8.  SPIC-SS(DUV)の外観 

 

  

冷却型
CCDカメラ

同期制御（～30fps）

Fマウント
UV用レンズ

電動フィルター
ホイール
（φ50mm/5枚、
φ36mm/7枚）制御用PC
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表 4  SPIC-SS(DUV)の主な諸元 

センサーヘッド 冷却型紫外可視カメラ 

センサータイプ CCD，1600×1200 素子 

A/D 16bit 

露光時間 10ms～18hr 

フィルターホイール 

フィルターターレット 

電動フィルターホイール（PC、手動制御） 

搭載フィルター：φ50mm/5 枚 orφ36mm/7 枚 

フィルター Φ50mm, CWL310nm(FWHM10nm), CWL330nm(FWHM10nm) 

フレームレート 4.2fps （同期可能） 

レンズ f=105mm/F4.5、F マウント 

 

ⅱ) マルチカメラセンサーヘッドシステムのモバイル型制御装置の開発 

昨年度に開発した、6 眼のカメラからなるマルチカメラセンサーヘッドシステ

ムの制御系をモバイル型のノート PC とする機能追加を実施した。6 眼のカメラか

らなるマルチカメラセンサーヘッドは昨年同様である。本年度は制御系をモバイ

ル型とするために制御系をノート PC としたシステムを構築した（（株）テクノス

コープ製）。本マルチカメラセンサーヘッドは、ノート PC（Windows 10 Pro 64bit、

Core i7-7700, 32GBRAM,Epson Endeavor NJ6100E）より USB 接続にて 2 台の USB 

HUB に 3 台ずつ接続し、専用ソフト（Fire Recorder）により制御、データ取得（ノ

ート PC の M.2 SSD 512GB, M.2 SSD 1TB SSD に記録）を行う。システムは最速

3.75fps のフレーム同期計測を実現できる。試作機の構成の概要を図 19 に、外観

を写真９に示す。以上により、6 眼のカメラからなるマルチカメラセンサーヘッ

ドシステムのモバイル型制御系を構築できた。 

 

図 19. SPIC-SS モバイル型制御装置の構成 写真９ SPIC-SS モバイル型制御装置外観 
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ⅲ) スペクトル推定手法の検討とプログラム開発 6) 

平成 29 年度に導入した室内用可視画像分光装置(Headwall Photonics 社製：

Micro Hyperspectral E)により試験データを取得し、これらを用い、スペクトル

推定手法のアルゴリズムとして多変量解析処理手法の重回帰分析手法 5)を検証す

るプログラムを作成した 6)。このプログラムは平成 28 年度に赤外反射スペクトル

について開発したプログラムを基本にし、平成 29 年度に、可視域のスペクトルデ

ータにも対応できるよう改造し作成したものを改良（異なる変換行列 G の計算手

段を追加）したものである。 

検証データは、室内用可視画像分光装置により計測した（写真１０）、整形試料

（円筒形φ16mm、h=7mm に整形、平坦面をダイヤモンドペースト C#150（約 70μ

m）で研磨、（株）ニチカ）の流紋岩（石英粗面岩：裾花凝灰岩部層の溶岩）、安山

岩（桜島火山大正 II 溶岩）、玄武岩（玄武洞溶岩）（写真１１）、およびバルク試

料（火山岩標本、（株）ニチカ）の黒雲母流紋岩（和田峠流紋岩）、輝石安山岩（霧

ガ峰火山）、玄武岩（玄武洞溶岩）（写真１２）の、相対反射率データ（376 波長、

リファレンススペクトル：r）を使用した。この手法は、測定対象のマルチバンド

スペクトル（SPIC で取得する予定のデータ）V（n 個のマルチバンドスペクトル：

v が張る l 次元ベクトル空間[l×n]、今回 v は r からバンド間の積分で計算）か

ら、その高次の純スペクトル（リファレンススペクトル）R（n 個のリファレンス

スペクトル r が張る r 次元ベクトル空間[r×n]）を、重回帰分析により求めた線

形写像 G（[r×l]）により、R=GV とし求める（ただし、r>>l、n>r）。ここで G=RVT(VVT)-

1 で特異値分解（SVD）を援用し求めた。推定される r^k は r^k=Gvk となる。今回 v

は試作中のマルチバンドカメラを 6 バンドとした為、6 バンドマルチスペクトル

データ（v）から 376 波長のリファレンスデータ（r）を推定することを検証した。 

 

写真 10. 室内用可視画像分光装置による火成岩の可視相対反射率分布の画像計測 
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写真 11. 整形試料（φ16mm，h=7mm）。左から、玄武岩、安山岩、流紋岩 

（R/G/B=635/551/471nm）。 

 

写真 12. バルク試料（約 90×60mm）。左から、玄武岩、輝石安山岩、黒雲母流紋岩

（R/G/B=635/551/471nm）。 

 

図 20 に整形試料の流紋岩、安山岩、玄武岩の結果を示す。図 21 にバルク試料の

黒雲母流紋岩、輝石安山岩、玄武岩の結果を示す。図 22 にすべての整形試料から求

めた線形写像 G を用いて、バルク試料の黒雲母流紋岩、輝石安山岩、玄武岩の各 376

波長のリファレンスデータ（r）を求めた結果を示す。いずれの結果も、r の推定値

r^は、r が比較的なめらかでない領域を除き、r の値にして数%以内の一致を示して

いる。以上より、整形試料のリファレンスデータからバルク試料のスペクトルが推

定可であること、開発したアルゴリズムは、試作中の SPIC-SS （6 眼マルチバンド

カメラ）に活用できることが示唆される。 

 

図 20. スペクトル推定手法の整形試料可視相対反射率実測データによる検証。(a)

玄武岩（G の推定に 5703 スペクトル使用）、(b)安山岩（G の推定に 5263 スペクト

ル使用）、(c)流紋岩（G の推定に 5279 スペクトル使用）。推定したｒk は、G の推定

には用いない。スペクトルの空間サンプリング領域は、約 300×300μm。 
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図 21. スペクトル推定手法のバルク試料可視相対反射率実測データによる検証。

(a)玄武岩（G の推定に 5933 スペクトル使用）、(b)輝石安山岩（G の推定に 5545 ス

ペクトル使用）、(c)黒雲母流紋岩（G の推定に 5466 スペクトル使用）。推定したｒk

は G の推定には用いない。スペクトルの空間サンプリング領域は、約 300×300μm。 

 

図 22. 全整形試料スペクトルから求めた G を用いた、バルク試料可視相対反射率実

測データのスペクトル推定の検証。(a)玄武岩、(b)輝石安山岩、(c)黒雲母流紋岩。

使用した全整形試料スペクトル数は 16248。スペクトルの空間サンプリング領域は、

約 300×300μm。 

 

ⅳ) ストラクチャ推定手法の検討とプログラム開発 7) 

昨年度に引き続き、ストラクチャ推定手法として、オーバーラップ領域を有す

る複数の画像データから、計測対象の形状（ストラクチャ）とカメラの位置、姿

勢を同時に推定する技術である SfM に着目し検討を実施した 7)。検討では、当所

の航空機搭載型センサーである、単発エンジン航空機搭載型放射伝達スペクトル

スキャナ（ARTS-SE）8)の試験観測データを使用した。ARTS-SE は我々の以前の装

置である ARTS の push-broom 方式の画像分光装置と新規に開発したカメラシステ

ムである Structure and Thermal Information Capture (STIC)から構成される。

STIC は、Structure from Motion （SfM）処理等に活用できる可視画像と熱赤外

画像を連続的に計測する。本年度は、2015 年 12 月 5 日に STIC の試験観測で取得

した箱根山大涌谷の地熱地帯の可視、赤外画像を用い地熱地帯の DSM から等高線

図を求めるプログラムを作成した。 

ARTS-SE による箱根（大涌谷）の火山観測は、2015 年 12 月 5 日 12:30 に実施し

た。観測高度は海抜 3000m、対地速度は 75m/s である。STIC の可視カメラで 2s 間
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隔で計測した連続する 51 枚の画像および、STIC の熱赤外カメラの、-40～150℃

レンジの 0.5s 間隔の連続した 93 枚の画像を市販の写真測量画像処理ソフト

（Agisoft PhotoScan）で SfM 処理した。GCP は地理院地図（国土地理院、電子国

土 Web）を利用し求め、オルソ処理を WGS84/UTM 座標系で行った。 

SfM 処理より求めた大涌谷付近の可視画像と熱赤外画像のオルソ画像を図 23，

24 に、オルソ処理にあたり推定した地形情報（DSM）から計算した大涌谷近傍の

等高線図を図 25、26 に示す。これらより地熱地帯の噴気の影響は、熱赤外画像の

方が小さいことが分かる。これらの結果より、光学的に多波長にわたる SPIC の各

カメラの計測データに対し SfM を活用した場合、各カメラの光学的データの特性

を反映した、形状推定が可能であることが示唆される。 

 

図 23. STIC の可視オルソ画像  図 24. STIC の熱赤外オルソ画像 

 

図 25. 可視画像から求めた等高線図  図 26. 熱赤外画像から求めた等高線図 

 

 

  

Affected by the plumes
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2）スペクトル推定用データベース構築のためのスペクトル計測 

平成 30 年度は、平成 29 年度に導入した室内用可視画像分光装置、顕微紫外可視近

赤外分光装置(Jasco 製:MSV-5200)を用い、火成岩のスペクトル計測を実施した。 

 

a) 火成岩のスペクトルの計測手法の検討と計測 

ⅰ) 室内用可視画像分光装置での検討とデータ取得 

スペクトル推定手法のアルゴリズムとして多変量解析処理手法の重回帰分析

手法を検証するプログラムを作成するために、平成 29 年度に導入した室内用可

視画像分光装置により試験データを取得した。取得したデータは、火成岩整形試

料（円筒形φ16mm、h=7mm に整形、平坦面をダイヤモンドペースト C#150（約 70

μm）で研磨、（株）ニチカ）の流紋岩（石英粗面岩：裾花凝灰岩部層の溶岩）、安

山岩（桜島火山大正 II 溶岩）、玄武岩（玄武洞溶岩）、およびバルク試料（火山岩

標本、（株）ニチカ）の黒雲母流紋岩（和田峠流紋岩）、輝石安山岩（霧ガ峰火山）、

玄武岩（玄武洞溶岩）の、相対反射率データ（376 波長）である（前節 1）ⅲ)参

照。） 

以上により計測したデータは、スペクトル推定アルゴリズムの検証に活用でき

た。特に、整形試料のリファレンスデータからバルク試料のスペクトルが推定可

である結果を得たことから、実際の地表のスペクトル推定でも、対象そのものの

リファレンススペクトルではなく、整形試料等のリファレンススペクトルが利用

できる可能性が期待できる。この特性は、今後のリファレンススペクトルデータ

の取得方法に関する１つの指針になる可能性がある。 

 

ⅱ) 顕微紫外可視近赤外分光装置での検討とデータ取得 

顕微紫外可視近赤外分光の測定手法の検討では、室内用可視画像分光装置より

もさらに微小な領域のスペクトル測定手法の開発を実施しており、岩石中の 100

μm より小さい空間構造を示す、斑晶や石基等の計測手法の開発を目指している。

平成 29 年度までに、アパーチャーを使用した 100μm 以下の空間領域の拡散反射

スペクトル計測に関する試験測定を実施し、研磨した平面形状の火山岩試料の

100μm 程度の領域のスペクトルが、精度よく行えることが確認できた。平成 30

年度は、顕微紫外可視近赤外分光による、火山ガラス中の 50μm 以下の微小領域

における水分種の定量的評価を検討した。 

火山ガラス中の H2O 分子と OH-基の濃度比やこれらを足し合わせた全岩水量は、

水和の有無やクエンチ圧力を評価するのに有用である。火山ガラスの水分種測定

に関する初期の研究では、分散型の顕微紫外可視近赤外分光装置が利用されてい

たが、100μm を下回るような微小領域での測定はこれまで行われていない。そこ

で本課題では、分散型の顕微紫外可視近赤外分光装置を用いた 50μm 以下の微小

領域におけるガラス中の H2O 分子及び OH-基の濃度測定の妥当性を検討した。この

検討では水熱合成減圧実験を用いて約 2～5wt.%の含水量を持つ流紋岩ガラスを

合成し、両面研磨薄片を作成することで、顕微紫外可視近近赤外分光装置による
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透過測定に供した。近赤外領域に存在する H2O 分子(1920 nm)と OH-基(2220 nm)由

来の吸収ピークにおける吸光度を Lambert–Beer 則に適用することで、それらの

濃度を定量化した(図 27)。また、測定領域サイズの変化に起因する測定濃度のば

らつきを評価するため、アパーチャサイズを 30、50、100μm に、累積測定回数を

1～2 回に設定して測定を行った。 

 

測定の結果、分散型の顕微紫外可視近赤外分光装置を用いることで、50μm 以

下の微小領域において、流紋岩ガラス中の H2O 分子と OH-基の濃度を測定できるこ

とが分かった。本研究で得られた合成流紋岩ガラスの H2O 分子と OH-基の濃度は顕

微 FT-IR で別途測定された結果とほぼ一致する(図２８)。また、H2O 分子と OH-基

図 27. 合成流紋岩ガラスの吸収ス

ペクトル（右上は試料厚さ） 
図 28. 顕微紫外可視近赤外分光

装置と顕微 FT-IR の結果の比較 
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の濃度を足し合わせることで得られる全含水量は、良く確立されている流紋岩マ

グマ中の水の溶解度の圧力変化を良く説明する(図 29)。さらに、アパーチャサイ

ズ 50μm で累積測定回数を 2 回にすることで、H2O 分子と OH-基の濃度に関する誤

差はそれぞれ 0.08 と 0.07 wt.%に抑えられることが分かった(図 30)。以上から、

分散型の顕微紫外可視近赤外分光装置を用いることで、火山ガラス中の 50μm 以

下の微小領域における水分種の定量的評価が可能であると結論付けられる。 

 

図 29. 全岩水量の圧力変化と溶解度計算(Newman and Lowenstern, 2002)9)の比較 

 

図 30. アパーチャサイズと累積測定回数の変化による近赤外吸収スペクトルの変化 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

1) SPIC-UC、SPIC-C、ISH、SPIC-SS の開発 

SPIC-UC の開発では、保護ハウジングに格納した非冷却型 LWIR（8～14μm）領域の XGA

カメラセンサーヘッドを開発し、その高空間分解機能を確認できた。また昨年度までに

製作した非冷却型 LWIR（8～14μm）領域の VGA 型 3 台との同期計測機構（ハード、ソフ

ト）を構築できた。今後は、同期計測機構全体を保護ハウジングに格納し可搬性を高め

る予定である。一方、同期する 4 台のカメラの画像を有効活用するためには、4 台のカ

メラの視野を合致させる手法の開発が課題である。 

SPIC-C の開発では、、冷却型 LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドを

開発し、そのガス可視化機能を HFC152a の可視化実験で確認できた。今後は昨年度に開

発した冷却型 MWIR(3.0～5.0μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドとの同期計測機構の

構築と２台のカメラの視野を合致させる手法の開発が課題である。 

ISH の開発では、非冷却型赤外 FPA と干渉分光方式の組み合わせの試験を行い、BS を

介した赤外画像の結像を確認できた。今後は、反射鏡の精密な位置調整機構を開発し、

視野の結像に干渉縞を重畳させることが課題である。 

SPIC-SS の開発では、平成 29 年度とは異なる帯域をカバーする紫外域に感度を有す

るカメラセンサーヘッドと分光フィルターを導入した。今後は、本装置の可搬性を向上

させるとともに、昨年度までの他の SPIC-SS との同期制御機構の開発が課題となる。ま

た、航空機搭載型カメラセンサのデータを試験的に用いることで、SPIC-SS に適用する

スペクトル推定手法、等高線図を推定するストラクチャ推定手法のプログラムを開発で

きた。今後、SPIC-SS で計測したデータに対しこれらを適応することが課題である。 

 

2) スペクトル推定用データベース構築のためのスペクトル計測 

スペクトル推定用データベース構築のためのスペクトル計測として、前年度までに導

入した分光装置を用いて火成岩の岩石スペクトルの計測手法の検討と計測を行った。そ

の結果、室内型画像分光器で測定した火成岩の整形試料のスペクトルが、バルク試料の

スペクトル推定に利用できる可能性が示唆された。これらは、今後のスペクトル推定用

データベース構築においてのリファレンスデータの取得手法の検討の指針となる結果

となった。また、顕微紫外可視近赤外分光装置を用いることで、火山ガラス中の 50μm

以下の微小領域における水分種の定量的評価が可能と結論できた。これらの計測を多様

な試料に適応することが今後の課題である。 
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 (3)令和元年度業務計画案 

1)SPIC-UC、SPIC-C、ISH、SPIC-SS の開発 

スペクトル・構造推定カメラ（SPIC-SS）及び VGA非冷却型赤外カメラ広帯域（8-14μm）型、

XGA 非冷却型赤外カメラ広帯域（8-14μm）型からなる非冷却型赤外カメラ(SPIC-UC)を一体化

したプロトタイプ(SPIC-UC/SS)を完成させる。スペクトル推定カメラ（SPIC-SS）及び MWIR(3～

5μm)領域と LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラセンサーヘッドからなる冷却型赤外カメラ

（SPIC-C）を一体化したプロトタイプ(SPIC-C/SS)を完成させる。赤外カメラと一体化した画像

分光装置のプロトタイプ(ISH)を完成する。 

具体的には、H30 年度までに試作した SPIC-UC の非冷却型 LWIR（8-14μm）領域の VGA、XGA

カメラセンサーヘッド、SPIC-C の MWIR(3～5μm)領域と LWIR(7.5～9.5μm)領域の VGA カメラ

センサーヘッド、SPIC-SS の可視カメラセンサーヘッドに、それぞれ専用の耐環境ハウジング

を製作し、各カメラのプロトタイプを構築する。また、SPIC-UC と SPIC-SS の各プロトタイプ

を連動させた SPIC-UC/SS プロトタイプ、および、SPIC-C と SPIC-SS の各プロトタイプを連動

させた SPIC-C/SS プロトタイプを製作する。ISH の開発では、各カメラと一体のフィルター分

光方式のプロトタイプを完成させるとともに、赤外カメラと一体として機能する干渉分光方式

の ISH のプロトタイプを製作する。また、各プロトタイプのデータを想定した、スペクトル推

定手法、ストラクチャ推定手法のアルゴリズムを作成する。 

 

2)スペクトル推定用データベース構築のためのスペクトル計測 

スペクトルデータベースを構築するための岩石スペクトル計測とスペクトルデータベースフ

ォーマットの検討を行う。 

具体的には、平成 28，29年度に導入した分光装置を用い防災科研の火山観測点のコア試料の

岩石スペクトルの計測手法の検討と計測を行う。 
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３．３ 地球化学的観測技術の開発 
 
(1) 業務の内容 
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(c) 業務の目的 

本委託業務では、噴気孔から噴出する火山ガスや温泉水溶存ガス、火山周辺の土

壌ガスについて、マグマ起源の成分の指標となるヘリウム・炭素・水素・酸素の同

位体比を火山近傍のフィールドのその場（オンサイト）で計測可能にする技術を、

最先端のレーザー計測技術と質量分析技術を取り入れ開発し、火山噴火の逼迫度評

価手法の高度化に貢献することを目的とする。また大気中に拡散した火山ガス成分

濃度の連続観測を実現し、火山活動度の把握や、噴気地帯に近接した観光地におけ

る火山ガス災害防止に寄与する。従来法で採取した試料の実験室における高精度同

位体比分析においても、高いスループットで測定する技術を開発するとともに、高

度な火山ガス分析を行うことのできる、将来の火山化学の担い手を育成する。さら

に海底の火山から放出される火山ガスを分析する技術を開発し、航行する船舶など

に重大な災害をもたらすと懸念される、海底火山の噴火切迫度評価への有効性を検

証する。 

火山の噴火前に、噴気孔から噴出する火山ガスや温泉水溶存ガス中の深部マグマ

起源の成分の混入率や、火山周辺の土壌ガスを通しての二酸化炭素の拡散放出量が

変動することが知られている。これらは噴火の逼迫性を評価する上で、多くの火山

で実施されている地球物理学観測とは独立の情報であり、他の観測と組み合わせる
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ことにより噴火逼迫度評価の精度を格段に上げられると考えられる。しかしこれま

で、火山ガスや温泉水溶存ガス、火山周辺の土壌ガスのうち、どれだけが深部マグ

マ起源のもので、どれだけが天水や地下水、生物等に由来する、火山活動に関係な

いものかの判別は容易ではなかった。高いヘリウム同位体比（3He/4He 比）とヘリ

ウム/ネオン比（4He/20Ne 比）で特徴づけられるマグマ起源ヘリウムや、二酸化炭

素を構成する炭素の同位体比（13C/12C 比）は、それを識別する上で、極めて有力

な地球化学的指標である。また、噴気中の水蒸気や水素を構成する水素の同位体比

（D/1H 比）や酸素の同位体比（18O/16O 比）は水蒸気の起源や大気中に放出される

直前の噴気温度を反映することから、水蒸気爆発かマグマ爆発かといった噴火タイ

プの判断の指標ともなる、火山観測に有用な地球化学的指標である。 

しかしこれまで、これらのような同位体指標は、実験室で目的成分の分離抽出と

精製を行った後、据付型の質量分析計を用いて測定されてきたため、試料採取と実

験室での分析を交互に繰り返さざるを得ず、火山活動のようなダイナミックなプロ

セスの追跡に応用するには限界があった。また分析が、熟練したオペレーターによ

る手作業に負うところが大きかったため、一日に測定できる試料数に限界があっ

た。とくにヘリウムの同位体分析においてはそれが顕著であり、試料によってヘリ

ウム濃度や夾雑成分の寄与が大きく異なるために精製手順が複雑化し、1 日 4 試料

程度の分析が限界であった。そこで本研究では、これまでに蓄積した分析ノウハウ

を取り入れ、可能な限り自動化を施したマグマ起源ヘリウム分析システムを開発

し、高精度かつ高いスループットの分析を実現する。 

3He/4He 比分析においては、全ヘリウム中の 1 千万分の 1 から 10 万分の 1 程度し

か存在しない 3He や、大気成分の混入の指標となる 20Ne の検出において、妨害成分

と区別して検出するために高い質量分解能（3He に対し M/ΔM > 510、20Ne に対し

M/ΔM > 1800）が必須であり、このために大型の磁場型の質量分析計を用いなけれ

ば分析が不可能であった。このため火山噴火に対応した火山ガスや温泉ガスの

3He/4He 比の変化が検出されたとしても、それが分かるのは常に事後であった（カ

ナリア諸島 El Hierro 島の例: Padron et al., Geology 2013、御嶽火山の例: 

Sano et al., Scienfitic Reports 2015）。既存の可搬型の四重極質量分析計やイ

オントラップ質量分析計の質量分解能（M/ΔM < 100）では妨害成分を区別でき

ず、また妨害成分の寄与を他の方法で補正する試みも海外の研究機関では始められ

ているが、定量精度に大きな問題がある（McMurtry et al., Goldschmidt 

Conference 2016; Tomonaga et al., Goldschmidt Conference 2016）。そこで本委

託業務では、デスクトップ PC 程度の大きさで重量が 40 kg 弱と十分に可搬であり

ながら、3He や 20Ne を妨害成分と分離できる十分に高い質量分解能（M/ΔM > 

30000）を有する、画期的な飛行時間型質量分析計を 3He/4He 比分析に最適化し、

マグマ起源ヘリウムのオンサイト分析を実現する。 

またこれまで、噴気ガス中の水蒸気の水素および酸素安定同位体比は、試料を大

量に捕集し、水蒸気を濃縮しないと定量できなかった。このため、これらのデータ

が得られる火山は、観測者が噴気孔にアクセスできる平穏なものに限られ、噴火中
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の活動的な火山では、同位体比が定量されたことはなかった。本委託業務では、火

山から放出された噴気ガスが大気で希釈されて形成された噴煙に着目し、その中に

含まれる水蒸気等のオンサイト同位体比定量により噴気ガス中の水蒸気の同位体比

を求める技術を構築する。 

既存の火山ガス成分の連続観測装置で用いられる定電位式化学センサー等は、時

間応答が悪く、また特に低濃度の試料の分析に問題があった。本委託業務では、火

山ガスの成分である H2O、CO2、SO2、H2S、HCl 等の吸光波長に対応するダイオード

レーザーを利用した、レーザー分光法による大気拡散火山ガス観測法を開発する。これ

により最小 ppb レベルでの火山ガス成分の高時間分解能連続観測を実現する。 

また火山ガス中で水蒸気に次いで多く、山体から土壌を通して拡散放出されてい

る二酸化炭素の起源を、炭素同位体比のみで特定するには限界があった。一方

3He/CO2 比を指標として組み合わせると、マグマ起源の二酸化炭素を明確に識別で

きる。本委託業務では最先端の可搬型赤外レーザー炭素同位体分光計を導入し、土

壌ガス中の二酸化炭素の炭素同位体比のオンサイト分析を実現するとともに、マグ

マ起源ヘリウムのオンサイト分析技術と統合することで、マグマ起源二酸化炭素の

放出量推定を高精度化する。 

これらの手法を火山ガスの噴出が明確な火山に応用し、深部マグマ起源成分の放

出率や噴気温度の推移を観測することで、噴火の逼迫度評価の高度化と、噴火タイ

プの迅速な判別に貢献する。また火山周辺の温泉ガス・土壌ガスの同位体比の分布

をもとに、火山体周辺の深部起源ガスの上昇状況を把握する。上記の装置群の開発

には時間を要するが、火山活動は現在も進行中であるため、装置の開発と並行し

て、従来の手法による噴気の採取と分析を行い、時空間的な同位体比データを蓄積

する。また火山化学に携わる人材の不足は可及的速やかに解決すべき問題であるこ

とから、この活動と装置開発を通じて火山化学の担い手を育成する。 

また本委託業務では、海底の火山から放出される火山ガスを分析する技術を開発

し、陸域に近い海底火山や海底温泉について、定期観測と噴火切迫度評価を行う体

制を整える。浅海の火山活動による熱流体の放出は船舶事故を引き起こすことがあ

り、最近存在が確認されたトカラ列島付近の浅海における大規模なガスプルームを

伴う熱水活動（Wen et al., Scientific Reports, 2016）などの観測・評価の継続

的実施は、防災の面で重要性が高い。しかしながら、海底火山活動を反映する熱水

を含む底層水試料は、大型の採水システムや有人・無人の潜水艇を使わなければ採

取が困難であるため、運行計画の不確定性が高い研究船による調査航海に頼らざる

を得ず、継続的観測は難しいのが現状であった。そこで本委託業務では、可搬性の

高い小型の採水システムを構築し、船上からの少人数のオペレーションによる試料

採取を可能にすることで、チャーターが容易な漁船等を用いた継続的な海底火山活

動観測法の確立を目指す。また、採水システムに温度・pH・濁度といった物理化学

的指標のセンサーを付け、それらで熱水の兆候を探査しながら採水を行うことによ

り、火山の活動度を確実に反映する底層水試料の採取を試みる。採取試料は空気に
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汚染されないように保管し、実験室でマグマ起源ヘリウムなどの分析を行うことで

火山活動を評価する。 

 

上記の実施内容のうち、東京大学ではプロジェクトの総合的推進と、マグマ起源

ヘリウムを高精度かつ高いスループットで測定するシステムの構築、マグマ起源ヘ

リウムや二酸化炭素の炭素同位体比をオンサイト計測する可搬型の装置の開発、火

山における試料採取及び調査、そして海底火山・海底温泉試料採取法と同位体比分

析技術の開発を実施する。ヘリウムのオンサイト同位体比分析技術の開発では大阪

大学、火山における試料採取および調査では気象庁・気象研究所の協力を得る。 

再委託先の名古屋大学では、噴煙中水蒸気・水素の水素・酸素オンサイト同位体

比測定技術の開発と、採取した噴煙の水素・酸素同位体比の高精度分析による噴気

温度測定を実施する。 

再委託先の東海大学では、火山ガス成分連続観測技術の開発と、箱根山をはじめ

とした火山の地球化学的火山活動モニタリングを実施する。 

それぞれの機関が採取した試料に含まれる各成分について、各機関が協力して同

位体分析を行い、可能な限り多くの試料について網羅的な同位体比情報を得る。な

お、本委託業務で得られたデータは、連携する次世代火山研究・人材育成総合プロ

ジェクトの研究推進事業（以下「本事業」という。）課題 A にも提供する。 

 

 

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成 28 年度： 

・ 実験室でのマグマ起源ヘリウム測定の高スループット化のための、精製・分離ライ

ンを開発した。可搬型質量分析計を導入し、4He/20Ne 比を指標としたマグマ起源ヘ

リウムの検出を最初の目標とした性能評価を行った。 

・ 水蒸気の高感度同位体比分析システムを構築した。航空機等に搭載して高濃度の噴

煙を採取する、自動噴煙試料採取装置の設計を行った。 

・ 海底火山・海底温泉における水・ガス試料の採取・分析技術の開発を開始し、ニス

キンボトルによる底層水の採取法の実施を野外調査で試みた。 

・ 上記の技術開発を進めつつ、箱根山、草津白根山、伊豆大島をはじめとした各火山

において火山ガス・温泉ガス・土壌ガス等を採取し、ヘリウム・炭素等の同位体比

と、土壌を通しての二酸化炭素放出量の平常時のデータを蓄積した。また箱根山に

おいては、定期的に噴気の採取と、化学組成と多成分同位体比の測定を継続して行

った。それらの結果について、本プロジェクトを通して将来開発する装置群による

集中観測や、ヘリウム－炭素同位体オンサイト測定システムによる連続測定を実施

する、火山や観測地点の選定に向けての同位体比情報の網羅的解析を行った。 

 

2) 平成 29 年度： 

・ 前年度に構築したヘリウム精製・分離ラインと組み合わせて用いる希ガス質量分析
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計に、高精度 3He/4He 比測定に対応するための改造を施した。前年度に導入した可

搬型質量分析計に改造を施し、ごく微量の希ガスの 4He/20Ne 比分析を可能にすると

ともに、希ガスを質量分析計へ導入するための試料導入系の開発を進めた。 

・ 前年度に製作した水蒸気の高感度同位体比分析システムの作動試験を実施した。ま

た火山フィールドで現場観測用に活用する同位体比分析計を新規に購入し、立ち上

げ試験を実施した。 

・ 火山ガス・温泉ガス・土壌ガスの予備調査を、前年度に引き続き箱根山、草津白根

山、伊豆大島、霧島山硫黄山、桜島、那須岳、阿蘇山、九重山で行った。また箱根

山における、毎月の噴気の採取と、化学組成と多成分同位体比の測定を継続して行

った。 

・ 摩周湖で、底層水の採取・分析技術の検討を行った。 

 

3) 平成 30 年度： 

・ 前年度までに開発したヘリウム精製・分離ラインと希ガス質量分析計を接続し、高

スループットのマグマ起源ヘリウム分析システムを構築した。協力機関である大阪

大学から技術提供を受け、可搬型質量分析計に新しい検出手法を導入し、またイオ

ン源にも高感度化の工夫を施すことにより 3He/4He 比分析を試みた。火山ガスから

ヘリウムを選択的に分離する、可搬型で簡便な抽出装置の検討も行った。 

・ 噴気孔にアクセス可能な火山噴気地帯で採取した噴煙試料を実験室に持ち帰り分

析することで、噴気孔における水蒸気や水素の同位体比を求める手法の確立を目指

した。また、平成 28 年度に設計した噴煙試料自動採取装置の試験機を製作し、年度

末にフィールドで作動試験を実施した。 

・ 火山ガス・温泉ガス・土壌ガスの予備調査を、前年度に引き続き箱根山、草津白根

山、伊豆大島、霧島山硫黄山、桜島、那須岳、阿蘇山、九重山で行った。また箱根

山における、毎月の噴気の採取と、化学組成と多成分同位体比の測定も継続して行

った。 

・ 火山湖である鰻池で、底層水の採取・分析技術の開発を行った。 

 

4) 平成 31 年度： 

・ 開発した高スループットのマグマ起源ヘリウム分析システムと、可搬型質量分析計

それぞれの性能評価のために、草津白根山の火山ガスおよび周辺の温泉水溶存ガス

を両方のシステムを用いて分析し、3He/4He 比マップを作成する。これを課題 B サブ

テーマ 4 の集中観測で得られる、地下比抵抗構造とも対比させ、地下深部の熱水系

に関する知見を得る。 

・ 前年度に構築した噴煙中水蒸気の安定同位体比分析システムの改善・フィードバッ

クを完了する。主に噴気孔にアクセス可能な火山噴気帯で真空容器を用いて採取し

た噴煙試料を実験室に持ち帰って分析することで、噴煙（プルーム）中の水蒸気の

安定同位体比を分析するとともに、噴気孔で直接採取することで決定した水蒸気の

安定同位体比と比較することで新手法の確度を確認する。 
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・ 前年度に製作した噴煙試料自動採取装置の作動試験を継続し、年度内に運用可能に

する。 

・ 箱根山、草津白根山、霧島山硫黄山、伊豆大島等における火山ガス・温泉ガス・土

壌ガス等の予備調査を継続する。箱根山、草津白根山、霧島山硫黄山における毎月

の噴気の採取と、その化学組成と多成分同位体比の測定も継続する。また課題 B サ

ブテーマ 1で、ミュオグラフィによる火山透視画像の提供が始まる桜島についても、

近傍の温泉について定期的な試料採取とヘリウム－炭素同位体比分析を開始し、山

体内部構造の変化と温泉溶存ガスの同位体比との対応を調べる。 

・ 紫外線パルス蛍光法を利用した火山ガス成分連続観測装置を開発する。第１号機は

可搬型とし、箱根山等において、大気に拡散した火山ガス濃度の時間変化や、ガス

成分分布を調べ、次年度以降の連続観測の定点を選定する。 

・ 薩摩硫黄島周辺で調査を試み、底層水などの採取・分析技術の開発を行う。 

 

5) 令和 2 年度： 

・ 草津白根山のヘリウム－炭素同位体比マップを引き続き作成し、経時変化をみる。

箱根山と伊豆大島、桜島等における定期的な試料採取と同位体比分析も継続する。

また最先端の赤外レーザー炭素同位体分光計を導入して上記試料の分析に用い、同

一試料について既存の質量分析計で得られる結果と比較して性能評価を行う。 

・ 観測機器をフィールドに持ち込み、水蒸気の同位体比連続測定を実現するための準

備と試験を行う。また前年度までに開発した自動採取装置をセスナ機等に搭載し、

噴煙試料採取の試験フライトを実施する。 

・ 前年度に開発した火山ガス成分連続観測装置の改良を行い、箱根山等において、大

気に拡散した火山ガス濃度の時間変化や分布を調べる。また設置型の装置を開発す

るための検討を行う。 

・ 前年度までに確立した試料の採取・分析技術を用いて、海底火山・海底温泉の観測

を実施する。船舶を用いてトカラ列島で観測に適したサイトの探索と、火山活動を

反映するデータの収集を行う。 

 

6) 令和 3 年度： 

・ 草津白根山のヘリウム－炭素同位体比マップの作成を引き続き実施し、経時変化を

みる。箱根山と伊豆大島、桜島等における定期的な試料採取と同位体比分析も継続

する。また課題Ｂサブテーマ 4 で実施される、有珠山での機動観測における二酸化

炭素の拡散放出の調査と連携して、土壌ガス中二酸化炭素の炭素同位体比測定を実

施する。 

・ 前年度に引き続き、フィールドにおける水蒸気の同位体比連続定量のための技術開

発を行う。桜島で噴煙試料採取フライトを実施し、水素の同位体比から、桜島の噴

気温度を見積もる。 

・ 赤外ダイオードレーザー分光による、現場設置型の火山ガス成分連続観測装置を開

発する。第２号機は箱根山大涌谷に設置し、大気に拡散した火山ガス濃度の時間変
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化を観測する。 

・ 前年度に続き、海底火山・海底温泉の観測を行う。トカラ列島や薩摩硫黄島周辺で

観測に適したサイトの探索と、火山活動を反映するデータの収集を行う。 

 

7) 令和 4 年度： 

・ 前年度までに蓄積した各火山における観測結果と、本事業の他課題・他サブテーマ

によって得られた知見をもとに、緊急性・機器設置の利便性なども考慮していずれ

か１つの火山を選定し、開発した観測装置群を集結させて設置し、集中観測を試み

る。 

・ フィールドにおける水蒸気の同位体比連続定量のための技術開発と、桜島における

噴煙試料採取フライトを引き続き実施する。 

・ 前年度に引き続き、有珠山での機動観測における二酸化炭素の拡散放出の調査と連

携して、土壌ガス中二酸化炭素の炭素同位体比測定を実施する。 

・ 引き続き箱根山大涌谷で火山ガス成分連続観測を行う。 

・ 前年度に続き、トカラ列島や鹿児島湾または長崎湾でのサイト探索と観測を実施す

る。本年度までに得られたデータを基に当該地域の火山活動を評価する。 

 

8) 令和 5 年度： 

・ 可搬型質量分析計と赤外レーザー炭素同位体分光計を接続し、同一のガス試料につ

いてマグマ起源ヘリウムの定量と 13C/12C 比測定がオンサイトで可能なシステムを

構築する。その性能評価も兼ねて、課題 B サブテーマ 4 の集中観測により地下比抵

抗構造調査が開始される富士山について、周辺の温泉についてヘリウム－炭素同位

体比マップを作成し、地下深部の熱水系に関する知見を得る。 

・ フィールドにおける水蒸気の同位体比連続計測のための技術開発と、桜島における

噴煙試料採取フライトを引き続き実施する。 

・ 伊豆大島において、二酸化炭素の拡散放出の調査を実施し、全土壌ガス試料の二酸

化炭素の炭素同位体比測定により、山頂域におけるマグマ性ガスの放出分布をマッ

ピングする。 

・ 引き続き箱根山大涌谷で火山ガス成分連続観測を行う。 

・ 前年度までの調査をもとにトカラ列島等における定点観測サイトを決定し、当該地

域における定期観測を実施するために必要な装置・施設の体制を整える。 

 

9) 令和 6 年度： 

・ 本サブテーマとは別の方式の可搬型分析装置を開発している海外の共同研究者を

日本に招聘し、各々の装置のさらなる改良のための検討を共同して行う。 

・ 前年度までに開発してきた観測機器を火山の火口近傍に設置して、連続的な噴煙試

料採取と水蒸気の同位体比測定を実施する。 

・ 前年度に引き続き、伊豆大島において、二酸化炭素の拡散放出量と同位体比の分布

マップを作成し、前年度の結果と合わせて、マグマ性二酸化炭素の放出状況からみ
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た火山活動度の把握を行う。 

・ 引き続き箱根山大涌谷で火山ガス成分連続観測を行う。 

・ 前年度に引き続き、トカラ列島等における定期観測を実施するために必要な装置・

施設の体制を整える。海底火山活動を反映するデータの収集を行う。 

 

10）令和 7 年度： 

・ 前年度に引き続き海外の共同研究者と連携し、国内の火山における、火山ガスのヘ

リウム－炭素オンサイト同位体比測定の共同観測と、装置のさらなる高度化に向け

た検討を行う。課題 B サブテーマ 1 によりミュオグラフィ火山透視画像とその自動

診断結果が毎日提供される桜島近傍の井戸に、可搬型ヘリウム－炭素同位体比測定

システムを数週間ないし数ヶ月間設置し、リアルタイム観測データを得て、火山体

内部のマグマの挙動と対応させ、将来の噴火活動の推移予測につながる知見を得る。 

・ 前年度に引き続き、火口近傍での連続的な噴煙試料採取と水蒸気の同位体比測定を

実施する。 

・ 引き続き箱根山大涌谷で火山ガス成分連続観測を行う。 

・ トカラ列島等における定期観測を実施し、海底火山活動を反映するデータの収集を

行う。 

 

 

(e) 平成 30 年度業務目的 

1）火山ガス中マグマ起源成分観測技術の開発 

ａ）プロジェクトの総合推進 

 下記 b、c の技術開発を進めつつ、東海大学と気象庁・気象研究所の協力を得て箱根

山、草津白根山、伊豆大島、桜島、霧島山硫黄山、九重山、阿蘇山、那須岳等の各火

山において火山ガス・温泉ガス・土壌ガス等を採取し、ヘリウム・炭素・水素（再委

託先、名古屋大学ならびに東海大学が実施）・酸素（同）等の同位体比の平常時のデー

タを蓄積するとともに、本プロジェクトを通して将来開発する装置群による集中観測

や、ヘリウム－炭素同位体オンサイト測定システムによる連続測定を実施する、火山

や観測地点の選定に向けての同位体比情報の網羅的解析を行う。 

 観測にあたっては、サブテーマ 4 が実施する予定の機動観測と可能な限り時期を合

わせて試料採取を行い、連携を図る。 

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発

生した場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・

リーダーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、ここで実施する現

地観測について、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを可能

とする。 

 

ｂ）オンサイトマグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 

 平成 28 年度に導入した、可搬型でありながら高い質量分解能を持つ飛行時間型質
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量分析計について、昨年度までに高感度化と低バックグラウンド化を主とした改良を

進め、火山活動の指標の一つと期待される 4He/20Ne 比を実験室で測定できる目処は立

っている。一方で 4He の 100 万分の 1 程度しか存在しない 3He については現状では検

出が難しいことから、大阪大学と共同で開発した同型の装置用のイオン検出手法

（Jensen et al., 2017）を本装置にも導入し、3He/4He 分析を試みる。またフィール

ドで簡便に He と Ne を火山ガスから分離し、質量分析計に導入するための多孔質セラ

ミック膜の開発と、それを用いたコンパクトな真空ラインの製作も開始する。 

 

ｃ）高スループットマグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 

 昨年度までに開発してきたヘリウム精製・分離ラインと質量分析計を統合し、

3He/4He 比分析の完全あるいは一部自動化システムを構築する。この高精度 3He/4He 比

測定に特化した装置では分析が難しくなる 20Ne を定量するため、四重極質量分析計を

別予算で新たに導入する。 

 

ｄ）熱水の兆候を示す底層水の採取法の検討 

底層水を採取し、船上で真空容器等に捕集して実験室でヘリウム等の同位体組成を

分析する手法を開発するため、鰻池での調査を実施する。鰻池での業務に関しては九

州大学の協力を仰ぐ。 

 

2）水蒸気同位体比分析（再委託先：名古屋大学） 

ａ）噴煙試料の水蒸気同位体比分析に関わる技術開発 

 水蒸気の安定同位体比分析システムの構築を完了する。主に噴気孔にアクセス可能

な火山噴気帯で真空容器を用いて採取した噴煙試料を実験室に持ち帰ることで、噴煙

（プルーム）中の水蒸気（H2O）の安定同位体比分析を実現する。問題点があれば、分

析システムにフィードバックして、改善する。 

 

ｂ）自動噴煙試料採取装置の製作 

 前年度に設計した自動噴煙試料採取装置の試作機を製作する。 

 

3）活火山の地球化学的モニタリング（再委託先：東海大学） 

 箱根山、草津白根山、霧島山硫黄山等において、従来型の噴気の人手による繰り返

し採取と分析を行い、活火山の地球化学的モニタリングを実施する。 

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発

生した場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・

リーダーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、ここで実施する現

地観測について、その一部もしくはその全てを、緊急観測に代えて実施することを可

能とする。 

 

なお、上記 1）2）3）で得られたデータは連携する本事業課題 A に提供する。 
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(2) 平成 30 年度の成果 

(a) 業務の要約 

 オンサイトあるいは高スループットマグマ起源ヘリウム測定に用いる可搬型質量分析計

と真空ライン、水蒸気の高感度同位体比分析システム、航空機等に搭載して高濃度の噴煙

を採取する自動噴煙試料採取装置の開発を継続した。海底火山・海底温泉における水・ガ

ス試料の採取・分析技術の開発のため、底層水の採取を鰻池で実施した。箱根山、草津白

根山、伊豆大島、霧島山硫黄山、桜島、那須岳、阿蘇山、九重山において火山ガス・温泉

ガス等を採取し、ヘリウム・炭素等の同位体比の平常時のデータを蓄積した。また箱根山、

草津白根山、霧島山硫黄山においては、定期的に噴気の採取と、化学組成と多成分同位体

比の測定を継続して行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 火山ガス中マグマ起源成分観測技術の開発 

a) プロジェクトの総合推進 

以下の表に示す各火山にて火山ガスや温泉ガス等を採取し、ヘリウム・炭素・水素・

酸素等の同位体比の平常時のデータを蓄積するとともに、本プロジェクトを通して将

来開発する装置群による集中観測や連続測定を実施する、火山や観測地点の選定に向

けての同位体比情報の網羅的解析を行った。火山によっては同時に、再委託先の名古

屋大学による水蒸気同位体比分析技術の開発や、同じく東海大学による活火山の地球

化学的モニタリングのための試料採取を実施している。 

 

火山 採取時期 試料の種類 分析項目‡ 

箱根山 

4 月*、5 月*、6 月*、7 月*、 

8 月、9 月、10 月*、11 月*、 

12 月*、1 月、2 月、3 月* 

噴気、噴煙 

He 、 CO2(C) 、

CO2(C,O)、H2O、H2 

草津白根

山 

4 月、5 月*、6 月、7 月、8 月*、

9 月、10 月、12 月、3 月 

噴気、温泉ガス、温

泉水 

He、CO2(C)、H2O、

H2 

伊豆大島 6 月、7 月、9 月*、12 月*、2 月 

噴気、温泉ガス、温

泉水、地下水、土壌

ガス 

He、CO2(C)、H2O、

H2 

霧島山硫

黄山 
5 月、7 月、10 月、1 月、2 月 

噴気、噴煙、温泉ガ

ス、温泉水 

He 、 CO2(C) 、

CO2(C,O)、H2O、H2 

九重山 7 月 噴気 He、CO2(C) 

那須岳 11 月＊ 噴気 He、CO2(C) 

阿蘇山 7 月 噴気 He、CO2(C) 

桜島 2 月、3 月* 観測孔ガス、噴煙 
He 、 CO2(C) 、

CO2(C,O)、H2O、H2 

＊：別予算で試料採取を実施  

‡：分析項目 He = 3He/4He 比、CO2(C) = 二酸化炭素の炭素同位体比、C02(C,O) = 二
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酸化炭素の炭素・酸素同位体比、H2O = 水（水蒸気）の水素・酸素同位体比、H2 = 水

素ガスの水素同位体比 

 

b) オンサイトマグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 

 平成 28 年度に導入した、可搬型でありながら高い質量分解能を持つ飛行時間型質

量分析計について、大阪大学と、可搬型質量分析計の実際の製造を請け負っている

MSI.TOKYO 社と装置の仕様の検討を重ね、微量な 3He に由来する信号を電気的ノイズ

と識別して計数する、パルスカウンティング法を開発した。並行して、本装置による

ヘリウムの検出感度そのものの向上も試みた。また多孔質セラミック膜と、加熱した

石英ガラス管を用いた、火山ガスからの He と Ne の選択的な分離のテストも行った。 

 

c) 高スループットマグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 

 前年度までに開発したヘリウム精製・分離ラインと希ガス質量分析計を接続し、高

スループットのマグマ起源ヘリウム分析システムを構築した。このヘリウム分離・精

製ラインを用いて火山ガス試料の分析や、上記で述べた可搬型質量分析計の評価を実

施した。 

 

d) 熱水の兆候を示す底層水の採取法の検討 

 海底火山近傍の熱水を含む底層水を採取し、船上で真空容器等に捕集して実験室で

ヘリウム等の同位体組成を分析する手法を開発するため、九州大学の協力を得て 2018

年 7 月に鰻池での調査を実施した。水試料を鉛ガラス容器に採取し、実験室で 3He/4He

比等を分析した。 

 

 

2) 水蒸気同位体比分析（再委託先・名古屋大学により実施） 

a) 噴煙試料の水蒸気同位体比分析に関わる技術開発 

 過年度に構築した、真空容器に採取して実験室に持ち帰った噴煙（大気）試料中の

水蒸気の高感度同位体比分析システムについて、実験室大気や模擬大気試料を対象に

試験測定を行い、当初予定の性能が出ることを確認した。2017 年 7 月に霧島硫黄山、

2017 年 11 月に薩摩硫黄島硫黄山、2018 年 7 月に箱根山（大涌谷・上湯場）で噴煙（大

気）試料を採取するとともに、含まれる水蒸気の同位体比を測定した。また噴気孔で

従来法（低温凝縮法）に基づく水蒸気試料採取と分析を行った。 

 また前年度導入した火山フィールドにおける現場観測用のキャビティリングダウン

分光型水同位体比分析装置に対して、実験室内で試験測定を実施した。 

 

b) 自動噴煙試料採取装置の製作 

 試作 1 号機を製作し、2019 年 2 月に霧島硫黄山で動作試験を行った。 
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3) 活火山の地球化学的モニタリング（再委託先・東海大学により実施） 

箱根山において、毎月火山ガス試料の採取・分析を実施した。草津白根山において

は、5 月、6 月、8 月、10 月に山頂北側地熱地帯で噴気の採取・分析を行った。霧島硫

黄山において、5 月と 10 月に山頂地熱地帯で噴気の採取・分析を行った。 

 

 

(c) 業務の成果 

1) 火山ガス中マグマ起源成分観測技術の開発 

a) プロジェクトの総合推進 

各火山について得られた、火山ガス・温泉ガス等の同位体比の特徴について以下の通

りまとめる。 

 

i) 伊豆大島 

 これまで同様、三原山北方の温泉ホテル付近の蒸気井、同温泉の源泉、元町付近の

小清水源泉、大津源泉、岡田港付近の抗井（4 箇所）、波浮港付近の抗井（2 箇所）に

ついて試料採取と分析を実施した。1986 年の噴火当時に 3He/4He 比の上昇が見られた

蒸気井（Sano et al., 1991）は、本プロジェクトの開始時点でマグマ起源ヘリウム

の寄与がほぼ減衰しきっていたが、今年度もほぼ同様であった（図１）。これに対し

温泉ホテル源泉では依然としてマグマ起源ヘリウムの寄与が非常に顕著に見られ、

式（１）および（２）により求められる大気由来ヘリウムの混入が起こる前の 3He/4He

比（以下、これを大気補正 3He/4He 比と呼ぶ）は、1986 年の噴火当時に蒸気井で観測

された大気補正 3He/4He 比（平均 6.2 Ra、ただし Ra は大気の 3He/4He 比 = 1.4×10-

6）とほぼ等しいままで推移している（図１）。その他の地点でも寄与の程度はやや低

いものの、明瞭なマグマ起源ヘリウムの寄与が観測されている。 

 

  大気補正 He3 He4� 比 = (� He3 He4 比� �Measured − r)/(1− r)  （ １ ） 
  r = ( He4 Ne20� )Air ( He4 Ne20� )Measured�     （ ２ ） 
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図１. 伊豆大島火山、大島温泉ホテル付近の蒸気井と同温泉源泉の 3He/4He 比

の経時変化。1999 年以前のデータは Sano et al. (1991)と Shimoike et al. 
(2000)より。大気補正 3He/4He 比は補正に伴う誤差が 10%以下のもののみ示

している。 
 

 また三原山山頂と三原山の外輪山にあたる櫛形山の西麓で、土壌二酸化炭素拡散

放出の調査を行った。山頂部では 118 点、櫛形山西麓では 34 点、延べ約 150 点の二

酸化炭素拡散放出率を測定し、放出率分布を調べた。山頂部では山頂火口内の南西部

と東部および、1986 年噴火の B 火口列の斜面や内部を中心に二酸化炭素の土壌拡散

放出が見られ、検出限界以下から 1800 g/m2/day の範囲の二酸化炭素拡散放出率が

測定された。現在、観測した 118 点のデータを基に、山頂部全体の拡散放出分布図を

作成し、二酸化炭素拡散放出量を推定したところ 6.0±0.4 ton/day という結果が得ら

れた。一方、櫛形山西麓では、検出限界以下から 740 g/m2/day の範囲の拡散放出率

が見られた。また、上記の拡散放出率測定で高い値が得られた地点を中心に、山頂部

では 19 地点、櫛形山西麓では 1 地点で、約 40 cm の深さの土壌ガスをサンプリング

プローブを用いて抽出し、ガラス製のバイアル瓶に採取した。これらのサンプルに対

しては、土壌ガス化学組成と二酸化炭素の炭素同位体比の分析をおこなった。土壌ガ

スは基本的には大気に二酸化炭素が数百 ppm から 1.5%過剰に付け加わったような

化学組成であった。サンプルの多くは二酸化炭素濃度が 2000 ppm を超えるもので

あったが、これらのサンプルの二酸化炭素の炭素同位体比は-1.25‰～-4.35‰の値範

囲で、従来の結果と同様であった。 
 さらに今年度は、2018 年 8 月末から 9 月の始めに行われた課題 B サブテーマ 4 を
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中心とした緊急観測訓練の際に、山頂火口の南西部の一地点に、土壌二酸化炭素拡散

放出率の自動繰返し測定装置の設置を行った。この装置を用いて拡散放出率の時間

変動の監視を継続している。今後も、高い放出率が見られた地点を中心に、拡散放出

率の分布測定と炭素同位体比の測定をくりかえし、その推移を注視するとともに、自

動繰返し測定装置の時間変動データと合わせて、伊豆大島の噴火発生場の理解へと

つなげていきたい。なおこの緊急観測訓練の際に、山頂部に弱いながらも認められる

噴気地帯ガス試料を採取したが、噴気が微弱すぎるために大気の混入が激しく、マグ

マ起源ヘリウムを明瞭に検出することはできなかった。 
 
ⅱ) 草津白根山 
 過年度に引き続き、湯釜火口湖の北側の噴気地帯（北側噴気３地点）と、東側斜面

の噴気地帯である殺生河原、草津温泉の湯畑・白旗温泉、西山麓の万座干俣噴気地帯

と万座湯畑温泉で試料採取と分析を実施した。北側噴気は全地点で最も高い大気補

正 3He/4He 比（7.6～8.1 Ra）を一定して示している（図 2）。これは相対的に 3He に

富む、マグマ起源の火山ガス成分が北側噴気で卓越していることを意味する。殺生河

原と草津湯畑温泉では、2017 年まで比較的一定した大気補正 3He/4He 比が観測され

ていたが、2018 年 1 月の本白根山の噴火からそれぞれ 3 週間後と 3 ヶ月後に、

3He/4He 比が一旦減少した後に上昇に転じ、以後は北側噴気に迫る高い 3He/4He 比

が継続して観測されている。2018 年 3 月から観測を開始した西山麓の万座干俣噴気

地帯と万座湯畑温泉でも 3He/4He 比の上昇は見られ、2018 年 6 月～8 月に最高値に

達して以後、やはり 7 Ra 前後の高い値で推移している。2018 年 4 月以降の湯釜付

近の火山性地震の活発化と同時期に、全ての観測点で北側噴気に迫る高い大気補正

3He/4He 比が観測されていることは、湯釜下の熱水溜りからの火山ガス成分の供給

が、広範囲にわたっていることを示唆しており、今後も推移を注意してみていく必要

がある。 
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図 2. 草津白根山の北側噴気、殺生河原噴気、万座干俣噴気（上）と草津湯畑温

泉、草津白旗温泉、万座湯畑温泉（下）の大気補正 3He/4He 比（単位 Ra）。縦

の点線は本白根山の噴火（2018 年 1 月 23 日）を示す。 
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ⅲ) 霧島山硫黄山 
 定点として硫黄山山頂と、南山麓の新湯温泉付近の噴気地帯を観測対象として、調

査と試料採取を実施した。硫黄山噴気の大気補正 3He/4He 比は 2018 年 3 月から 6 月

にかけての新燃岳の噴火と、2018 年 4 月の硫黄山の噴火の前に、それまでの観測値

である 7.2 Ra から 7.4 Ra へとわずかに上昇した（2018 年 3 月 28 日）。そして噴火

活動が終息しかけた 2018 年 5 月 29 日には、7.0 Ra まで減少した。その後はまた上

昇に転じ、2018 年 10 月 19 日には 7.5 Ra という、2016 年以降観測された中で最も

高い水準を示した（図 3）。2017 年の新燃岳の噴火の前後にも同様の大気補正 3He/4He
比の経時変動が起こっており、これらの変動は地下に異なる 3He/4He 比を持つ 2 つ

のガス供給源を仮定すると説明できる。高い 3He/4He 比の供給源はマグマだまりで

あり、火山活動に伴いマグマだまりの圧力上昇によりガス供給量が増加すると、低い

3He/4He 比を持つガス供給源からの寄与は相対的に減少し、噴気の 3He/4He 比は上

昇する。また噴火後は、マグマだまり起源のガスの供給量が減少し、低い 3He/4He 比

を持つガス供給源からの寄与が相対的に大きくなるため、噴火後に大気補正 3He/4He
比は低下していると解釈できる。2018 年 6 月以降 2019 年 3 月現在までは、新燃岳

でも硫黄山でも噴火は発生していないが、硫黄山噴気の大気補正 3He/4He 比は依然

として高く、また新湯噴気の大気補正 3He/4He 比は 2018 年 7 月以降上昇を続けて

いることから、上記モデルの妥当性の検証も含め、今後も 3He/4He 比と噴火活動の

盛衰を注意深く見ていく必要がある。 

 
図 3. 霧島硫黄山の山頂噴気（３地点）と新湯噴気の大気補正 3He/4He 比（単

位 Ra）。縦の点線は新燃岳の噴火（2017 年 10 月、2018 年 3 月、同 4 月、同 5
月、同 6 月）、同じく実線は硫黄山の噴火（2018 年 4 月）を示す。 
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ⅳ) 那須岳 
 高原山で噴気を採取した。大気補正 3He/4He 比は 4.1 RA 程度で、依然としてマグ

マ起源ヘリウムの寄与が他の火山に比べて非常に低い。 
 
ⅴ) 箱根山 
 定点（大涌谷、上湯場）において毎月採取される噴気試料の分析を継続している。

本年度も昨年度と同程度の 3He/4He 比（6.0～6.8 Ra）で推移しているが、定点噴気

の勢いが弱まり大気の混入が激しい、すなわち大気補正 3He/4He 比が精度よく得ら

れない月もあった。二酸化炭素の炭素同位体比（δ13C 値）は–1‰程度と、日本列島

の火山ガスで見られる–10～–1‰の範囲に入っており、大涌谷噴気について過去に報

告されている値（–2.3～0.5‰、大場ほか、2007）とも大きな違いはない。これら噴

気の化学組成や酸素・水素同位体比については再委託先である東海大学による成果

を参照されたい。 
 
ⅵ)桜島 
 春田山、持木、有村、黒髪の 4 地点でボーリング抗内ガスを 2019 年 2 月に採取し

た。うち有村では昨年度に引き続き、有意にマグマ起源成分の寄与を示す 3He/4He 比

が得られ、大気補正 3He/4He 比は 7.4 RA であった。一方他の地点では大気成分が卓

越しており、マグマ起源ヘリウムはごくわずかにしか検出されなかった。有村の試料

は二酸化炭素濃度も 40%以上と高く、δ13C 値も–7‰と火山ガスに典型的な値であっ

たのと対照的に、春田山の試料に 15%程度含まれる二酸化炭素はδ13C 値が–22‰と

非常に低いことから、有機物起源が示唆された。 
 
ⅶ) 阿蘇山 
 西山麓（南阿蘇村吉岡）の噴気地帯で採取した噴気試料の大気補正 3He/4He 比は

4.6 RA であり、前年度（5.0 RA）からほとんど変化はなかった。 
 
ⅷ) 九重山 
噴気の大気補正 3He/4He 比は 6.1 RA であり、前年度（6.8 RA）と大きな変化はなか

った。 
 
b) オンサイトマグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 
 平成 28 年度に導入した、可搬型でありながら高い質量分解能を持つ飛行時間型質

量分析計について、昨年度までに高感度化と低バックグラウンド化を主とした改良

を進め、火山活動の指標の一つと期待される 4He/20Ne 比を実験室で測定できる目処

は立っている。一方で 4He の 100 万分の 1 程度しか存在しない 3He については依然

として検出が難しかったため、大阪大学と共同で開発した同型の装置用のイオン検

出手法（Jensen et al., 2017）を本装置にも導入し、3He/4He 分析を試みた。大阪大

学と、可搬型質量分析計の実際の製造を請け負っている MSI.TOKYO 社と装置の仕
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様の検討を重ね、微量な 3He に由来する信号を電気的ノイズと識別して計数する、

パルスカウンティング法を開発した。2019 年 1 月に既存の可搬型質量分析計の本体

に搭載された FPGA のプログラム書き換えによりこの機能を実装させ、テストと性

能評価を継続している。また並行して、本装置によるヘリウムの検出感度そのものの

向上も試み、イオン源のアパーチャー径の最適化により同型機の市販モデルと比較

して 140 倍の高感度化が達成できている。 
 また火山ガスから He と Ne を選択的に分離するための多孔質セラミック膜の試作

品も完成し、その性能評価を行った。この多孔質セラミック膜は、いわゆる分子ふる

い効果を利用して、分子サイズの小さいヘリウムを選択的に透過させることを目指

している。しかし現状では、十分に径の小さい分子ふるいを作成することができてお

らず、ヘリウムのみならず他の気体分子も透過してしまうため、実用化には到ってい

ない。そこで他の方法として、加熱した石英ガラス管を用いた分離も検討した。一度

内部を真空にした石英ガラス管を大気に曝しておくと、大気中に含まれる様々な気

体分子のうち、単原子分子であり原子半径も小さいヘリウムとネオンが選択的に石

英ガラス管内に侵入する。透過率を高めるために石英ガラス管を 800℃に加熱し、1
時間かけて外気からガスを透過させたところ、石英ガラス管中に蓄積したガスのう

ち、ヘリウムとネオンはそれぞれ 1.5%と 6%を占めていた。大気中のもともとのヘ

リウムとネオンの濃度は 5.2 ppm と 18 ppm であるので、他の気体成分と比べてい

ずれも約 3000 倍濃縮できていることになる。今後はさらに選択性の高い条件と、よ

り短時間でこれら目的成分を集めることのできる高い透過率を達成できる条件を模

索していく必要がある。 
  
c) 高スループットマグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 
 本プロジェクトで独自に開発したトルクモーター駆動の自動バルブを用いたヘリ

ウム精製・分離ラインの一部自動化は完了している。また別予算で導入した四重極質

量分析計も問題なく稼働している。このヘリウム分離・精製ラインを用いて火山ガス

試料の分析や、上記で述べた可搬型質量分析計の評価を実施した。 
 
d) 熱水の兆候を示す底層水の採取法の検討 
 底層水を採取し、船上で真空容器等に捕集して実験室でヘリウム等の同位体組成

を分析する手法を開発するため、2018 年 7 月に、鰻池および周辺における観測を実

施した。鰻池底層（水深 57 m）, 表層（水深 1 m）の水を採水器で採取し、船上で

鉛ガラス容器に分取した。また、鰻池近傍 50 m 程度に位置する噴気（99.4℃）を鉛

ガラス容器に採取し、3He/4He 比を測定した。3He/4He 比の測定値は鰻池の底層で

0.87 Ra, 表層では 1.05 Ra であり、鰻池底層から大気よりも低い 3He/4He 比を持つ

流体が供給されている可能性が示された。近傍噴気における 3He/4He 比の測定値は

1 Ra よりも高く、鰻池底層の流体と異なる値を持つと考えられるが、4He/20Ne 比が

大気に近いため高精度での大気補正 3He/4He 比の評価はできなかった。このように

今年度は、底層水採取に必要な採水器を用いた観測手法の確認および、海底熱水調査
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でも重要と考えられる、周辺の陸上における熱水系との比較を含む火山活動調査を

実施することができた。今後は噴気・流体の持つ 3He/4He 比の評価を高精度で行う

ために、大気成分の混入を低減させるようサンプリング手法を改善すべきである。 
 
2) 水蒸気同位体比分析（再委託先・名古屋大学により実施） 

a) 噴煙試料の水蒸気同位体比分析に関わる技術開発 
 過年度に構築した、真空容器に採取して実験室に持ち帰った噴煙（大気）試料中の

水蒸気の高感度同位体比分析システムについて、実験室大気や模擬大気試料を対象

に試験測定を行い、当初予定の性能が出ることを確認した。これで真空容器に採取し

た噴煙（大気）試料に関して、含まれる水蒸気の同位体比が測定出来るようになった。

また 2017 年 7 月に霧島硫黄山、2017 年 11 月に薩摩硫黄島硫黄山、2018 年 7 月に

箱根山（大涌谷・上湯場）で噴煙（大気）試料を採取するとともに、含まれる水蒸気

の同位体比を測定した。また噴気孔で従来法（低温凝縮法）に基づく水蒸気試料採取

と分析を行った。霧島硫黄山や箱根山では、噴気孔周辺で採取した噴煙試料から、噴

気の水蒸気の同位体比が推定出来ることを確認した。 
 また前年度導入した火山フィールドにおける現場観測用のキャビティリングダウ

ン分光型水同位体比分析装置に対して、実験室内で試験測定を実施した。 
 
b) 自動噴煙試料採取装置の開発 
 製作した試作 1 号機の本体は、内容量 2.6 L（250 mm×170 mm×90 mm）の市販

のプラスチック容器の中に納めており、重量は 1 kg である。市販のものを改造した

SO2 センサーにより SO2 濃度をモニタリングし、外気の SO2 濃度が高い、すなわち

火山ガス濃度が高い時にポンプを駆動することで、上記のプラスチック容器の外に

接続したデドラーバッグに、外気を捕集する。外部からの制御は必要としない自律型

であり、動作中の SO2 濃度も同時に記録できる。2019 年 2 月に霧島硫黄山で動作試

験を行い、問題なく噴煙試料を採取できていることが確認できたが、数日後にポンプ

が故障していることが分かった（写真 1）。これは吸引した SO2 による腐食に起因す

るものであり、使用後に十分な洗浄が必要であることが明らかになった。 
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写真 1. 霧島硫黄山における動作試験の様子 
 
 

3) 活火山の地球化学的モニタリング（再委託先・東海大学により実施） 
 噴気にはマグマに由来する成分と、熱水系に由来する成分が含まれており、その比

はマグマ脱ガス活動の良い指標となる。ここでは、マグマ及び熱水系に由来する成分

として、それぞれ He と CH4 を用いて成果を説明する。 
 箱根山において、毎月火山ガス試料の採取・分析を実施した。火山ガス試料として

地熱地帯である大涌谷と上湯場で自然に噴出している噴気（それぞれと N と S とす

る）を用いた。N 噴気の He/CH4 比は 2018 年 4 月に 0.021 で、2019 年 3 月にかけ

て緩やかに 0.010 まで低下した（図４）。S 噴気の He/CH4 比は 2018 年 4 月に 0.025
で、それ以降変化が少なく 2019 年 3 月には 0.018 であった。N および S 噴気の

He/CH4 比は 2017 年の 9 月に極大値（N=0.044、S=0.029）が記録され、2019 年 3
月まで減少する傾向が継続している。これらのことから、箱根山では現在までマグマ

脱ガス活動が低調であると推定される。 
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図 4．箱根山噴気成分比の時間変化．赤線は気象庁の観測による地震回数 
 
 草津白根山においては、5 月、6 月、8 月、10 月に山頂北側地熱地帯で噴気の採取・

分析を行った。火山活動に敏感な W 噴気の He/CH4 比は 6 月に極大に達し、その後

低下した（図 5）。6 月の極大値（5.2）は、4 月末に発生した白根山群発地震の影響

と考えられる。群発地震と同期してマグマ脱ガス活動が活発化し、その影響が W 噴

気に現れたと考えられる。このマグマ脱ガス活動は 10 月までに急速に衰えたと推定

される。なお 10 月以降は積雪のため山頂域へアクセスができなくなり、以後の試料

採取は行わなかった。2018 年 1 月の地震数増加は，本白根山の噴火に対応している。 

 

図 5．草津白根山噴気成分比の時間変化．赤線は気象庁の観測による地震回数 
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 霧島硫黄山において、5 月，10 月，1 月に山頂地熱地帯で噴気の採取・分析を行っ

た。火山活動に敏感な a 噴気の He/CH4 比は、2018 年 1 月に極大に達し，その後減

少した（図 6）。霧島硫黄山では 4 月に小規模な水蒸気噴火が発生している。10 月に

He/CH4 比は 1.0 まで低下したが、2017 年 5 月に記録された極小値である 0.6 より

は高く、依然として噴火のポテンシャルが維持されている可能性が高い。 

 

図 6．霧島硫黄山噴気成分比の時間変化．赤線は気象庁の観測による地震回数 
 

 
(d) 結論ならびに今後の課題 
 草津白根山においては、2018 年 1 月の本白根山の噴火とその後の白根山直下の地震活

動の活発化に対応すると思われる火山ガスの 3He/4He 比の変化が観測されている。一方霧

島山硫黄山の山頂噴気の 3He/4He 比の経時変化は、新燃岳の噴火前には増加、噴火後には

減少する傾向を示した。これらの経時変動は、地下に異なる 3He/4He 比を持つ２つのガス

供給源を想定する必要がある。高い 3He/4He 比を持つガスの供給源はマグマだまりであり、

火山活動の活発化に伴いマグマだまりからのガス供給量が増加すると、低い 3He/4He 比を

持つガスの供給源からの寄与は相対的に減少し、噴気の 3He/4He 比は上昇すると考えられ

る。また噴火後は、マグマだまり起源のガスの供給量が減少し、低い 3He/4He 比を持つガ

ス供給源からの寄与が相対的に大きくなるため、噴火後に 3He/4He 比は低下すると考える

ことができる。このように 3He/4He 比の経時変化は、スペイン・カナリア諸島の El Hierro
島で 2011 年の噴火の際に観測された、火山性微動の活発化などにも先行する噴火活動の

先駆的現象（Padrón et al., 2013） と同様に、マグマだまりにおけるガスの圧力変化を反

映している可能性があり、火山近傍の定点における 3He/4He 比の定期観測が、火山の活動

度を監視する上で有用である可能性を示唆している。その他の火山（伊豆大島、箱根山、

桜島、那須岳、阿蘇山、九重山）でも平常時の 3He/4He 比のデータが得られた。これらは

各火山の今後の活動度を評価する上できわめて重要な基礎データであるが、試料採取地点
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の数が増加する一方であるため試料採取・分析ともにマンパワーが限界に達しつつあり、

今後はポスドク雇用の財源の確保や、活動度のモニタリングに適した地点のみの継続測定

に絞る効率化などの対策を取る必要がある。 
 2018 年度に箱根山で火山ガスを繰り返し採取・分析し化学組成の変動を調べた結果、

2017 年 5 月～10 月にかけて起きた極めて小規模な火山活動活発化の後に緩やかな活動度

の低下傾向が認められた。草津白根山では 2018 年 4 月の地震活動活発化に対応した化学

組成の変動が観測されたが、2018 年 10 月には早くも反転する傾向が明確になった。火山

ガスの化学的なモニタリングは採取・分析に手間と時間を要する。今後の課題としてポス

ドクの確保が挙げられる。平成 30 年度まで東海大の研究費によりポスドクを雇用し、火

山ガスのモニタリングに従事させてきた。東海大の研究費は平成 30 年度末で終了となる。

箱根山や草津白根山でのモニタリングを継続するには平成 31 年度以降もポスドクを確保

する必要がある。 
 装置開発の面では、可搬型質量分析計やヘリウム分離・精製ラインの開発はおおむね順

調に進行している。水蒸気の同位体比測定では、噴気孔にアクセス可能な火山噴気帯で真

空容器を用いて採取した噴煙試料を実験室に持ち帰って噴煙中の水蒸気（H2O）や水素（H2）

の安定同位体比分析を実現するとともに、ここで得られた結果から大気の寄与を補正する

ことで、噴気孔における安定同位体比や平衡温度を遠隔から求める手法に関して、およそ

確立の目処が立った。またドローン搭載用の自動噴煙試料採取装置の開発では試作 1 号機

が完成するとともに、噴気地帯における地上作動試験を前倒しで実現することで、ドロー

ン搭載試験への移行に目処が立った。今後とも地上作動試験を継続するとともに、試作機

で採取した噴煙試料と、これとは別に、従来法を用いて手動で採取した噴煙試料について、

含まれる水蒸気（H2O）や水素（H2）の濃度や安定同位体比を求めて両者を比較し、試作

1 号機を用いた試料採取法に問題が無いか検証をするともに、自動噴煙試料採取装置のさ

らなる安定性や軽量化などの実現を目指して改良を進める。 
 底層水の採取法を鰻池で検討し、湖水の 3He/4He 比等と水温・pH の測定が可能である

ことを確認した。今後は他のサイトでも採水法を検討するとともに、手法の確立に向けて

測定項目を増やしていく。また、流体・噴気の持つ 3He/4He 比を高精度で評価するため、

大気成分の混入を低減させることを目指してサンプリング手法の改良を進める。 
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(3) 令和元年度業務計画案 
1) 火山ガス中マグマ起源成分観測技術の開発 

ａ) プロジェクトの総合推進 

 下記 b)の技術開発を進めつつ、東海大学と気象庁・気象研究所の協力を得て箱根山、

草津白根山、伊豆大島、桜島、霧島山硫黄山、九重山、阿蘇山、那須岳等の各火山に

おいて火山ガス・温泉ガス・土壌ガス等を採取し、ヘリウム・炭素・水素（再委託先、

名古屋大学ならびに東海大学が実施）・酸素（同）等の同位体比の平常時のデータを蓄

積するとともに、本プロジェクトを通して将来開発する装置群による集中観測や、ヘ

リウム－炭素同位体オンサイト測定システムによる連続測定を実施する、火山や観測

地点の選定に向けての同位体比情報の網羅的解析を行う。 

 観測にあたっては、本事業課題 B サブテーマ 4 が実施する予定の機動観測と可能な

限り時期を合わせて試料採取を行い、連携を図る。また同じくサブテーマ 1 で、ミュ

オグラフィによる火山透視画像の提供開始が予定されている桜島についても、観測用

ボアホール等のガスについて定期的な採取とヘリウム－炭素同位体比分析を開始し、

山体内部構造の変化と温泉溶存ガスの同位体比との対応を調べる。 

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発

生した場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・

リーダーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、ここで実施する現

地観測について、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを可能

とする。 

 

ｂ) マグマ起源ヘリウム測定に関わる技術開発 

 過年度までに開発してきた、高スループットのマグマ起源ヘリウム分析システムと、

可搬型質量分析計それぞれの性能評価のために、草津白根山の火山ガスおよび周辺の

温泉水溶存ガスを両方のシステムで分析して結果を比較するとともに、草津白根山周

辺の 3He/4He 比マップを作成する。課題 B サブテーマ 4 で予定されている集中観測に

よって得られる地下比抵抗構造とこれを対比させ、地下深部の熱水系に関する知見を

得る。 

 

ｃ) 熱水の兆候を示す底層水の採取法の検討 

 底層水やガス試料を真空容器等に捕集し、実験室でヘリウムや炭素等の濃度・同位

体比を測定する手法の検討を薩摩硫黄島周辺で実施し、年度内にこの手法を確立する。

薩摩硫黄島での業務に関しては九州大学の協力を仰ぐ。 

 

 

2) 水蒸気同位体比分析（再委託先：名古屋大学） 

ａ) 噴煙試料の水蒸気同位体比分析に関わる技術開発 

 前年度に構築した水蒸気の安定同位体比分析システムの改善・フィードバックを完

了する。主に噴気孔にアクセス可能な火山噴気帯で真空容器を用いて採取した噴煙試
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料を実験室に持ち帰って分析することで、噴煙（プルーム）中の水蒸気（H2O）の安定

同位体比を分析するとともに、噴気孔で直接採取することで決定した水蒸気（H2O）の

安定同位体比と比較することで新手法の確度を確認する。 

 

ｂ) 自動噴煙試料採取装置の製作 

 前年度に製作した噴煙試料自動採取装置の作動試験を継続し、年度内に運用可能に

する。 

 

 

3) 活火山の地球化学的モニタリング（再委託先：東海大学） 

 箱根山、草津白根山、霧島山硫黄山等において、従来型の噴気の人手による繰り返

し採取と分析を行い、活火山の地球化学的モニタリングを実施する。 

 紫外線パルス蛍光法を利用した火山ガス成分連続観測装置を開発する。第１号機は

可搬型とし、箱根山等において、大気に拡散した火山ガス濃度の時間変化や、ガス成

分分布を調べ、次年度以降の連続観測の定点を選定する。 

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発

生した場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・

リーダーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、ここで実施する現

地観測について、その一部もしくはその全てを、緊急観測に代えて実施することを可

能とする。 

 

 

 なお、上記 1）2）3）で得られたデータは連携する本事業課題 A に提供する。 
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３．４ 火山内部構造・状態把握技術の開発 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 先端的な火山観測技術の開発 
サブテーマ４ 火山内部構造・状態把握技術の開発 

 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 
東京大学・地震研究所 

同上 

同上 

北海道大学・理学研究院 

同上 

東北大学・理学研究科 

同上 

同上 

東京工業大学・理学院 

同上 

九州大学・理学研究院 

同上 

同上 

神奈川県温泉地学研究所 

同上 

神戸大学海洋底探査センター 

名古屋大学・環境学研究科 

鹿児島大学・理工学研究科 

気象庁地震火山部火山課 

同上 

教授 

准教授 

助教 

教授 

准教授 

教授 

准教授 

助教 

准教授 

講師 

教授 

准教授 

准教授 

主任研究員 

主任研究員 

センター長・教授 

教授 

教授 

火山対策官 

火山機動観測管理官 

森田 裕一 

大湊 隆雄 

小山 崇夫 

橋本 武志 

青山 裕 

三浦 哲 

山本 希 

市來 雅啓 

神田 径 

寺田 暁彦 

清水 洋 

松本 聡 

相澤 広記 

本多 亮 

行竹 洋平 

巽 好幸 

山岡 耕春 

中尾 茂 

宮村 淳一 

竹中 潤 

morita@eri.u-tokyo.ac.jp 

takao@eri.u-tokyo.ac.jp 

tkoyama@eri.u-tokyo.ac.jp 

hasimoto@mail.sci.hokudai.ac.jp 

aoyama@mail.sci.hokudai.ac.jp 

satoshi.miura.a7@tohoku.ac.jp 

mare.yamamoto@m.tohoku.ac.jp 

ichiki@m.tohoku.ac.jp 

kanda@ksvo.titech.ac.jp 

terada@ksvo.titech.ac.jp 

hshimizu@kyudai.jp 

matumoto@sevo.kyushu-u.ac.jp 

aizawa@sevo.kyushu-u.ac.jp 

ryou@onken.odawara.kanagawa.jp 

yukutake@onken.odawara.kanagawa.jp 

tatsumi@diamond.kobe-u.ac.jp 

kyamaoka@seis.nagoya-u.ac.jp 

nakao@sci.kagoshima-u.ac.jp 

junmiyamura@met.kishou.go.jp 

j-takenaka@met.kishou.go.jp 

 
 
(c) 業務の目的 

近い将来噴火する可能性が高いと思われる火山や、噴火した際に大きな災害になる可能

性の高い火山において機動的な観測や電磁気構造探査を実施し、取得したデータを解析し、

観測時点における火山活動度、及び火山直下での構造を明らかにする。それらのデータや

解析結果をデータベースとして保存するため本事業の課題 A の課題責任機関に提供する。

具体的には、霧島山、箱根山、倶多楽、三宅島、草津白根山、蔵王山、有珠山、伊豆大島、

富士山、新潟焼山などの約 10 火山で、それぞれの火山の特質を考慮して、毎年２火山程度

をそれぞれの火山について約２年間の機動的な観測または電磁気構造探査を実施して、各

火山のその時点での火山内部状況を示す詳細な震源分布、地震活動、全磁力分布、山体膨
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張等のうち可能なものいくつかの調査、または電磁気構造探査を実施して地下比抵抗３次

元構造を明らかにする。これらの結果は、将来火山活動の変化が見られた時の切迫性評価

の基準となる。そのため、整理の終わった観測データや解析結果を本事業の課題 A に提供

し、広く活用を図る。また、機動的な観測や探査を実施する際には、火山研究人材育成コ

ンソーシアムと連携をはかり、次世代の火山観測研究の担い手をポストドクターとして雇

用する他、大学院博士課程の学生で機動観測とそのデータ解析に参加を希望する若手人材

をリサーチアシスタントとして受け入れ、現場教育も併せて行うように努める。 

 このような観測で得られたデータを即時的に解析するためのツールとして、地震計アレ

イデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性地震活動総合解析シ

ステム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムを開発する。これらのツ

ールは、個々の火山の特性や環境を無視した画一的な仕様では実用的なものとはならない。

そのため、色々な条件下（例えば、観測点の配置、観測点密度、地形）で実施する機動観

測で利用して改良を重ね、より広く利用できるツールの作成を事業期間中に目指す。 

 

(d) １０か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成 28 年度： 

最近、熱活動が見られる霧島山硫黄山の現状を把握するために、硫黄山周辺で地殻変

動観測、地震計アレイ観測、電磁気観測を実施し、地震活動、地下比抵抗構造、地盤変

動の圧力源の場所から、硫黄山浅部の地下の内部状況の把握に資するデータを取得し、

地下比抵抗構造と震源域の関係について予察的な結果を得た。 

観光地に近く、水蒸気噴火が発生すると大きな被害が予想されるにもかかわらず、地

下構造をはじめ、ほとんどの情報がない倶多楽において、水蒸気噴火の際に大きな影響

を与える熱水溜まりの位置の推定に有用な地下比抵抗構造の探査を、平成 29 年度に約

50 地点で実施する予定である。そのための準備として、観測予定点の用地交渉を行うと

共に、観測環境が悪いと予想される地点でノイズ調査を行った。また、現時点での地盤

変動、地震活動についても調査した。 

2015 年に小規模な水蒸気噴火が発生した箱根山では、地盤変動の解析から深さ 8 ㎞付

近にマグマ溜まりが存在すると推定されている。しかし、これまで分解能が高い地震波

速度構造が推定されていないため、マグマや熱水の供給系についての情報が不足してい

る。そのため、箱根山周辺に機動的に地震観測点を増設して、詳細な３次元地震波速度

構造を推定するための観測を開始した。 

平成 30-31 年度実施予定の三宅島及び平成 31-32 年度実施予定の草津白根山の機動観

測の準備を行った。 

本事業で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性

地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムな

どのツールの開発を開始した。平成 28 年度は、上記のうち、地震計アレイデータ解析シ

ステムの開発を先行して進めた。 

本事業の本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ
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代表者会議、本課題の進捗状況の確認及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテー

マ推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に

必要な観測機材を計画的に整備した。 

 

2) 平成 29 年度： 

前年度に予備調査を実施した倶多楽の地下比抵抗構造の探査を実施した。探査領域は

登別温泉を含む東西約 15 ㎞、南北約 10 ㎞の範囲の 49 地点で探査を実施した。得られ

たデータを解析し、この地域の３次元地下比抵抗構造の推定を行い、予察的な結果を得

た。 

前年度に引き続き霧島山硫黄山、箱根山における機動観測を継続した。また、次年度

以降に予定されている三宅島と草津白根山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。 

 

3) 平成 30 年度： 

三宅島では 2000 年噴火から 17 年以上が経過し、前回の噴火後に収縮していた山体も

2006 年以降は膨張に転じ、次期の噴火の準備が始まっている。また、現在も極めて規模

の小さな火山性地震が多数発生している。2000 年噴火前は山腹噴火が続いてきたが、

2000 年噴火により火道の状況が大きく変わったため、次の噴火様式の予想が困難である。

火道が開放されているときには、火口浅部で長周期地震の発生することが予想されるが、

火口近傍に広帯域地震計が設置されていないため、その詳細な活動は不明であった。三

宅島において長周期地震・微動活動の有無を確認するため、機動的に広帯域地震観測を

実施し、長周期地震活動のデータを取得した。また、これまでに取得した MT 観測データ

を整理し、地下比抵抗３次元構造の推定を試みた。 

前年度に引き続き霧島山硫黄山、箱根山における機動観測を継続し、データの解析を

進め、水蒸気噴火を引き起こす火山の地下構造を求めた。また、2018 年１月 23 日に草

津白根山（本白根火砕丘付近）で小規模な水蒸気噴火が発生したことから、当初令和２

年度以降予定されていた草津白根山の機動観測の一部を前倒しし、地震観測の一部を開

始した。また、電磁気構造探査の準備を進めた。さらに平成 30 年１月に噴火警戒レベル

が２に引き上げられた蔵王火山は，平成 25 年頃から深部低周波地震の活動が高まり，し

ばしば火山性微動が観測されるようになるなど，中期的観点から着実に噴火の切迫性が

高まっている．そのため，平成 32～33（令和 2～3）年度に実施予定であった蔵王火山の

機動観測計画の一部を前倒しし、既存観測網の手薄な想定変動域東側に空振計、傾斜計
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を設置するとともに、次年度以降に実施する機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。さらに、長期的に活動が上昇している伊豆大島にお

いて緊急観測を実施し、多くの研究者の参加を得て、全国の研究者が協力して調査観測

研究を実施する体制を確認した。 

 

4) 令和元年度： 

草津白根山では、2014 年３月以降火山活動が活発に推移し、水蒸気噴火の発生が懸念

されている。この火山では、深部の構造が求められておらず地表への熱の供給源である

マグマ溜まりの深度が判っておらず、長期に継続する活動の今後の見通しを立てるため

の情報が不足している。そのため、広域に MT 観測等を行うことにより、深さ 10km 程度

までの地下比抵抗構造を明らかにし、マグマ溜まりの位置の推定を目指す。同時に熱観

測等も実施する。 

前年度に引き続き三宅島、箱根山、霧島山における機動観測を継続する。また、次年

度予定されている蔵王山での機動観測の準備を進める。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進め、アルゴリズムの確定、プロトタイプの完成を目指す。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備する。 

 

5）令和 2 年度： 

蔵王山では、約 3 万年前に馬の背カルデラが形成され、その後カルデラ内に発達した

火口湖御釜および近傍の地熱地帯において断続的な火山活動が現在まで継続している。

有史以降も数十年間隔で水蒸気噴火や泥流が発生しており、降灰や酸性水による土壌汚

染等の災害を引き起こしてきた。2011 年東北地方太平洋沖地震以後、マグマ活動を示唆

する深さ 20～35km で発生する深部低周波地震の活動が活発化し、2013 年以降は浅部に

おける火山性地震・火山性微動や熱消磁の発生が認められている。機動的な広帯域地震

観測、地殻変動観測、電磁気観測等を実施して熱活動の詳細を明らかにし、地下の流体

供給路・破砕帯の分布から、想定される火口の位置を推定することを試みる。 
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前年度に引き続き草津白根山における機動観測を継続する。また、次年度予定されて

いる有珠山での機動観測の準備を進める。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析

システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連

続解析システムなどのツールのプロトタイプの開発を継続する。実データで利用し、実

用化に際しての問題点を明らかにする。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

6) 令和 3 年度： 

有珠山では、令和 3 年度時点では前回の噴火から 20 年以上が経過し、次回の噴火が

近づいている時期にあたる。これまで有珠山では噴火前に有感地震が多発し、地震活動

のピークを過ぎてから噴火が開始するという現象が何度か再現しているが、1910 年、

2000 年噴火のように山腹噴火の場合には地震発生から約３日後に噴火、山頂噴火した

1977 年では約１日後に噴火するなど同じ現象が繰り返すとは限らない。噴火前の地震活

動のメカニズムを解明することが、有珠山の噴火切迫性評価に重要である。地震活動を

精密に調査するとともに、地下比抵抗構造を明らかにする。また、地震発生と相関があ

る地下からの火山ガス（土壌 CO2）放出量についても測定を行う。 

前年度に引き続き、蔵王山での機動観測を継続する。また次年度予定されている伊豆

大島での機動観測の準備を行う。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析

システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連

続解析システムなどのツールのプロトタイプの開発を継続する。実データで利用し、実

用化に際しての問題点を明らかにする。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を図るためサブテーマ推進会議を開

催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観測機材

を計画的に整備する。 

 

7) 令和 4 年度： 

伊豆大島は前回の噴火から現時点で既に 30 年以上が経過し、平均的な噴火間隔（30～

40 年）に近づいている。火山性地震は山体膨張と極めて良い相関を持つという特徴があ

り、マグマ溜まりの状況把握と噴火切迫性を評価するために精度の高い地震活動の観測

は有用である。また、前回の噴火では噴火の約３ヶ月前から間欠的な火山性微動が発生

し、その後連続微動となって噴火に至った。このようなことから、現在の状況及び将来
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の噴火時の緊急観測に備えるため、広帯域の地震計アレイ観測を実施し、地震活動度の

時空間変化を捉え、火山内部の状態把握を行い、将来の噴火切迫度評価の際の基準とす

る。 

前年度に引き続き、有珠山での機動観測を継続する。また、次年度に予定されている

富士山での機動観測の準備を行う。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析シ

ステム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続

解析システムなどのツールの実用化に向けて開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

8）令和 5 年度： 

富士山ではすでに各種観測が実施されているが、火山ガスの観測についてはあまり進

められていない。火山ガスの成分変化は噴火切迫性の評価に有効であると思われるが、

わが国ではそれほど実績がない。課題 B サブテーマ３「地球化学的観測技術の開発」で

開発予定の火山ガス観測システムを用いて火山ガス成分の変化を追跡するとともに、火

山ガス、温泉溶存ガスの分布と関連が深い富士山周辺の地下水分布を、広域に MT 観測を

実施し、地下比抵抗流体流動解析システムを用いて地下比抵抗構造を推定する。 

前年度に引き続き伊豆大島での機動観測を継続する。また、次年度予定されている新

潟焼山での機動観測の準備を行う。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析シ

ステム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続

解析システムなどのツールの実用化に向けて開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

9) 令和 6 年度： 

新潟焼山は、小規模ながら 20 世紀に６回の噴火活動を経験している。2015 年末から

噴煙を高く上げるようになり、2016 年５月には 18 年ぶりに降灰も確認されるなど、活

動度が低い火山ではないと認識すべきである。近年は水蒸気噴火を繰り返しているが、

250 年前には住居地域へ到達する火砕流を噴出するなどの記録があり、マグマ噴火も懸

念されている。また、冬季には小規模な噴火によっても融雪型火山泥流により居住地域

に被害を及ぼす可能性がある。しかし、自動車の通行できる道路がないなどアクセスが
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悪いことから、これまで地質調査以外の調査・研究の対象はあまりなされていない。こ

のように、活動の実態がほとんど調査されていない火山は、噴火切迫度を評価するにし

ても基準がないので、その基準となる観測データを取得することが重要である。新潟焼

山の地下比抵抗構造を明らかにするため、MT 観測を実施する。また、広帯域地震観測も

並行して実施する。可能であれば空中磁気測量を行い、全磁力分布を明らかにする。 

前年度に引き続き、富士山での機動観測を継続する。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性

地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムな

どのツールの実用化に向けて、実用化のための開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を図るためサブテーマ推進会議を開

催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造の探査に必要な観測機

材を計画的に整備する。 

 

10）令和 7 年度： 

前年度に引き続き、新潟焼山での機動観測、地下構造の探査を継続する。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールを実用化し、行政官庁、研究者コミュニティに公開する。 

本課題を総括するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会議、本

サブテーマ推進会議を開催し、事業の成果をまとめる。 

 

(e) 平成 30 年度業務目的 

火山噴火切迫性の評価に必要な火山内部構造と内部状態の把握のため、活動的な火山

において機動観測を着実に進め、切迫性評価の基準となる観測データを取得する。また、

切迫性評価に必要な情報を観測データから抽出するための解析するツールの開発も行

う。 

三宅島で広帯域地震機動観測を開始する。ここで得られた観測データから、現時点の

三宅島の火山活動の評価に資する解析を開始する。三宅島では、2000 年噴火により、マ

グマ溜まりと火口を結ぶ火道の状態が大きく変化し、噴火の様式に大きく影響を与える

地下水の状況も変化したと考えられる。来年度実施予定の MT 探査による噴火後の地下

比抵抗構造の時間変化を推定に備えて、既存のデータの解析を行う。 

また、霧島山では、水蒸気噴火が発生した硫黄山付近の構造と地震活動から地下の状

態を把握する技術の開発を目指した研究を推進する。さらに、箱根山では、これまでの

観測データを整理し、地震波速度構造を推定し、深部構造と水蒸気噴火の関連に関する

研究を進め、噴火を引き起こす環境についての情報を収集する。 
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さらに、平成 30 年 1 月に噴火した草津白根山や平成 30 年から活動が高まっている蔵

王山については、来年度以降の計画の準備を着実に進めるとともに、その一部を前倒し

して実施する。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムのツールを開発する。開発を先行して進めた地震計アレイデータ解析システムにつ

いては、試験運用を進めて課題の洗い出しを行う。地下比抵抗・熱水流動解析システム

については、地下比抵抗解析を効率的に進めるツールの開発を進めるとともに、地下比

抵抗から地下の内部状態を推定するために必要なシミュレーションツールを整備する。

火山性地震活動総合解析システムについてはアルゴリズムの検討、遠隔熱情報解析シス

テムは運用のための基礎技術の開発、地震波動場連続解析システムはユーザーインター

フェースの検討を進める。 

本課題を円滑に推進するため、同一課題のサブテーマ代表者会議を開催し、サブテー

マ間の連携の強化を図る。本課題の参加者、研究協力者を集めたサブテーマ推進会議を

開催し、事業の進捗状況の把握、次年度以降の実施計画の詳細を検討する。本課題で行

う機動的観測や地下構造探査に必要な観測機材を計画的に整備する。平成 30 年度は、広

帯域地震計とその記録装置を３セット整備する。 

本事業の課題Ａ火山データの一元化への協力を推進する。 
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 (2) 平成 30 年度の成果 

(a) 業務の要約 

 火山噴火切迫性を評価するための基準となる現時点での火山活動や地下構造の調査を、

三宅島火山、霧島火山及び箱根火山において実施した。三宅島火山においては、広帯域地

震計を３点設置し、観測を開始した。噴気活動の活発な火口内南側の地下浅部で小さな地

震が多く発生していることがわかった。2019 年度実施予定の MT 探査と比較するため、2012

年実施した MT 探査の解析を行い、三宅島の浅部構造を明らかにした。霧島火山及び箱根火

山においては、水蒸気噴火を引き起こす場としての特徴を捉えるため、地下構造の推定の

関する解析を進めた。また、当初は次年度以降に機動観測を実施予定であった草津白根火

山と蔵王火山においては、噴火の発生や活動の活発化に伴い、機動観測の一部を前倒しし

て実施した。 

観測現場において得られたデータから噴火切迫性の即時的な評価を支援する地震計ア

レイデータ解析システムは運用試験と改良を行っている。地下比抵抗・熱水流動解析シス

テムについては、地下比抵抗構造を推定する際に利用する便利なツールの開発を進め、次

年度以降に研究者へ提供する準備を始めた。また、火山性地震活動総合解析システム、遠

隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システム等のツールの開発を継続した。 

本事業を包括的に推進するため、博士研究員の雇用やリサーチアシスタントの雇用を通

して、火山人材育成コンソーシアムと連携をはかった。また、本課題内の連携をはかるた

め、情報交換を行った。 

 

(b) 業務の成果 

1)機動的な観測及び電磁気構造探査による精度の高い火山内部構造・状態の把握 

a)三宅島における機動観測 

ⅰ）三宅島火山における広帯域地震機動観測 

三宅島では 2000 年に発生した噴火から既に 20 年近くが経過し、近年の噴火間隔

（約 20 年程度）から、次期の活動期がそれほど遠くないと予想される。2000 年噴

火活動の終息とともに地震活動、地盤変動、火山ガスの放出等が示す火山活動が低

下の一途をたどってきたが、最近はその低下傾向も収まり、GNSS 観測では一部の基

線長が伸張に転じ、次期の噴火に向けた準備が始まっていると思われる。また、現

在でも火口近傍の浅部で多数の微小な地震が多数発生している。これらの三宅島の

浅部で発生している地震活動の詳細を把握するため、2018 年 12 月より三宅島の山

頂（雄山）近傍に広帯域地震計を３地点に設置し、観測を開始した。三宅島では気

象庁、防災科学技術研究所、東京都が地震観測を実施しているが、火山活動に特有

の長周期の振動現象を捉える広帯域地震観測点が山頂付近に少ない。そのため、山

頂を取り囲むように本事業で広帯域地震計を３点設置し、既設観測点のデータと併

せて、地震活動の詳細とともに長周期振動の発生の有無について調査することにし

た。既設観測点と本事業で設置した広帯域地震観測点（３地点）の場所を図１及び

表１に示す。三宅島での広帯域地震観測点が設置防災科学技術研究所の観測点４点

に本事業で設置した３点が加わり、長周期振動観測網が充実した。 
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図１．三宅島の地震観測網。 ★が本事業で設置した広帯域地震観測点 

既設の観測点 ■：気象庁、●：防災科学技術研究所、▲：東京都 

 

   表１．本事業で三宅島に設置した観測点 

観測点名 緯度(度) 経度（度） 標高（m） 

雄山北(OYMN) 34.09891 139.53289 516 

雄山西(OYMW) 34.09048 139.50992 451  

雄山南(OYMS) 34.06638 139.52056 383 

 

本事業で設置した広帯域地震観測装置の構成は以下の通りである。いずれの観測

点も山頂に近いため、商用電源や電話回線が利用できず、太陽電池パネルによる電

力供給により運用することにし、データ伝送は携帯回線網を利用することにした。

しかし、OYMS は携帯回線の利用圏外であり、現時点では仕方なくデータを現地収録

に拠っている。今後、何らかの方法でデータ伝送する方法を見つけたい。 
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 広帯域地震計 Nanometrics Trillium 120PH（孔内設置型、120 秒計) 

         ジンバル付き、設置時の許容傾斜 5 度以内 

 記録装置   計測技研 HKS9700（24 ビット分解能、100Hz サンプリング、 

        入力±15V） 

 データ伝送  OYMN、OYMW：ユビキタスモジュール（携帯回線）で 

         間欠データ伝送 

        OYMS：携帯回線網利用圏外のため、伝送方式検討中 

           現在は現地収録 

 電源     太陽電池パネル 100W×４枚 

        ディープサイクル蓄電池（12V） 総容量約 500Ah 

 

地震計の設置に際しては、少しでも良好な SN 比の波形を取得するために図 2 のよ

うに深度 3m の縦穴を掘り、その中に広帯域地震計を設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 広帯域地震計の設置状況 

 

 

 

地震計設置孔の孔口 

地震計設置後の孔内．こ

の後，孔口まで珪砂を入

れて地震計を埋設する． 
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図 3. 観測点の一例（OYMS 観測点）。手前のマンホールに地震計が設置されている。 

 

広帯域地震計設置後から平成 31 年 3 月 20 日までのデータを、他機関の地震波形

データと併せて解析し、本事業で設置した観測点のノイズレベルを調査した。気象

庁が設置している火口に最も近い観測点（MYCR）と旧村営牧場にある観測点（MJON）

を参照にして、ノイズレベルを比較した。各観測点の上下動成分の地震波形に１～

32Hz のバンドパスフィルターを通して RMS 振幅を計算し、１時間ごとの中間値の時

間変化を求めた。各観測点の RMS 振幅は図 4-1 及び図 4-2 の下図に示した。本事業

で新設した観測点のノイズレベルは、気象庁の２つの既設観測点の間にあり、ノイ

ズレベルで見る限り比較的良好な観測点であると言える。この図で明らかなように、

三宅島においては、３～４日周期でノイズレベルが大きく変化する。これは、火口

からの距離にかかわらずどの観測点においても同様の時間変化を示すことや観測さ

れた波形の特徴から、天候の変化、特に風や波浪による影響であろうと思われる。

特に、三宅島では冬季に季節風が強く、このような３～４日周期で振幅が大きく変

化する地動ノイズが観測されると思われる。新設した観測点のうち、雄山北では他

の２点に比べて、時々ノイズの振幅が大きくなる。特に、2019 年１月中旬から２月

下旬にかけて顕著である。これは、雄山北観測点の設置場所が雄山の北側の植生の

発達していない傾斜地にあり、しかも太陽電池の背面が北側（斜面の下る方向）を

向いており、季節風を強く受けて太陽電池架台を振動させている可能性が高いと考

えられる。今後、ノイズ軽減に向けた対応を考えたい。 

既設の地震観測点に本事業で設置した３点のデータも加えて、三宅島浅部で発生

する地震の検出と震源再決定を行った。平成 30 年 12 月 13 日の設置後から平成 31

年 3 月 20 日までの約３ヶ月間で地震として検出されたものは約 1140 イベントで、

そのうち 265 イベントについて、４観測点６要素以上の初動の読み取りができ、震

源の推定が可能であった。地震の日別回数を図 4-1 及び図 4-2 の上図に示す。地震
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の日頻度は１～40 回と変化するが、明瞭な群発性や本震―余震様式の活動のパター

ンを取っていない。推定された震源を図 5 に示す。震源は雄山山頂直下の海抜約 2

㎞以浅の極めて狭い領域に集中している。この震源域は、噴気を多量に発生してい

る火口内南側噴気地帯の直下に対応している。この領域の震源分布は後述のように、

地下比抵抗構造との対比を考えるに極めて重要であり、本事業の観測点の新設によ

り、震源推定精度の向上が見込まれる。 

 

 

 図 4-1. 2018 年 12 月 20 日から 2019 年 2 月 4 までの三宅島浅部で発生する地震

の日別回数（上図）と、本事業で新設した３観測点のノイズレベル。 

 

 

図 4-2. 図 4-1 と同様の図。但し、2019 年 2 月 5 日から 3 月 20 日までの期間。 
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  図 5. 本事業で新設した３点と既設観測のデータを用いて推定した 2018 年 12月

14 日から 2019 年 3 月 20 日までの震源分布図。この間、265 地震の震源が推定で

きた。ほとんど、火口内の噴気孔直下の限られた領域の深さ 2 ㎞以浅で発生して

いる。 

 

以上のように、平成 30 年 12 月より三宅島で広帯域地震機動観測を開始し、その

観測点のノイズレベルをチェックし、有用な観測データが得られていることを確認

した。また、平成 30 年度末までの地震活動度や震源分布についても調査した。来年

度もこの調査を継続し、比抵抗構造と地震活動の関係を詳細に調査するとともに、

今後活動が活発になった時のベンチマークとして利用できるデータとして保存する

計画である。 
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ⅱ）三宅島における地下比抵抗構造の推定 

三宅島では 2000 年噴火の際に大規模な山頂部の陥没が起こり、マグマ溜まりか

ら火口までのマグマの経路である火道の状態に大きな変化があったと推定され、そ

れにより今後発生する噴火の様式は、これまでと大きく異なることが予想される。

特に、噴火様式に大きな影響を与えると考えられる地下水の構造が大きく変化した

と思われるため、三宅島の地下比抵抗構造の変化を調査することは極めて重要であ

る。三宅島においては、2019 年５～６月に地下比抵抗構造の探査を計画しているが、

それと比較するために過去に取得したデータから地下比抵抗構造を推定した。 

解析に用いたのは、2012 年夏に実施した MT 探査データで、図 6 に示す 14 点で

Metronix 社の ADU07 を用いて約１ヶ月間の観測を行った。これらのうち、12 点は北

東―南西方向に並ぶように配置され、この方向の２次元断面は特に精度よく構造が

推定できると期待できる。得られた電場と磁場の時系列データを BIRRP 法（Chave 

and Thomson, 20041））を用いて周波数毎のインピーダンスに変換した。その際の信

号の周期は 0.01～1000 秒の範囲で、17 の周期帯で解析した。この時、局所的なノ

イズを低減するためにリモートリファレンス処理（Gamble et al., 19792））を施し

ている。このようにして得られたインピータンステンソル及び地磁気変換関数を用

いて、３次元比抵抗構造を推定した。 

 

 
 図 6. 2012 年夏に実施した MT 探査の観測点の分布図 

３次元構造を求める際のメッシュは、図 7 のように、全体を 200 ㎞×200 ㎞×400 ㎞
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の十分に大きな領域を 45×45×59 に区切った上で、三宅島島内は、水平面内は 250m

×250m として、鉛直方向には海水面上は 40m のグリッドとし、深くなるに従いグリッ

ドサイズを大きくして、３次元インバージョンコード WSINV3DMT（Siripunvaraporn and 

Egber,20093））を用いて各グリッドの比抵抗値を推定した。 

 

 

図 7. 三宅島の３次元 MT 構造を推定する際に用いたメッシュの切り方 

 

ここで得られた３次元比抵抗構造を図 8 に示す。ここでは測線の方向に沿った北東

―南西の断面を示している。この図から 2012 年時点における三宅島の地下比抵抗構

造の特徴は以下のようにまとめられる。 

１）地表から 500m 程度まで 500Ωm 以上の高比抵抗構造（第１層と呼ぶ）が見られる。

これは溶岩流等を主体とした層で、地下水がそれほど多くない不飽和層であると考え

られる。 

２）第１層の直下から厚さ 500m～1 ㎞の範囲で１～５Ωm の低比抵抗構造（第２層と

呼ぶ）が見られ、山頂火口直下では火口南側の主噴気孔とつながっているように見え

る。気象庁の決めた震源をプロットすると、山頂下の低比抵抗の深さの範囲に低周波

地震の発生域が重なっているように見える。低比抵抗層は熱変成に生成された粘土層

の存在を示すとも考えられるが、地下水層が連結して電気を通りやすくしている可能

性もある。現在の噴気活動や山頂直下の地震活動との関連も含めて、2019 年度に実施

する比抵抗構造探査の結果も踏まえて、解明したい点である。 

３）第２層の下に 100～250Ωm の高比抵抗層（第３層と呼ぶ）が広がっている。火口

直下では上端が浅く周辺部になるに従い深くなっている。また、南西側から火口に近

づくにつれてより高比抵抗の部分が浅くなっている特徴が見られる。地震は、この高

比抵抗領域に対応して分布しているように見える。この領域についての解釈は色々考

えられるが、そのひとつとしてこの領域は山頂に続く火道域で、これまでの噴火の際

に供給されたマグマが噴火に際して脱ガスし、固結度の高い岩石が密集している。過

去のマグマ上昇運動により、多くの亀裂を生じており、その断層運動により微小地震



 

143 
 

が多発している可能性が考えられる。 

 

 

 
 

図 8. 2012 年 MT 探査テータを用いた三宅島の３次元比抵抗構造 

 

このように、2012 年夏に行った MT 探査のデータを解析して、この時点での比抵抗

構造が推定できた。三宅島の比抵抗構造の時間変化を推定するため、2019 年度に再度

MT 構造探査を計画している。今年度得られた構造と対比することにより、火山体構造

の時間変化が見いだせると期待している。 
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b)霧島山における機動観測 

ⅰ）霧島火山における噴火発生場の構造・物性モデルの作成 

霧島火山において、平成 28 年度〜29 年度に実施した地震(アレイ地震計・広帯域

地震計)・ 空振、地殻変動(水準測量・傾斜変動・GNSS 測量)、電磁気(全磁力・広帯

域 MT)などの集中観測の観測データの解析を行い、えびの高原(硫黄山)周辺の地震・

微動活動や浅部 地殻圧力源と比抵抗構造の時間・空間変化の特徴をまとめた。また、

同火山では現在も活発な火山活動が続いていることから、地震の連続観測や水準測

量・GNSS などの繰り返し観測を継続した。水準観測については、ⅱ)にその実施内

容を記載するが、これも含めてすべての観測データからえびの高原(硫黄山)の火山

噴火切迫度評価に資する「噴火発生場の構造・物性モデル」を作成した。観測の準

備作業とデータ処理(地震の験測・震源決定)を補助する技術補佐員を雇用した。観

測データの解析と構造・物性モデルの作成に従事するリサーチアシスタントを雇用

した。 

水準測量により推定された圧力源の位置を表 2 に示す。圧力源の位置は、2017 年

10 月以前は硫黄山噴気群の東側約 100ｍであったが、2017 年 10 月以降は硫黄山南

噴気孔の南側に存在していると考えられる。またその深さも、この地点の標高を

1300m と考えると、地表からそれぞれ、700m、620m となり、圧力源の位置も徐々に

上昇していると考えられる。硫黄山直下では厚さ 700m 程度の低比抵抗層(スメクタ

イト層と推定)が 3 次元 MT 解析で推定されており(Tsukamoto et al., 20184))、こ

れがキャップロックとなりこの直下で熱水溜まりの圧力が増加しているものと推定

される。 

図 9 に水準測量から推定された硫黄山下の圧力源の体積変化量を示す。このとき、

圧力源の位置は表 2 に示した場所に固定して、体積変化量の最適値を求めている。

2015 年 6 月を基準とした体積増加量は、2018 年 12 月では 15.7 万 m3、2019 年 3 月

では 15.6 万 m3 と推定された。2017 年 10 月以降は 2018 年 4 月の小噴火直後の一時

的な圧力低下を除いて、地下圧力源の膨張が続いていたが、2018 年 12 月以降は膨

張が止まり、若干の収縮傾向となっている。この時期は特に大きな地上現象の変化

はなく、熱水湧水量や水蒸気量も安定していることから、地表噴出増加による体積

減は考えにくく、地下深部から圧力源への熱水の供給が衰えつつある可能性が示唆

される。 

平成 28、29 年度に硫黄山周辺で実施した広帯域 MT 探査データから 3 次元比抵抗

構造を推定した(Tsukamoto et al., 2018 4))。広帯域 MT 探査では 0.005～2000 秒

の周波数応答関数を推定するため、火山浅部でよく見られる低比抵抗層よりはるか

に深部まで比抵抗構造を推定することが可能である。得られた構造の特徴は硫黄山

（えびの高原３叉路付近）から東側の深さ 200～700m において 3Ωm 以下の低比抵

抗体が推定されたことである(図 10、図 11)。この低比抵抗層の下部では地震が多く

発生していることから、この低比抵抗層は水を通しにくい粘土層で、その下には深

部から上昇してくる火山ガスや熱水が閉じ込められ圧力が増加していると解釈でき
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る(図 12)。水準測量によって推定された圧力源（Morita et al.., 2017 5)）が粘土

層の下部に位置していることもこれを支持している。圧力源の実体としては、粘土

鉱物の存在できる温度条件と水の相図を利用して液相である熱水だまりであると推

定した。これとは別の圧力源が InSAR 観測によりごく浅い場所に推定されているが

（NIED, 2017 6)）、熱水が気相に変化する深さ（深さ 130 m）が粘土層の上面におよ

そ一致する事から、浅部地下水の液相から気相への変化が InSAR 観測による地表付

近の圧力変動を引き起こしている可能性を示唆した。また、2018 年 4 月 19 日のご

く小規模な水蒸気噴火は、深さ 700m 付近の熱水だまりから粘土層内の亀裂を上昇

する熱水の供給量が何らかの理由で増加し、粘土層上面、深さ 130m 付近で急激な沸

騰を起こしたことにより発生したと解釈した。粘土層下部の圧力源のさらに深部に

は鉛直方向に広がる別の低比抵抗体が見られ、その内部で地震が発生していないこ

とから、より深部からの 400℃以上の高温流体の供給路と解釈できる。より広域の

80 点のデータを用いた比抵抗構造解析(相澤他, 2018 7))によれば、この硫黄山地下

へ続く体比抵抗な流体供給路は新燃岳噴火に関連した深部圧力源 (深さ 10km 付近, 

例えば、Nakao et al., 2013 8)) とつながっているように見え、硫黄山の地下には

深さ 10km 付近のマグマ貫入域から脱ガスした揮発性成分が供給されていると考え

ることができる。また、この解析では深部圧力源はその近傍に低比抵抗体はあるも

のの高比抵抗領域に対応すると思われる。推定した構造では新燃岳～韓国岳～大幡

山の深さ 8 km 以深に低比抵抗体が存在する可能性も示されたが、対象領域の観測

データが不足しているため確実とは言えず、今後観測領域を広げる必要がある。 

   

        表 2 精密水準測量データから推定された霧島山硫黄山直下の圧力源の位置 

         2017 年 10 月以前    2017 年 10 月以降 

北緯         31.946777      31.946777 

東経        130.85460      130.853975 

海抜高度        600m         680m 

 

図 9. 水準測量から推定された硫黄山下の圧力源の体積変化量。2017 年 10 月からは地下

の圧力源の膨張傾向が続いていたが、2018 年 12 月以降は若干の収縮傾向となっている。 
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図 10. 硫黄山地下の比抵抗構造(水平断面)。黒丸印は観測点。星印は水準測量による地表

から深さ 700m 付近の圧力源 (Morita et al., 2017 5)) 
   

図 11. 硫黄山地下の比抵抗構造(鉛直断面)。図 10 の破線に対応している。 
○は地震の震源(2013 年 1 月から 2016 年 11 月)を示している。 
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図 12. 硫黄山の地下構造の解釈図。スメクタイトの存在可能温度から粘土層の下面

は 200℃と推定している。水準測量による深さ 700ｍ付近の圧力源、InSAR 解析によ

る地表付近の圧力源は、それぞれ粘土層の下部と上部に位置すると解釈した。粘土層

の下部には別の低比抵抗領域(C2)が存在し、その内部では地震が発生していないこと

から 400℃以上の高温の流体供給路と推定した。 
  

ⅱ）霧島火山における地盤変動機動観測の実施 

2018 年 4 月の硫黄山噴火に伴い、今年度は

水準測量の頻度を高め、2018 年 5 月、6 月、8

月、10 月、12 月、2019 年 3 月に測量を実施し

た（図 13）。水準路線を図 14 に示す。  

2017 年 10 月以降の主な水準測量結果を図

15 に示す。また主な水準点における隆起量の

時間変化を図 15 に示す。2015 年 6 月および、

測線の西端の BM1120 を基準としている。再隆

起が始まった 2017 年 10 月以降の隆起量を図

14 の等値線で示す。硫黄山山頂に近い BM3050

で 2019 年 12 月までに 66.4 mm の隆起が見ら

れる。隆起中心も 2017 年 5 月以前よりは、南

西側に移動しており、地表の噴気領域の移動

と調和的である。この隆起は 2018 年 12 月

以降にほぼ停止もしくは沈降傾向に反転し

図 13. 硫黄山周辺での水準測

量風景(2018 年 5 月 7 日撮影) 
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ている。 

 これらの測量の結果の解釈については、他の観測量も考慮してⅰ）でまとめて記

述した。 

 

 

図 14.  えびの高原〜硫黄山区間の水準路線と 2017 年 10 月から 2018 年 10 月まで

の隆起量を示す。2018 年 4 月から活発化した噴気領域や、これまでの水準測量から

推定された圧力源の水平位置も同時に示す。国土地理院電子地形図（タイル）を使

用した。 

 

図 15. 2017 年 10 月以降の主な水準測量結果。隆起の中心は硫黄山付近の浅部と考

えられる。2018 年 12 月と 2019 年 3 月の測定値はほぼ重なっている。 
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c)箱根火山における機動観測 

水蒸気噴火の切迫性評価の高度化を目指して、箱根山の水蒸気噴火の発生メカニズ

ムの理解に必要な詳細な地下構造を得ることを本事業で推進した。本年度は平成 28 年

度に構築した機動地震観測網を継続しつつ、本年度中に回収した観測データから地震

波形を切り出し、定常観測点のデータと統合して震源決定を行った。また，箱根周辺

域（丹沢や静岡県東部等）について，気象庁カタログを利用して、温泉地学研究所で

トリガーがかからなかった地震波形も取り込み、初動の読み取りを実施して震源の再

決定を行った。さらに、再決定した震源と P 波および S 波の読み取り値を用いて、地

震波速度構造の解析に着手した。地震波速度構造解析のためのグリッドは、箱根カル

デラ域で水平方向に 3km 間隔、深さ方向には深さ 18km まで 3km 間隔に設定した。

初期構造に Yukutake et al. (2015) 9）による箱根火山の 3 次元速度構造を用い、

Double-difference トモグラフィー法（Zhang and Thurber, 200310））により速度構造

の推定を行った。 
解析の結果、箱根直下の深さ 6km 以深において顕著な低速度域が検出された（図

16）。低速度域は、Vp/Vs で見ると深さ 6km 付近が low Vp/Vs、深さ 9km 付近が high 
Vp/Vs で特徴づけられる２つの領域に分けられる。それぞれの領域について、Takei 
(2002) 11）の固液混合系の多孔質媒質中における弾性波速度に対する理論モデルを使

って、媒質に含まれる流体とその体積分率について推定した。モデルで示された地震

波速度低下率、アスペクト比および固体及び液体の圧縮率比の関係から、深さ 6km 付

近での地震波の速度低下率は、メルトが存在すると仮定した場合の圧縮率比では説明

できない。水もしくはガスを仮定すると、その体積分率は 17%程度で空隙のアスペク

ト比は 0.15 程度であると見積もられる。一方、深さ 9km 付近については、メルトで

も水でも説明が可能である。したがって、深さ 6km 付近の low Vp/Vs の領域はガス

や水に富んだ領域であり、それより深い high Vp/Vs の領域にはマグマが存在する可

能性が考えられる。2015 年の群発地震活動の際には、深さ 7km 付近に圧力源が存在

することが GNSS のデータから示唆されている（Harada et al., 201812））が、今回の

結果から、この時の地盤変動はガスもしくは水の移動による圧力増加を観測した可能

性があると考えられる（図 17）。また、水蒸気噴火の直前の傾斜計や SAR のデータ

から、深さ数百メートル付近に開口クラックの存在が明らかとなっており、このクラ

ックを押し広げた原動力も同様にメルトではなくガスや水であったと推定されている

ことも(Doke et al., 201813), Honda et al., 201814）)、今回の解析結果と調和的である。 
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図 16. 機動観測データを用いて推定した地震波速度構造。箱根火

山は図中央に位置する。 
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図 17. GNSS データを用いて推定された、箱根火山直下の圧力

源の位置（Harada et al, 201812）より）。圧力源のサイズは誇

張して描かれている。 
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d)草津白根山における機動観測 

草津白根火山（本白根山鏡池北火砕丘）において、2018 年 1 月 23 日に水蒸気噴火

が発生したことを踏まえて（図 18）、当初 2019～2020 年度に実施予定であった機動観

測の一部を前倒しすることとし、地盤変動調査のための GNSS 観測および解析、ならび

に地震・電磁気機動観測の補助のために博士研究員 1 名を雇用した。 

 

2019 年度に計画している地震観測の準備として、現地調査とともにノイズレベルの

調査も行い観測に適した候補地を選定し、あわせて設置方法等を検討した。その結果、

今年度は図 19 で示すような観測点配置で機動観測を開始した。噴火直後に実施され

た本プロジェクトの緊急観測調査によって本白根山を取り囲むように暫定的に設置し

た 3 カ所の地震計（KSZ, KSH, KSI）のうち２ヶ所（KSH および KSI）は、より観測に

適した場所（いずれも当初より北側）へと移設した。さらに、本白根火口に近い 1 ヶ

所に地震計を新設した（KSKN）。データは順調に取得されており、湯釜周辺から離れた

本白根山や山体西側の地震活動が明らかになりつつある（図 20）。本白根山では，2018

年火口周辺の 1.5 km 程度の範囲で地震活動が認められた。また、2019 年 1 月 23-24

日にかけて，万座温泉から南へ約 1 km，海抜 500 m 付近で地震活動が認められた。 

6 月から須坂市で、また 9 月以降は高山村や志賀高原でも活発な地震活動が報告さ

れ、観測や地権者交渉で訪れた長野県高山村を中心とする白根山西方で地鳴りの報告

も多数寄せられた。高山村付近は、草津白根火山の深部膨張源の真上に相当する可能

性があり、白根山湯釜周辺の火山活動も 9 月末より再活発化したことから、火山活動

との関連を調べるため、2019 年度観測開始予定であった長野県内の 3 ヵ所に臨時点を

設けて観測を開始した（図 19 の SGKG, YMBJ, YMSP）。このうち 2 箇所（YMBJ および

YMSP）には低周波マイクロホンも設置し、音波と地震波の同時観測を実施している。

また、YMBJ については、積雪期前まではオンラインでデータを取得した。地鳴りとの

関係については、高山村の住民の協力を得て地鳴りの発生時刻を記録してもらい、地

元住民が地鳴りを認識した時刻の±1 分以内に多くの場合地震が発生していたことを

  
図 18. （左）本白根山で 2018 年 1 月 23 日に発生した水蒸気噴火の主噴火口（鏡

池北火砕丘）。（右）登山道に落ちた噴石と博士研究員。2018 年 10 月 20 日撮影。  
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明らかにした。そのうち規模が比較的大きな 23 個の震源を決定したところ、気象庁一

元化震源処理では不明瞭だった震源の配列が明らかとなった（図 21）。いずれの震源

も３つの狭い領域（須坂市、高山村、志賀高原）に集中し、最も草津白根山に近いク

ラスタでも湯釜から 11 km 以上離れている。このほか、志賀高原の鉢山（最後のマグ

マ噴火は約 1 万年前）直下にも、地鳴りを起こす地震が見出された。深さはほとんど

の地震が海抜下 4～5 km に推定されたが、鉢山付近の地震は海抜下 1 km 程度とやや

浅い場所に求まった。さらに空振観測波形は、地震動と極めて良い相関を示したこと

から、地鳴りは地震動が通過する観測点近傍で励起されていると考えられる（図 22）。

今回の地鳴りを伴う地震活動は、地震の規模が小さく、震源の深度がやや深いことが

特徴で、地表では揺れをほとんど感じないが、高周波の震動が樹木や建物を揺らして

地鳴りだけが聴こえたため、地鳴りに関する報告が多かったと考えられる。なお、こ

れらの結果は、火山噴火予知連絡会での報告に加え、高山村村長および防災担当者に

も本プロジェクトの成果として説明した。地震観測のための機材準備や現地作業は，

東北大学、北海道大学、秋田大学、防災科学技術研究所、および気象研究所の研究者

と連携して実施した。観測は順調に進んでおり、冬季にいかに欠測なくデータを取得

 
図 19.  本年度整備した地震観測点配置（囲み文字）。KSZ, KSI, KSH の 3 点は、

本白根山の噴火を受けた本プロジェクトの緊急観測により暫定的に整備され、KSI

と KSH の 2 点はノイズ環境等を考慮した結果、2018 年度中にいずれもやや北側へ

移設した。長野県側の 3 点（YMBJ, YMSP, SGKG）は、白根山西方で地鳴りを伴う地

震活動が報告されたことから、観測を前倒しして今年度から実施した。 
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できるようにすることが 2019 年度に解決すべき課題として挙げられる。 

2019－2020 年度に予定している MT 観測については、深さ 5～10 km までの地下構造

を推定することを目標に具体的な検討をすすめた。東西方向に約 10 km の広がりを持

つ既存のデータを解析するだけでは、海抜下 3 km 程度（山頂からの深さ約 5 km）ま

でしか良い解像度で地下構造を推定できなかった 15）ことや、山頂付近は活動の活発化

に伴う入山規制のため調査ができるかどうか不透明な状況であるため、草津白根山か

ら半径 10 km 程度の広域で観測点を選定した。選定した 36 観測点について、用地交

渉を進め、全てで地権者からの了解を得た（図 23）。現在、許認可申請の準備を進め

ているところである。しかし、車道がなくアクセスの悪い草津白根山の北側山腹でい

かにデータを取るかということが依然課題として挙げられる。2019 年度の本調査の傍

 
図 20. 2015 年以降の草津白根山周辺の震源分布。2018 年 1 月 23 日の本白根山噴

火以降の震源は緑色および紫色の丸印で表示されている。赤丸は、2019 年 1 月 23

～24 日に万座温泉南部で観測された地震活動。海抜 0～1000m で地震が群発した。 
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ら、翌年度の調査地点の選定を、白根山北側山腹を中心に進める必要がある。 

GNSS 繰り返し観測は、昨年度構築した繰り返し観測網 8 カ所で 10 月 9 日～18 日に

かけて実施した。GIPSY OASYSⅡVer.6.316)を用いた PPP-AR 解析の結果、水平方向 10 

mm 以下、垂直方向は 8 mm 以下の精度で座標値を得ることができた。なお、2018 年 1

 
図 21. 地鳴りを伴った地震の震源分布（赤色および黄色の丸印）。地震計の位置

を■で示し、このうち，今年度の機動観測で整備した地震計は赤色の〇で囲った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 22．山田温泉スノーパーク（YMSP）で観測された地鳴りを伴った地震の低周波

マイクロホン（上）と地震動上下変動（下）の同時記録。 
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月の本白根山の噴火を受けて、昨年度構築した繰り返し観測網 8 カ所のうち、2 カ所

（本白根山頂および志賀高原）で連続観測とした（ただし、志賀高原は積雪の影響を

避けるため 5－11 月のみ測定、図 24）。その後、前年の観測結果及び連続観測点のデ

 

図 23. 2019 年度の広帯域 MT 調査のために選定した観測点分布（赤丸）。緑丸は

既存観測点の分布。 

 

 

図 24. GNSS 繰り返し観測網 8 カ所のうち連続観測を開始した 2 カ所。ただし、

SHG1 は積雪の影響を避けるため、測定は 5 月から 11 月に限定している。 
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ータを併せた 2017 年 10 月～2018 年 10 月の期間における地殻変動を MaGCAP-V17)を用

いて図示した（図 25）。各観測点を基準点とした場合の相対変動も調べたが、これま

でのところ噴火に伴う変動や火山活動に伴うような系統的な地殻変動は認められない。

既存連続観測データとの統合解析をすすめているが、やはりやや深部の系統的変動は

検出されていない。2019 年度も引き続き解析を進めてゆく予定である。 

2018 年草津白根山噴火を踏まえて、本事業で実施する草津白根火山の機動観測を

2019 年度から本格的に進めるにあたり、研究集会「草津白根山の噴火事象検討会」を

本事業課題 C サブテーマ 2 と連携して東京工業大学緑が丘キャンパスで 2019 年 2 月

22 日に開催した。この集会の主たる目的は草津白根山の噴火事象系統樹の作成を目指

したものであるが、全国から大学院生を含む 30 名の参加を得て、地質学的研究をはじ

めとして、地球物理・地球化学・岩石学・災害学など多岐にわたる研究の紹介があり、

現在の活動状況について整理することができた。 

 

  e)蔵王山における機動観測 

蔵王山では、平成 30 年 1 月 30 日に噴火警戒レベルが 2 に引き上げられるなど火山

活動の活発化の兆しが見られたため、平成 32〜33 年度に実施予定であった機動観測

計画の一部を前倒しして実施した。 

これまでの研究により、蔵王山で断続的に観測される長周期地震は、火口湖御釜の

やや東側の浅部における東北東－西南西走向の破砕帯での振動によって生じており、

その上端にあたる領域で全磁力繰り返し観測から熱消磁が生じていることが推定され

ている。同様の浅部熱水系の様子は阿蘇山などでも見られており、その実体と詳細を

明らかにし、時間変動を捉えることは水蒸気噴火に対する切迫性を評価するために極

めて重要である。 

 
図 25. 2017 年 10 月および 2018 年 10 月の 2 回の繰り返し観測により得られた地

盤変動。連続観測点のデータもコンパイルしている。MAGCAP-V17)を用いてベクトル

表示した。国土地理院の電子基準点：長野栄を基準として計算されている。 
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一方、この活動域（浅部熱水系）の東側には既存の地震・地殻変動の観測点が少な

いため、本事業では既存の観測点が手薄な領域での観測の強化を予定している。当初

計画では、活動域東側に傾斜観測点を設置する予定であったが、平成 30 年 7 月以降顕

著な地盤変動が見られた吾妻山の観測を優先するため、蔵王山では傾斜計による観測

を断念し、その代替として広帯域地震計及び空振計の設置を行った。広帯域地震計は、

長周期地震の地震動の観測に適していることに加え、精度では傾斜計に劣るものの数

千秒程度以下の時定数の傾斜変化は捉えることができる。新設した広帯域地震計は、

ハンドホール内に設置し、携帯電話を介した VPN を利用してリアルタイムでのデータ

伝送を行っている。なお、本テレメータシステムは、本事業における地震波動場連続

解析システムの開発の一環として試験を行っているものを活用した。図 26 に代替観

測点で記録された長周期地震の波形例を示す。この観測結果は、これまでの解析結果

と調和的であり、御釜のやや東側に重心をもつ開口亀裂の振動を示していると考えら

れる。今後、本観測点における高感度・高精度の観測記録を蓄積することで、蔵王山

の噴火切迫性に必要な情報が取得できると期待できる。なお、この観測点の設置にあ

わせて、平成 32 年度以降に実施する広帯域地震計を用いた機動観測の観測点配置の

机上で検討するとともに現地におけるノイズの調査も実施した。 

本年度実施を見送った傾斜計観測は平成 31 年度に実施予定であるため、その事前

検討として既存の観測データを用いた解析も進めた。まず、2015 年１月〜6 月に蔵王

山周辺で GNSS によって捉えられた山体膨張現象の再調査を行った。蔵王周辺では、

2011 年東北地方太平洋地震の余効変動が大きく、この影響の除去が重要である。この

期間後の火山活動の静穏期における変位場を用いて余効変動を除去し、逆解析に使用

できる観測点を増やし、より信頼性の高い推定を試みた。推定された点圧力源の位置

は、火口湖御釜の約 800m 東側、深さ 5.6km、体積増加量は 5.6×106 m3 であった（図

27）。また、2018 年 3 月までの気象庁のカタログに掲載されている 58 回の火山性微動

イベントを調査し、そのうち 26 回で明瞭な静的傾斜変動を伴っていることを見出し

た。気象庁坊平観測点における傾斜方向は、ほぼ全てのイベントで概ね N60W と一定で

あった。この傾斜変動は、微動の発生に 2〜12 分程度先行して始まるが、その先行時

間と変動量との関係性は見いだせなかった。 

さらに、傾斜変動源の推定をより高度化して、その発生機構について検討を行うた

めに、傾斜変動に対する地形の効果の検証を始めた。噴火発生切迫度の評価のために

は、地震・傾斜・全磁力の変動源の相対的な位置関係の理解が重要であるが、これま

での解析では、地震・全磁力の解析においては地表面形状を取り入れた解析を行って

いたのに対し、傾斜の解析においては半無限媒質を仮定した解析を行ってきた。そこ

で、地形効果の評価を行うため、有限要素法によるモデリングを実施した。図 28 に、

点圧力源の場合の傾斜ベクトルの計算例を黒矢印で示す。簡便に地形効果を取り入れ

る方法として、観測点の平均標高等の基準標高面を仮定する Reference elevation 

model や観測点毎に圧力源との相対的深さを用いる Varying-depth model が広く用い

られるが、それぞれのモデルによる傾斜ベクトルも水色・赤色の矢印で示して比較し

た。蔵王山は比較的地形勾配が緩いため、傾斜ベクトルの向きに対する地形の影響は 
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図 26．蔵王山想定火口域周辺の観測点配置及び新設広帯域地震観測点における長周期

地震の観測例。本事業で平成 30 年 11 月に TU.ZAO 観測点に併設して広帯域地

震計及び空振計を設置した。震動軌跡は想定火口方向を向いている。 

 

 

図 27．蔵王山周辺の地盤変動（2015 年 1 月〜6 月）の再解析の結果。 

黒矢印及び黒棒は観測された水平・上下変動を、白矢印及び白棒は推定モデル

により計算された水平・上下変動を示す．赤丸は推定された点圧力源の位置を

示し（火口湖御釜の約 800m 東側）、深さ 5.6km、体積増加量は 5.6×106m3 であ

った。 
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図 28．傾斜観測に対する地形の影響の検討例。 

基盤地図情報数値標高モデル（10 m メッシュ）を用いて有限要素法による

数値モデルを行った。五色岳直下（赤＋）の海抜 0m 及び 500m に等方圧力

源を想定し、周辺の傾斜計定常観測点 4 点における傾斜変動を計算した。

図中の観測点コードの数値は観測点の標高を表す。黒矢印が計算結果、水

色及び赤色の矢印が近似モデルによる傾斜ベクトルを表す。 

 

小さいが、観測点の標高差が傾斜の大きさに大きな影響を与えることが明らかになっ

た。今後、開口亀裂などの異なる形状・大きさを持つ圧力源について計算事例を蓄積

することで、傾斜変動源推定の高度化が期待できる。 

 

2)火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

a)地震計アレイデータ解析システムの開発 

ⅰ)システムの基本設計 

平成 28 年度に霧島山のえびの高原（硫黄山）周辺に設置した地震計と空振計からな

るアレイ観測点を維持して観測を継続した。また、平成 28 年度に製作し、平成 29 年

度に公開した地震計アレイデータ解析システムのプロトタイプをユーザーからの意見

を参考に、以下の改善をおこなった。 

・時刻、数値型式の入力ファイルを解析して表示するプラグインを追加した。 

・数値が羅列された型式の入力ファイルを解析し、与えられた開始時刻とサンプリン

グ間隔（秒）により時系列データとしてデータ生成して表示できるようにした。 

・時系列データ（WinPlot プラグイン、T-Y-Image プラグイン、及び今回追加されるプ

ラグイン）において、パッシブ指定された場合、他のデータと同期して表示するオ

プションを選択出来る機能を追加した。 

・アクティブである時系列データ（WinPlot プラグイン、T-Y-Image プラグイン、及び

今回追加されるプラグイン）において、表示する範囲をドラッグ型式もしくは２点

設定型式で時間軸を拡大して表示する機能を追加した。 
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・開始時刻及び終了時刻を設定する項目のあるプラグインについては、他の同じ項目

からコピー（インポート）する機能を追加した。 

・ImgViewer の設定に時刻をシフトする機能を追加した。 

・WinPlot のチャネル設定において、任意の V/Unit が設定できるように修正した。 

また、本ソフトウエアについてのホームページを作成した（図 29）。 

ⅱ)システムの動作試験 

アレイデータ解析システムのプロトタイプについて、上記の改善を行いながら動作

試験を実施して、システムのバグを無くした。システムの試験運用については、今後

も引き続き実施して、必要に応じて今後もシステムの改良をはかる。 

 

 

図 29．地震計アレイデータ解析システムのホームページ 
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b)地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

熱水流動シミュレーターソフトウエア TOUGH2 を用いて、比較的単純な火山浅部熱

水系を模擬した数値シミュレーションを行った（図 30）。一例として、本事業によっ

て地下浅部の比抵抗構造や微小地震活動の震源，地盤変動源等が明らかにされている

霧島硫黄山（Tsukamoto et al., 20184)）を想定し、（低比抵抗層＝難透水性層）の地

下構造を仮定した。難透水性層（シール層）の下から高温流体（計算例では液相の水）

の継続的供給を与えると、シール層の直下で高温高圧領域が形成されることが確認で

きた（図 31）。本プロジェクトの目指す噴火切迫性評価手法の開発に向けて、圧力変

化に伴う地盤変動や、温度変化に伴う地磁気変化を計算し、観測データと定量的な比

較を行うことが今後の課題のひとつであり、その最初のステップを本事業で雇用した

RA の協力を得て実施した。 

      

図 30．（左）熱水流動数値計算の構造モデルの参考とした、霧島硫黄山の比抵抗断面

（Tsukamoto et al., 20184)）。（右）熱水流動数値計算で設定した浸透率構造（円筒座

標２次元）と、流体の注入・放出の条件。 

 
図 31．熱水流動数値計算（図 30 右の設定）で得られた火道周辺の温度分布．難透

水性層の下部に高温域が形成されていることがわかる。 



 

163 
 

比抵抗構造解析の前処理支援ツールの一部として、直方体メッシュの ModEM（Egbert 

and Kelbert, 201218)）インバージョン用には、Python 言語の GUI を利用し、図 32 に

示した視覚的なモデルメッシュ作成支援ツールを開発した。四面体メッシュの femtic

（Usui, 201519)）インバージョンについても同様の支援ツールを開発した。これは、

これは、図 33 に示すようにいくつかの前処理支援スクリプトからなり、これによって

図 34 に示すようなメッシュの自動生成が行える。これらのツールにより、観測点配置

を見ながらモデルメッシュを最適化していく作業が、従来に比べて格段に容易になっ

た。このツールは、来年度にはマニュアルを整備して本事業内で共有し、試用しても

らう計画である。本ツールを利用して、本事業で雇用した博士研究員が平成 29 年度に

実施した倶多楽の MT 法比抵抗探査データの再解析（3 次元比抵抗構造インバージョ

ン）を進めた。 

 

 

 

図 32．直方体メッシュ MT インバージョンコード ModEM（Egbert and Kelbert, 
201218)）用のモデルメッシュ作成支援ツール。右下のウインドウでモデルメッシュの

サイズや分割数、海陸の地形ファイルを指定すると、左のウインドウにメッシュと観

測点配置が表示される。 
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図 33．四面体メッシュ MT インバージョンコード femtic（Usui, 201519)）用の前処理支

援ツール（プロトタイプ）を構成するスプリプト群の概要。 

 

図 34．femtic 用前処理支援ツールで作成した四面体モデルメッシュの例（paraview

ソフトで表示）。 

 

さらに、倶多楽の結果と近年に行われた他の火山での研究事例をふまえて、電磁気

構造探査データを水蒸気噴火の切迫性評価に活用する方策についても検討した。近年

火山地域で一般的に行われるようになってきた３次元比抵抗構造解析に基づく研究事

例（霧島硫黄山，Tsukamoto et al., 20184)、 箱根山, Yoshimura et al., 201820)な

ど）によると、水蒸気噴火の火口域浅部には、傘型の形状で比抵抗が極めて低い層が

共通して見られることがわかってきた。このような低比抵抗層は、スメクタイトなど

の熱水変質粘土に富む難透水性のシールとなっている可能性が指摘されている。また、

その直下には、熱水だまりと思われる相対的にこれよりもやや高比抵抗の領域が伴う

特徴もいくつかの事例で報告されている。このように、難透水性層でシールされた熱

水だまりは、水蒸気噴火の潜在的可能性がある場と考えられる。本研究で行った探査

でも、倶多楽湖周辺域の比抵抗構造に同様の特徴が認められた。低比抵抗層は，必ず
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しも難透水性の粘土層に対応しているとは限らないことには十分注意する必要がある

が、より多くの火山で探査事例を積み重ねていくことにより、比抵抗構造の特徴から

水蒸気噴火の潜在的可能性がある場所を簡易的にスクリーニングすることができるよ

うになると思われ、噴火切迫性評価の対象地域を絞ることができる。また、倶多楽で

は現在のところ顕著な地震活動や地盤変動は観測されていないが、将来、熱水活動や

地震活動の活発化等の unrest event が発生した際には、比抵抗構造との位置関係か

ら噴火の切迫性評価に役立てることもできると予想される。実際、気象庁が最近の約

20 年間（1997-2019 年）に観測した倶多楽火山周辺の微小地震の震央分布を３次元比

抵抗モデルと比較したところ、登別温泉地域から深部に向かって北西側に延びる低比

抵抗域の周縁部に集中していることがわかった。このことは、登別温泉地域への深部

からの熱水の供給路の周辺で微小地震が起こっていることを示唆しているものと考え

られる(図 35)。これらの論考をまとめて Journal of Disaster Research 誌に投稿し

た（Hashimoto et al., 印刷中 21)）。 

 

        

図 35. 平成 29 年度に実施した倶多楽の MT 法探査の測点分布（左上図の黒丸）、地質

図（左下図）、標高-2250m でのモデル比抵抗断面（右図）。右図内の×印は微小地震の

震央、○印は MT 測点を表す。LK、N、C はそれぞれ倶多楽湖、登別温泉、カルルス

温泉の位置を示す。本図は Hashimoto et al. (2019) 21)から引用． 
 
噴火切迫性を評価する際には、地下比抵抗構造に基づいて熱水の流動を数値シミュ

レーションで推定し、地震、地盤変動、噴気活動等と比較して、火山の内部状態の把

握することが極めて需要である。熱水流動シミュレーションからより現実に近い内部

状態を推定する基礎資料とするために、既存のボーリングのデータ（新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）, 199122)）から得られる物性値と昨年度実施した地

下比抵抗構造の推定結果の比較検討を行った。公開されている NEDO の報告書には、

熱流量調査用の坑井 2 本（掘削深度 500m）と、試錐調査用の坑井 6 本（掘削深度 1000
〜1500m）の検層データ，コア物性試験データが示されている。坑井はカルルス温泉



 

166 
 

周辺に限られているため、倶多楽火山全体を代表しているという保証はないが、地下

の物性値を得る直接的な観測データという点で貴重な情報である。ただし、デジタル

データの形では公開されていないため、ここでは報告書中のグラフや表から数値を読

み取って以下のように整理した。 
まず、電気検層（ロングノルマル）による比抵抗値と、コア物性試験による有効空

隙率の関係を確認した（図 36 左図）。空隙率が 2%以上の範囲では、空隙率が高くな

るほど比抵抗は低くなる傾向が認められる。このことは、この範囲では空隙がほぼ水

で満たされており、Archie の法則が成り立っていることを示唆している。バルクの比

抵抗をρ、間隙水の比抵抗をρw、空隙率をφで表すと、Archie 則はρ = 𝑎𝑎𝜙𝜙−𝑚𝑚𝜌𝜌𝑤𝑤と書

くことができる（a、m は定数）。両対数グラフでの傾きは m 値を表しており、この場

合ではおよそ m=1 であることがわかる。一方、空隙率が 2%以下の領域については、

それとは逆に低空隙率ほど低比抵抗の傾向がある。このように空隙率の低い領域で

Archie 則を適用すると、比抵抗値が極めて低い間隙水を仮定しなければならず、現実

的ではない。この領域では、強い変質に伴う粘土鉱物などの導電性物質が圧密を受け

て、電気的に連結した状態になっていると考えるのが妥当だと思われる。また、孔内

温度と比抵抗の間には明瞭な相関は見られない（図 36 右図）。このことは、本データ

の範囲では、温度による比抵抗のバリエーションよりも、空隙率や変質の効果の方が

大きいことを意味している。 
次に、変質鉱物と比抵抗の関係を調べてみた（図 37）。スメクタイト（モンモリロ

ナイト）は少量でも比抵抗を下げる効果が大きいとされているが、本データで見る限

りでは、1 桁程度の比抵抗の下がりがあるものの、相関は必ずしも明瞭ではなかった。

また、緑泥石やセリサイトについても明瞭な相関は見えなかった。黄鉄鉱については、

比抵抗の下限値に着目するとやや強い相関が認められた。なお、図 36 左図において、

1%以下の低空隙率領域にプロットされたデータは、モンモリロナイト帯ではなく、主

に緑泥石帯の変質である。 
空隙率と比抵抗の散布図において、空隙率数%付近にピークが見られることは、電

磁気探査による比抵抗モデルから水理的な構造を推定する上で注意すべき重要な点を

示唆している。例えば、10Ωm という比抵抗値から推定される空隙率の候補としては、

1%未満の低空隙率（おそらく透水係数も小さい）である可能性と、数 10%以上の高空

隙率（おそらく透水係数も大きい）である可能性の全く異なる 2 つのケースが考えら

れることになる。さらに比抵抗が低い場合には、極低空隙率で不透水性の層に候補が

絞られてくるのではないかと考えられる。今後、他の地域のボーリングデータの整理

を行う必要があるが、このような物性値と推定される比抵抗の関係を調査することが

重要である。 
最後に、本事業で得られた３次元比抵抗モデルと NEDO (1991)18) のボーリングの

電気検層の結果を比較した（図 38）。NB-1、NB-2、NB-3、NB-6 では、両者の傾向は

比較的良く一致しているが、NB-4、NB-5 では傾向が一致していない。MT の測点密

度がこのエリアでは不十分であることや、測点分布の周縁部にあたることなどが不一

致の原因として考えられる。限られた測点数の MT データからインバージョンによる
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モデリングを行う以上、これは避けられない問題であるが、地下構造の解釈をする上

では十分留意しなければならない。 
上記のように、水蒸気噴火を発生する場所の地下比抵抗構造には地表近くに傘型の

低比抵抗層が存在するという共通の特徴があり、その特徴も熱変成された難透水性の

粘土鉱物の存在の可能性を強く示唆し、その直下で高圧の熱水溜まりが存在すること

も合理的に説明することができる。しかしながら、低比抵抗層はそれ以外の理由でも

存在する可能性が示されており、必ずしも一意に説明できない。今年度から本格的に

取り組み始めた熱水流動シミュレーション等の手法を用いて、地下浅部での温度構造

や増圧を定量的に見積もり、観測データと比較することで、より信頼できる噴火切迫

性評価ができる可能性がある。今後も地下比抵抗構造の定量的な評価を目指した研究

開発を、継続する必要がある。 

    
図 36．右図：電気検層による比抵抗測定値と有効空隙率の関係（両対数グラフ）。

比抵抗のエラーバーは、読み取り範囲での最大値と最小値を表す。 左図：比抵抗

値と孔内温度の関係（片対数グラフ）。原データは NEDO（1991）22)。 

    

    

図 37. 変質鉱物の多寡と電気検層比抵抗値との比較。左上：スメクタイト（モンモリロ

ナイト）、左下：セリサイト、右上：緑泥石、右下：黄鉄鉱。原データは NEDO（1991）22)。 
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図 38.  MT 探査による３次元比抵抗モデル（本研究）と電気検層（NEDO, 199122)）

の比較。上：標高-975m での３次元比抵抗モデルと試錐調査ボーリングの位置関係

（★はボーリング坑、○は MT 測点）、下：ボーリング坑の位置での MT 比抵抗モデル

と電気検層比抵抗の比較。 
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c)火山性地震活動総合解析システムの開発 

 2015 年以来、活発な熱活動を継続していた霧島硫黄山では、2018 年 4 月 19 日に小

規模な水蒸気噴火が発生した。この地域では、本課題で詳細な地下比抵抗構造が推定

され、また地震アレイ観測や地盤変動観測が行われてきた。それらの結果から、浅部

に不透水層が広がり、その直下に熱水溜まりを形成していたモデルが提唱され、周辺

の地震活動と比抵抗構造の関連も研究されている（Tsukamoto et al., 20184)）。この

ような水蒸気噴火を引き起こす構造と熱水活動の関係については、本報告書の前節の

b)地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発の箇所で詳しく述べられているので、こ

こでは割愛する。 

 霧島山硫黄山において水蒸気噴火発生の必要条件である熱水が地下に蓄積している

状態から、実際の噴火に至るまでに地震活動がどのように変化したかを知り、それを

噴火切迫性評価に活かすことが可能であるかを検証することは極めて重要である。こ

こでは、どのような地震活動の特徴変化を経て 2018 年４月の噴火に至ったかを調査

した。図 39 は 2018 年 4 月 19 日に発生する水蒸気噴火の約５ヶ月前の 2017 年 12 月 1

日からの霧島硫黄山近傍の浅部で発生していた火山性地震を、その波形の特徴から A

型地震、BL 型地震、N 型地震と判別し、それぞれの日別頻度分布を示したものである。

地震の大多数を占める A 型地震は活動の増減の変化が大きく、水蒸気噴火直前にも活

動が高まったが、同程度の活動の高まりはそれ以外の期間にも見られている。硫黄山

噴火の約 50 日前の３月初旬に隣接する新燃岳で噴火が発生したため、その影響で A 型

地震が増えていることも考えられ、A 型地震の活動度だけでは切迫性評価と言う意味

ではその有効性に限度があることが判った。 

一方、水蒸気噴火前には硫黄山近傍の観測点で火山性微動の振幅が大きくなり、極

めて浅部で発生する BL 型地震が増えていた。更に、噴火直前には N 型地震が急激に増

えている。このように、発生する地震の種別によって活動のパターンが異なっている

ことがわかった。つまり、それぞれの地震の種別ごとに活動度の変化を調査すること

が有効であり、噴火切迫性の評価に有用である可能性が高い。特に、N 型地震は、他

の多くの火山での観測事例やその解析から、浅部にできた亀裂にマグマや熱水が侵入

し、それが振動することにより発生していると考えられている。そのため、継続時間

が長く、卓越周波数が時間とともに変化せず、振幅がゆっくり減衰する特異な振動を

することが明らかにされている（Chouet, 198623））。また、その卓越周波数や減衰の様

子は、クラック内部の火山性流体の状態を反映していると考えられており、単一のク

ラックを仮定すれば、卓越周期と減衰の様子の時間変化から内部状態の変化を捉えら

れる可能性が指摘されている（Kumagai and Chouet, 200024））。巨視的に見れば、熱水

やマグマから発生した火山性流体が浅部に集積している場合には、浅部にある多くの

既存の亀裂内の過剰圧が高まることで開口し、N 型地震が多発すると考えられる。実

際、Narvaez et al.(1997)25）は、1992～1993 年にコロンビアの Galeras 火山で発生し

た４回の噴火すべてで、噴火前に N 型地震が多数発生したことから、N 型地震（原著

論文では“Tornillo-type”）の活動は噴火予測の有力な手段であるとしている。 

このように単に地震活動度だけでなく、地震の種別も考慮した活動度の変化をモニ
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ターすることが重要であると思われるが、噴火前は一般に地震が多発するため、地震

種別の判断を験測担当者が行うことには限界があり、地震種別の判定が自動で行える

システムを作ることが重要である。そこで今年度は、N 型地震の自動判別を目指して、

どのような手法で波形の特徴を抽出することが有効であるかを検証した。 

 

 

 

 

 

 

N型地震が持つ波形の特徴として、以下の３点が挙げられる。1)最初の励起相の後

にクラック内の火山性流体とその周辺岩体との境界で起こる振動が、少しずつ周辺岩

体にエネルギーが散逸して減衰しながら継続する。そのため、観測波形はcoda 部の

長い単調な減衰振動となる。2)震動は基本モードとその高次モードからなる固有振動

となる。そのため、観測波形のスペクトルはいくつかの固有周波数で鋭いピークを持

つ。3)N 型地震は、同一クラック内の体積変化による振動から伝播されてくるので、

構造性地震のように観測点によって卓越周波数が異なることや時間の経過とともに周

波数スペクトルが変化するという特徴はない。つまり、観測点間の波形の差異は小さ

く、同じ卓越周波数でゆっくりした減衰振動の波形となる。これらの特徴を効率的に

図 39. 2018 年 4 月 19 日噴火前後の霧島硫黄山周辺の地震種別ごとの日頻

度分布と硫黄山周辺時観測点の RMS 振幅（最下図）の変化。水蒸気噴火直前

に N 型地震の増加が顕著である。 
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表現する方法として、時系列の自己回帰（AR）過程による表現を導入して、適切なパ

ラメータで波形の特徴を抽出できるかを検討した。 

AR過程は、時系列𝑦𝑦𝑘𝑘が以下の式にように自己の過去の値と係数𝑎𝑎𝑖𝑖と白色ノイズ𝑣𝑣𝑘𝑘
（そのパワーを𝜎𝜎�2とする）の線形和で表現できる。つまり, 

𝑦𝑦𝑘𝑘 = ∑ 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑦𝑦𝑘𝑘−𝑖𝑖𝑚𝑚
𝑖𝑖=1 + 𝑣𝑣𝑘𝑘      (1)。 

このとき、パワースペクトルは、 

𝑃𝑃(𝑧𝑧) = 2𝜎𝜎�2

|1−𝑎𝑎1𝑧𝑧−𝑎𝑎2𝑧𝑧2⋯−𝑎𝑎𝑚𝑚𝑧𝑧𝑚𝑚|2  (2)、 

 

となる。ここで、𝑧𝑧 = 𝑒𝑒−2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋 であり、スペクトル振幅の周波数変化は、𝑧𝑧 が複素平

面上の単位円上を移動することに相当する。つまり、パワースペクトルのピーク値は

(2)式を複素関数として、その分母の根の位置で表現できる。そこで、(2)式の多項式

の分母の根を求め、その複素空間での位置（偏角が周波数、動径の単位円からの距離

がスペクトルの鋭さ）から、地震波形の周波数空間における特徴を抽出することにし

た。図40に霧島硫黄山付近の浅部を震源とするN型地震、A型地震、BL型地震を近傍の

観測波形を用いて、このような手法で解析した例を示す。具体的には、地震波形連続

データを２秒の時間窓で0.5秒ごとに区切り、それぞれの区間でAR係数を推定し、各

時間窓でのピーク周波数、そのピークの鋭さ、周期的な信号（つまり、ピーク周波数

で表現できる成分）とそれ以外の信号のパワーの比を特徴量として、各タイプの地震

が振動の開始から終了までどのような時間経過をたどるかを調べた。赤丸の位置がピ

ーク周波数、丸の大きさがピークの鋭さを示している。この図で示すように、N型地

震の波形はどの観測点においても、先に述べたピーク周波数が一定で、ピークが鋭い

という性質を表現できている。この例では、2Hzと4Hz付近に大きな丸が振動継続時間

中ほぼ一定で横一線に並んでいる。A型地震では振幅の大きな時間帯では鋭いピーク

を示す大きな丸は見えず、広い周波数帯域で振幅が大きくなっている特徴を示してい

る。また、BL型地震では、振幅の大きな主要動の部分では鋭いピークは目立たない

が、コーダ部では低周波数帯域にピークが連続して見られる。これは、浅部で発生し

た地震によって励起された表面波を観測しているものと考えられる。BL型地震のコー

ダ部では、N型地震と同様に鋭いピークが連続するが、複数の観測点で同じ周波数で

あるという点や主要動よりもコーダ部でピーク周波数が一定であるということから、

N型地震との判別はそれほど困難でない。 

このように、本年度は地震種別の自動判定と言う明確な目標を設定し、それを判別

するための手法を見出し、その特徴も抽出した。2018年４月18日の噴火前の約５か月

間で約1200イベント（内、N型地震は約200イベント）に対して、上記のようにAR過程

を適用した特徴抽出を行った。ここで抽出した特性は、それぞれの地震の起源に基づ

くものであるため、多くの経験的な判別関数と異なり、他の火山や他の活動において

も基本的に応用可能であると思われる。来年度以降、この特徴について地震種別によ

るクラスタ分析を系統的に行い、非線形区分法であるニューラルネットワークを用い

た機械学習のアルゴリズムを考案することを目指して開発を進める予定である。 
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図 40. AR 過程を適用して、波形の特徴を抽出した例。硫黄山に近い３観測

点の上下動成分を例示した。（a）N 型地震、(b)A 型地震、(c)BL 型地震。 
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d)遠隔熱情報解析システムの開発 

本事業で導入したドローンを用いて、2018 年 1 月の本白根噴火 26) により火山灰や

噴石が降下した領域を繰り返し空撮し、得られた映像や画像に基づき、噴石降下密度

を計測した 27)（図 41）。また、現地での地上地質調査のための事前検討資料、および

事前安全確認などの調査支援に活用した。同年 4 月以降活発化した白根山においては、

飛行習熟および撮影を目的として繰り返しドローンを飛行させた。この結果、湯釜火

口湖内で約 30 年ぶりとなる黒灰色変色を確認し、その推移が上空から記録できた 28-

31)（図 42）。この変色は火山性微動発生直後に始まっており、既存の物理観測から得

られるデータを理解するうえで、ドローンが有効であることが示せた。また、群発地

震や噴気異常に関する通報に対応して、随時、ドローンを飛行させて映像として記録

するなど、研究者自身が操縦する即時的なドローンを用いた火山観測を実現した。 

安全性および技術向上を目的として、国土交通省指定の専門業者による技術指導会

を開催し、各大学から 10 名が参加した。また、機体に赤外線カメラを搭載するための

防振機構を製作し、草津白根火山において試験飛行を行った。火山ガス組成比を測定

するため、4 成分を測定する軽量の簡易装置を導入した。測定中にセンサへ当たる風

がガス組成比の推定に与える影響を室内実験により評価し、風の影響を補正する簡単

な式を導出した 32)。 

本システムは、2019 年 3 月に霧島火山で実施された次世代火山研究者育成プログラ

ムの野外実習において使用された。実習生 14 名のうち、地球化学班 2 班の 8 名が実

際にドローンを操縦して熱・火山ガス観測を行ったほか、および Terada et al.(2018) 

31)の方法を用いて火口湖から採水を行った(図 43)。得られたデータに基づき、硫黄山

の火山活動や熱活動の背景について考察、プレゼンテーションを行い、各自がレポー

トにまとめた 33)。 
 

 

図 41．草津白根火山・本白根噴火の被災建屋におけるドローンを用いた噴石衝突痕

調査． 
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図 42．草津白根火山・湯釜火口湖において約 30 年ぶりに観察された黒灰色変色の

発見と経過の観察． 

 

 
図 43．次世代火山研究者育成プログラム（霧島火山）で実施された本システムを用

いた火山実習．ドローン操縦と観測は実習生全員が体験した．写真は 2019 年 3 月 6

日撮影． 
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e)地震波動場連続解析システムの開発 

この解析システムは、火山周辺の地震波動場を連続解析し火山体内部の状態変化を

評価するために地震波干渉法解析 34)35)、地震波逆伝播解析 36)37)など複数の解析手法を

組み合わせたものである。 

平成 30 年度は、このうち、地震波動場の周波数解析を行う部分のプロトタイプを作

成し、個々の観測点におけるスペクトログラム及び複数観測点におけるスペクトログ

ラムの相関を準リアルタイムで出力するプログラムを試作した。また、平成 28 年度・

29 年度にプロトタイプ作成を進めた地震波逆伝播解析・地震波干渉法解析部分につい

て、計算効率の改善及び解析パラメータのチューニングを進めるとともに、ユーザー

インターフェースの仕様を検討し、GUI のプロトタイプの作成を行った。地震波干渉

法解析については、観測点からリアルタイムに送られてくる連続波形データを処理し、

解析結果をデータベースに格納を行っているが、このデータベース上の解析結果を効

率的に表示・確認するための表示ソフトウエアの試作を行った。また、地震波動場連

続解析システムを安定的に運用するために必要となるデータ伝送安定化の検証のため、

既存の火山観測点において通信回線の冗長化及びそのために必要な電源システムの試

験等を行った。 

この結果、観測点から受信した連続地震波形データを準リアルタイムに処理し、周

波数解析を行うプログラムのプロトタイプを構築することができた。このプロトタイ

プの試験運用中に草津白根山の湯釜北東浅部で発生した長周期イベントを検出したこ

とは、本解析の有用性を示す事例と言える。また、平成 28 年度から着手した地震波干

渉法解析部分については、準リアルタイムでの連続処理を引き続き実施し、プログラ

ムの動作安定性の確認・解析結果の蓄積を進めることができた。図 44 に試作した地震

波干渉法解析結果表示ソフトウエアの表示例を示す。本表示ソフトウエアでは、解析

結果を格納した MySQL データベースから、表示する観測点ペアや解析条件を画面上で

指定し、解析結果を表示することを効率的に行うことができる。なお、本表示ソフト

ウエアは Java による実装であるため、Windows や Linux 等の OS で稼働するクライア

ントで実行可能である。 

また、平成 28 年度・29 年度に蔵王山及び吾妻山で検証実験を進めてきた携帯電話

回線を用いたデータ通信システムを、本プロジェクトによる本白根山緊急観測に際し

活用することで、臨時観測点設置完了当日から全国地震観測データ流通ネットワーク

JDXnet に配信し、1 月 31 日からは気象庁における監視業務にも活用されるなど、迅速

なオンライン観測点の展開を行うことができた。このデータ通信システムを用いた地

震観測は、草津白根山・本白根山周辺において現在まで継続しており、長期の動作安

定性についても現在のところ大きな問題がないことを確認した。 
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図 44． 地震波干渉法解析結果表示ソフトウエアの表示例。本表示ソフトウエアで

は、画面上で表示する観測点ペアや解析条件などを指定することにより、連続地震観

測データを準リアルタイムに処理し逐次格納を行っている地震波干渉法解析結果のデ

ータベースから解析結果の抽出・表示を行うことを効率的に行うことができる。 

 

 

 

3)プログラムの総合推進 

a)課題 B「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題のサブテーマ代表者会議を平成 31 年 1 月 10 日 14 時～17 時に開催した。そ

こで、各サブテーマの進行状況に関する情報交換をおこなった。平成 30 年度より、火

山人材育成コンソーシアムの修了生を研究プロジェクトで雇用することが推奨されて

いる。来年度も人材育成コンソーシアムから課題 B 全体で４名の RA の雇用の要請が

あった。この研究プロジェクトでは、人材育成コンソーシアムとの連携が重要視され

ていることから、サブテーマの枠を越えて課題 B 全体で、RA の雇用を支えることを確

認した。 

 

b)サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

「火山内部構造・状態把握技術の開発推進会議」を平成 30 年１月 26 日に開催し、

代表機関、参加機関、協力機関が出席し、今後協力して実施する機動的な観測及び電

磁気構造探査の具体的な実施内容を検討した。特に、総合協議会からのコメントにあ

った気象庁のとの連携を強化するため、気象庁から２名、仙台管区気象台、福岡管区

気象台から各１名が出席して頂き、協力体制を取ることを確認した。また、各種解析

ツールの開発状況についての情報交換も行った。 
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c) 機動的な観測や電磁気構造探査で利用する観測機材の整備 

この課題で実施する機動的な広帯域地震観測に必要な以下の機材を整備した。 

広帯域地震計     ３台 

広帯域地震計用記録計 ３台 

これまで購入した機器及び地震研究所の共同利用機器と併せて、本事業の推進に利

用した。 

   

  ｄ）データ一元化への協力 

本事業の課題Ａ火山観測データの一元化事業に協力するため、課題Ａの代表者であ

る上田英樹氏に、平成 31 年１月 26 日に開催した本サブテーマ推進委員会に出席して

もらい、システムの開発状況について説明を受け、具体的な協力方法について意見交

換を行った。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

機動観測による火山体内部構造・内部状態把握では、三宅島において、山頂火口近傍に

広帯域地震観測点を３地点設置した。このうち２地点においては、携帯電話回線を用いて

データ伝送を始めた。これらの観測点のノイズレベルを調査したところ、１点を除き、既

存の観測点と遜色なく、品質の堅い観測データが得られていることがわかった。１点につ

いては、季節風による影響が大きいため、来年度以降に何らかの対策を講じたい。新たに

設置した観測点のデータと他機関の既存の観測点のデータを併せて解析したところ、三宅

島火口内の噴気地帯直下から深さ約 2 ㎞までの極めて限られた領域で、極めて小さな地震

が多く発生していることが明らかになった。このような地震活動の推移を精度よく調査す

ることが今後の火山活動評価の基準となることから、次年度以降も観測を継続し、解析手

法も高度化して、データの蓄積に努めたい。また、前回の 2000 年噴火で火道を含む浅部の

構造が大きく変化したことが予測されることから、地下構造の時間変化の抽出を目指して、

2019 年度に MT 探査を実施し、そのデータから地下比抵抗構造の推定を目指している。そ

れと比較するために、2012 年に実施した MT 探査もデータを解析した。その結果、高比抵

抗の第１層、低比抵抗の第２層、高比抵抗の第３層と言う大局的な比抵抗構造が推定でき

た。低比抵抗層と、先ほど述べた火口内噴気孔直下の浅部の微小な地震の発生域との関連

が注目される。2019 年度に実施する MT 観測の解析も含めて、現在の三宅島の浅部活動に

ついての理解を深め、今後の活動の切迫性評価に利用できる情報を集めることが次年度以

降の課題である。 

霧島硫黄山では、MT 探査による地下比抵抗構造、地震アレイ観測、地盤変動観測等によ

り、水蒸気噴火を起こす場の理解が飛躍的に進んだ。特に、高精度・高分解能の地下比抵

抗構造と、高精度な震源分布、精密水準測量から、観測データを統一的に説明できるモデ

ルが構築され、水蒸気噴火に対する切迫性評価に役立つ知見が得られた。今後の課題とし

て、浅部の熱水活動と深さ約 10 ㎞の深部マグマ溜まりをつなぐメカニズムの解明が浮か

び上がった。この課題の解明は困難で時間を要するものと予想されるが、水蒸気噴火の中

期的な切迫性評価と言う点において極めて重要な課題である。例えば、基礎研究の枠組み
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を利用して着実に研究を進め、将来の課題解決研究に結び付けることが期待できる。 

箱根火山では、これまでの地震機動観測のデータを解析し、箱根火山の直下深さ 10km 程

度まで分解能 2km の地震波速度構造の推定を行った。それによると、活動の活発化と同期

して膨張する圧力源の存在が推定されている深さ約 9km から地震活動の下限である深さ 6

㎞までの領域で低速度域の存在が明らかになった。詳しく見ると、深さ 9 ㎞では Vp/Vs が

大きく、深さ 6 ㎞では Vp/Vs が小さい。前者がメルトによる低速度と考えられるのに対し

て、後者はメルトでは説明できず、水か火山ガスによると考えるのが妥当であることが明

らかになった。今後は、マグマの供給過程の理解のため、より深部までの構造の把握も必

要と考えられる。そこで、深さ 10km 以深の地下構造を推定する為、レシーバー関数による

S 波速度構造の解析も検討していく。 

来年度以降予定されている草津白根山と蔵王山での機動観測については、その準備が順

調に進められた。特に草津白根山では、2018 年１月に本白根山で小規模な水蒸気噴火が発

生したことから、計画を前倒しして、地震観測網の整備を進め、現時点での地震活動等の

情報を得た。 

火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発では、霧島山の機動観測と併せて、地震

計アレイデータ解析システムの開発を先行して始めた。今年度はユーザーからの意見を集

約し、公開されているプロトタイプの改良を行った。今後も、ユーザーからの意見を参考

に改善を行う予定である。 

地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発では、主に比抵抗構造解析支援ツールの開発

に取り組み、海陸地形を組み込んだモデルメッシュ作成ツールの作成が進んだ。次年度以

降、公開する予定である。また、色々な火山で比抵抗構造が明らかになることを踏まえて、

水蒸気噴火の切迫性評価を念頭に、地下比抵抗と透水性の関係を仮定して、熱水流動シミ

ュレーションの試行を開始した。将来的には、このようなシミュレーションと地震活動や

地盤変動の観測データと併せて、切迫性評価を行うことが目標である。色々な火山で地下

比抵抗構造が明らかになることを踏まえて、比抵抗値と岩石の物性との関連を見出す必要

がある。昨年度実施した MT 探査から推定された倶多楽火山の地下比抵抗構造とボーリン

グの検層データの比較を行い、いくつかの興味深い結果を得た。一般化するには、更に多

くの地域で、このような比較が必要である。今後も、このような比較を可能な限り継続し

たい。  

火山性地震活動総合解析システムでは、霧島山噴火の際の観測データを参照に、システ

ム設計を継続した。霧島硫黄山の水蒸気噴火に先立ち、N 型地震が多発したことが明らか

になったことから、自動判別に利用が可能と思われる N 型地震の波形の特徴を抽出する方

向を検討した。今後は、A 型地震、BL 型地震と N 型地震の判別を自動化する手法の開発を

目指す。 

遠隔熱情報解析システムでは、導入したドローンを研究者自らが操作して、実際の調査

飛行を実施する体制を構築しつつある。人材育成コンソーシアムの実習においてもデモン

ストレーションを行った。 

地震波動場連続解析システムは実装予定の解析プログラムのうち、スペクトルグラムと

複数観測点におけるスペクトルグラムの相関を準リアルタイムで出力する部分が完成した。
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また、地震波逆伝搬解析・地震波干渉法解析の GUI のプロトタイプが完成した。今後は、

実データによる検証を進める。 

本課題に属する４つのサブテーマの相互連携を図るため、サブテーマの代表者会議を開

催した。サブテーマ間における具体的な協力体制について、今後も協議を継続する。「火山

内部構造・状態把握技術の開発」を推進するため、代表機関、参加機関、協力機関全体で

協力して今後実施する機動的な観測及び電磁気構造探査の具体的な実施内容を検討した。

また、気象庁との連携、協力体制を確認した。更に、各種解析ツールの開発状況について

の情報交換も行った。この課題で今後必要とされる観測機材のうち平成 30 年度導入予定

分については、計画どおり導入が終わった。今後も、計画的に必要な観測機材の整備を行

う。更に、課題 A「火山データ一元化」の代表者と意見交換を行った。 
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寺田暁彦・森田裕一・

橋本武志・森 俊哉・

大場 武・谷口無我・

神田 径 

ドローンを用いた草津白根

火山・湯釜火口湖からの採

水 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30

年 5 月 

関 香織・神田 径・萬

年一剛・高倉伸一・小

山崇夫・野口里奈・行

竹洋平・石川将暉・深

箱根大涌谷の３次元比抵抗

構造 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30

年 5 月 
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井雅斗・原田昌武・安

部祐希 

香取 慧．寺田暁彦・

西野佳奈・沼波 望・

大場 武 

水安定同位体比と塩化物イ

オン濃度に基づく草津白根

火山の熱水系の再検討  

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30

年 5 月 

早川美土里・橋本武

志・茂木 透・青山 

裕・田中 良・上嶋 

誠・森田裕一 

３次元比抵抗構造から推定

される倶多楽火山の熱水系 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

 

平成 30

年 5 月 

橋本武志・宇津木 

充・大倉敬宏・神田 

径・寺田暁彦・市來雅

啓・三浦 哲・井口正

人 

非噴火期の地盤膨張源およ

び消磁源の特徴について 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

地球惑星科学連合

大会 2018 

平成 30
年 5 月 

香取 慧．寺田暁彦・

西野佳奈・沼波 望・

大場 武 

水安定同位体比と塩化物イ

オン濃度に基づく草津白根

火山の熱水系の再検討 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30
年 5 月 

Sumino, H., Kawana, 
K. Yamane, K., 
Akiyama, Y., Ohba, T., 
Yaguchi, M. and 
Terada, A. 

Helium isotope ratios of 
fumaroles and hot-spring 
gases at Kusatsu-Shirane 
volcano, 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30
年 5 月 

相澤 広記、上嶋 誠、

小山 崇夫、長谷 英

彰、山谷 祐介、宇津

木 充、神田 径、橋本 

武志、塚本 果織、村

松 弾 

桜島・霧島・富士山・九重

山での広帯域 MT 連続観測

により推定される比抵抗構

造時間変化 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30

年 5 月 

塚本 果織、相澤 広

記、千葉 慶太、神田 

径、上嶋 誠、小山 崇

夫、宇津木 充、関 香

織、木下貴裕、手操 

佳子、村松 弾、Agnis 

Triahadini、湯淺 雄

平、岩佐 優一、林田 

祐人、Alutsyah 

Luthfian 

霧島硫黄山の三次元比抵抗

構造と 2013 年ごろからの

火山活動について 

日本地球惑星科学

連合 2018 年度大

会、千葉幕張 

平成 30

年 5 月 
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森田裕一、高橋大和、

大湊隆雄 

霧島硫黄山 2018 年 4 月 19

日噴火前の地震活動 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30

年 9 月 

 

行竹洋平、安部祐希、

本多亮、酒井慎一 
稠密地震観測から得られた

箱根火山の地殻構造 
日本火山学会 2018

年秋季大会、秋田

市 

平成 30

年 9 月 

相澤広記・塚本果織・

A. Triahadini・村松

弾・林田祐人・湯浅雄

平・A. Luthfian・手

操佳子・武石貢佑・神

田径・木下貴裕・関香

織・宇津木充・小山崇

夫・上嶋誠 

霧島火山での広帯域 MT 観

測 
日本火山学会 2018

年秋季大会、 秋田

市 

平成 30

年 9 月 

 

亀谷伸子・石崎泰男・

石峯康浩・吉本充宏・

寺田暁彦 

降下堆積物からみた草津白

根火山 2018 年噴火の推移

と本白根火砕丘群の熱水系 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

石﨑泰男・亀谷伸子・

寺田暁彦・吉本充宏・

本多 亮・石峯康浩・

長井雅史・古川竜太・

関口悠子・簗田高広・

石塚吉浩・南 裕介・

前野 深 

草津白根山 2018 年噴火の

火口近傍噴出物 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

石峯康浩・吉本充宏・

石﨑泰男・亀谷伸子・

寺田暁彦 

草津白根山 2018 年噴火に

おける放出岩塊の初期速度

の推定 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

吉本充宏・本多 亮・

長井雅史・古川竜太・

関口悠子・簗田高広・

寺田暁彦・石峯康浩・

石﨑泰男・亀谷伸子・

石塚吉浩・南 裕介・

前野 深 

草津白根山 2018 年噴火に

おける放出岩塊の分布 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

外山浩太郎・角野浩

史・川名華織・山根康

平・秋山良秀・大場 

武・谷口無我・寺田暁

彦 

草津白根火山周辺の噴気及

び温泉ガス中の希ガス同位

体組成 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 
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勝岡菜々子・石崎泰

男・寺田暁彦 

草津白根火山，太子砕流堆

積物の岩石学的研究 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

水谷紀章・寺田暁彦 草津白根火山・白根火砕丘

南側斜面における気体水銀

放出域 

日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

香取 慧・寺田暁彦・

西野佳奈・沼波 望・

大場 武 

草津白根火山・白根火砕丘

周辺の浅部熱水系 
日本火山学会 2018
年秋季大会，秋田

市 

平成 30
年 9 月 

関 香織・神田 径・萬

年一剛・高倉伸一・小

山崇夫・野口里奈・行

竹洋平・石川将暉・深

井雅斗・原田昌武・安

部祐希 

箱根大涌谷の３次元比抵抗

構造と熱水系 
日本火山学会秋季

大会（秋田大学） 
2018 年 9

月 

池谷拓馬、山本希 蔵王山直下の深部低周波地

震活動 
日本地震学会 2018 

年度秋季大会、福

島郡山 

平成 30

年 10 月 

宇津木 充・神田 径・

小山崇夫 
草津白根山の 3 次元磁化構

造について 
SGEPSS 第 144 回総

会（名古屋大学） 
平成 30

年 11 月 
Marceau,G., M. 

Uyeshima, H. Hase, 

K. Aizawa, Y. 

Yamaya, T.Koyama, M. 

Hata 

Preliminary report on 

Three-dimensuional 

electrical structure in 

Miyakejima, Japan 

平成 30 年度 CA 研

究会「地球電磁気

研究の災害軽減へ

の応用」 

平成 31

年 1 月

11 日 

神田 径・関 香織・木

下貴裕・松永康生 
熱水系卓越型火山の比抵抗

構造 
研究集会「火山の

熱水系と水蒸気噴

火に関する比較研

究」、 札幌市 

2018 年 6

月 

市來雅啓・山本希・三

浦哲・他 

 

吾妻山・蔵王山の全磁力変

化と電気伝導度構造 

 

研究集会「火山の

熱水系と水蒸気噴

火に関する比較研

究」、 札幌市, 

平成 30

年 6 月 

神田 径・関 香織 箱根大涌谷の比抵抗構造と

熱水系 

水蒸気噴火のメカ

ニズムと予知に関

する研究集会（温

泉地学研究所） 

平成 31

年 1 月 

関 香織・神田 径 比抵抗と化学分析から推定

される火山熱水系の構造 

水蒸気噴火のメカ

ニズムと予知に関

平成 31

年 1 月 
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する研究集会（温

泉地学研究所） 

三浦哲 静穏火山における噴火準備

過程－蔵王山総合観測の成

果から 

山梨県富士山科学

研究所国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳ

ﾑ 2018−火山ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

観測と火山活動予

測−報告書，47-56 

平成 31

年 3 月 

行竹洋平 

 

箱根火山における群発地震

と地殻流体との関係 

第 219 回地震予知

連絡会、重点検討

課題「地震と

水」、、東京都（国

土地理院関東地方

測量部） 

平成 30

年 5 月 

行竹洋平 箱根火山における群発地震

と地殻流体との関係 

地震予知連絡会会

報、100, 418-421. 

平成 30

年 9 月 

神田 径・松永康生・

小山崇夫 

草津白根山の地磁気変化と

地下構造 

草津白根山の噴火

事象検討会（東京

工業大学） 

平成 31

年 2 月 

寺田暁彦 草津白根山の地盤変動と熱

活動 

草津白根山の噴火

事象検討会（東京

工業大学） 

平成 31

年 2 月 

草津白根山降灰・噴石

合同調査班 

本白根 2018 年 1 月 23 日噴

火の口及びその近傍での降

灰・噴石調査 

第 141 回火山噴火

予知連絡会資料

（その 2 草津白根

山） 

平成 30
年 6 月 

東京工業大学 草津白根火山における空中

観測（セスナ機・ドロー

ン） 

第 141 回火山噴火

予知連絡会資料

（その 2 草津白根

山） 

平成 30

年 6 月 

東京工業大学 草津白根火山・湯釜火口湖

の変色 

第 142 回火山噴火

予知連絡会資料

（その 3 草津白根

山） 

平成 30

年 10 月 

東京工業大学 表万座・2014 年噴気周辺

の空撮 

第 142 回火山噴火

予知連絡会資料

（その 3 草津白根

山） 

平成 30
年 10 月 

松浦弘毅 ドローンを用いた火山ガス

組成観測手法の構築 

東京工業大学理学

部化学科卒業論文 

平成 31
年 3 月 
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(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

 なし 

 

2)ソフトウエア開発 

なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 
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(3) 令和元年度業務計画案 

 

① 機動的な観測及び電磁気構造探査による高精度な火山内部構造・状態の把握 

ａ．三宅島における機動観測 

2000年噴火時の大規模な山頂部の陥没により、三宅島ではマグマ溜まりか

ら火口までのマグマの経路である火道の状態に大きな変化があったと推定さ

れる。これにより、今後の噴火の様式が、これまでのそれと大きく異なるこ

とが予想される。現在の三宅島の活動を精度よく捉え、次の噴火に備えるた

め、 2018年度に他機関の既存の観測点配置も考慮に入れて、広帯域地震計を

３地点に設置した。これらの観測点を維持すると同時に、ここで得られた観

測データと他機関の観測データをマージして解析を始める。そのため、地震

波形の読み取りを行う技術支援職員を１名雇用する。  

2000年噴火により、噴火様式に大きな影響を与えると考えられる山体直下

の地下水の分布・構造が大きく変化したと予想される。そのため、 MT観測に

よる地下比抵抗構造の推定を行い、 2012年に実施した MT観測による結果と比

較し、熱水の流動に関する知見を得る。このため、博士研究員を１名雇用す

る。また、浅部での地熱変化を調査するため、無人ヘリコプターによる空中

磁気測量を行う。  

 

ｂ．草津白根火山における機動観測 

草津白根火山の本白根山において発生した噴火を踏まえ、2018 年度に前倒しして実

施した地震観測を継続するとともに、本白根山西麓に高感度傾斜計を新規に設置する

ことで、本白根山の震源分布と圧力変動源との関係を明らかにする。2018 年 1 月の噴

火により、冬季の山上への交通手段であったスキーゴンドラリフトが廃止されるなど、

積雪期のメンテナンス作業が困難な観測点が生じている。長期に安定した観測を実現

するために、一部の観測点についてはデータ伝送手段を見直し、商用光回線または低

消費電力の無線方式を導入する。 

深部圧力変動源が存在すると考えられている草津白根山・長野県側に地震観測点を

設置し、定常観測網から得られるデータや噴火直後に次世代火山研究推進事業の緊急

調査により整備した臨時地震観測点のデータとともに処理することで、震源分布を高

精度に推定し、本白根山から志賀高原周辺を含めた 10 km 程度の範囲の地震活動を明

らかにする。電磁気観測については、地下比抵抗構造を推定するために、前年度に選

定した観測点においてＭＴ観測を実施して順次解析を行う。既存のデータも併せて解

析を行い、深さ 10 km 程度までの 3 次元地下比抵抗構造の推定を行う。草津白根火山

全体の地殻変動源の有無を探ることを目的として 2017 年度に整備した GNSS 繰り返し

観測網を用いて、GNSS キャンペーン観測を引き続き実施する。本白根山の噴火を受け

て前年度に強化した既存連続観測点や国土地理院の電子基準点データなどとともに解

析を行い、特に深部の地盤変動の有無を調べる。この GNSS 観測および解析、ならびに

上記の地震・ＭＴ観測の補助のために博士研究員 1 名を雇用する。 

 

ｃ．蔵王火山における機動観測 

 2018年１月30日に噴火警戒レベルが２に引き上げられた蔵王火山では、2012年頃か

ら深部低周波地震の活動が高まり、その後しばしば火山性微動を観測するなど、中期
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的観点から着実に噴火の切迫度が高まっている。そのため、平成32～33（令和２～３）

年度に実施予定であった蔵王火山の機動観測計画の一部を前倒しして実施する。蔵王

火山直下の地殻変動圧力源・熱水系の空間分布及びその時空間変動を捉える

ために、既存観測網の手薄な想定変動域東側に、平成 30年度は広帯域地震計

を設置して長周期地震波の観測と簡易的な傾斜観測を開始したが、今年度は

高精度傾斜計も設置して水蒸気噴火に対する切迫性評価に資する情報の収集

を強化する。また、広帯域地震計の観測についてもこれ以外の設置候補点の

事前調査などを行い、実施計画の検討を行う。蔵王火山周辺の地下比抵抗構

造探査についても、現地調査に基づいて適切な観測地点の選定を行い、用地

交渉や所轄官庁に対する許認可手続き等を開始する。  

 

ｄ．霧島火山における機動観測 

（１）霧島火山における噴火発生場の構造・物性モデルの作成 

霧島火山においては現在も活動が継続していることを考慮して、地震（ア

レイ地震計・広帯域地震計）・空振、地殻変動（水準測量・傾斜変動・ GNSS

測量）、電磁気（全磁力・広帯域ＭＴ）などの諸観測を継続実施する。これ

らの観測データの解析により、えびの高原（硫黄山）周辺の地震・微動活動

や浅部地殻圧力源と比抵抗構造の時間・空間変化を検出して、 2018年度に作

成した「噴火発生場の構造・物性モデル」に時間軸を入れてモデルの高度化

をはかる。これらに基づき、えびの高原（硫黄山）の火山噴火切迫度評価を

試みる。観測データの解析と構造・物性モデルの高度化に従事するリサーチ

アシスタントを雇用する。   

 

（２）霧島火山におけるGNSS機動観測の実施 

現在も地表の高温域が拡大する霧島火山えびの高原付近及び霧島火山周辺を含む広

域で、GNSS連続観測を実施する。上記（１）と併せて、霧島山新燃岳や硫黄山でのマ

グマ噴火や水蒸気噴火や切迫度評価に資する情報を獲得する。 

 

  （３）霧島火山における地球物理観測の解釈を支援する地質情報の取得 

霧島火山において、これまでに得られた地震活動、地盤変動の時間変化や地下比抵

抗構造を噴火切迫度評価に繋げるために必要な地質学的な情報を取得するため、霧島

山周辺で地質調査の準備を行う。 

  

ｅ．箱根火山における機動観測 

 2018年度までに実施した機動観測点のデータから地震波形の位相の読み取りを行い、

神奈川県温泉地学研究所および気象庁の読み取り記録を使用して、箱根とその周辺域

（丹沢や静岡県東部等）の震源再決定を実施する。再決定した震源データと読み取り

値を用いて地震波速度構造の解析を実施する。得られた速度構造モデルをベースに、

岩石・鉱物学的知見や火山ガスなどの地球化学的知見を考慮しながら、箱根火山の熱
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水系・マグマ供給系についての検討を行う。また、より深部の構造について、レシー

バー関数解析による地下構造のイメージングを試みる。 

 

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発生

した場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・

リーダーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、前記の機動

観測について、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを

可能とする。  

 

②火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

 ａ．地震計アレイデータ解析システムの開発 

平成 31（令和元）年度は新たな技術開発の予定は無いが、これまでに開発したシステ

ム試験運用を行い、ユーザーから意見を集約し、必要に応じて改善を検討する。 

 

ｂ．地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

（１）前処理支援ツールのパッケージ化 

前年度までにプロトタイプとして試作した比抵抗構造解析前処理支援ツールのスク

リプト群をパッケージ化する。本事業に関係する研究および教育のために利用しても

らうことを念頭に操作マニュアルを作成し、要望に応じて配布する。 

（２）熱水流動シミュレーション 

地下比抵抗構造を参考にして、商用ソフトを用いた熱水流動シミュレーションを継

続する。今年度は、将来火山活動・噴火切迫度の評価に役立てることを念頭に、シミ

ュレーションの出力である温度圧力場から、地盤変動や地磁気変化など地表から観測

可能な量を求めるスキームの構築に着手する。これらの業務補助のため、リサーチア

シスタント１名を雇用する。なお、現状では岩石と流体の化学反応を考慮した計算は

難易度が高いことがわかったため、この部分は後年度の目標とする。 

（３）比抵抗３次元インバージョン 

 海域に隣接した地域のＭＴ法解析では、モデル領域に海底地形を考慮することが不

可欠であるが、特に四面体メッシュを用いたインバージョン（femtic）において、ど

の程度細かな海底地形が必要かについてはよくわかっていない。そこで、本事業でＭ

Ｔ探査を実施した倶多楽火山を例に、femtic コードにおける海底地形の影響を前年度

に引き続き検討する。 

 

ｃ．火山性地震活動総合解析システムの開発 

（１）システムの基本設計 

火山性地震や微動の活動度を自動的に評価するためのシステムを構築するため、波

形の特徴の違いに注目して火山性地震、火山性微動を区別して検出する手法の開発を

行う。具体的には、少数のパラメータで波形の特徴を自動的に高速で抽出するアルゴ

リズムの作成に取り組む。平成 29 年 10 月に発生した霧島山新燃岳の噴火では、噴火
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前後に火山性地震（Ａ型、Ｂ型）及び火山性微動が多数発生した。地震や微動が頻発

するこのような状況の観測データを用いて動作試験を行い、アルゴリズムの妥当性を

検証し、改良を加える。2018 年度には、水蒸気噴火との関連が示唆されるＢ型地震の

１種であるＮ型地震の特徴抽出を行った。本年度はこれをＢＬ型、Ａ型にも利用でき

るようにアルゴリズムの改良を進める。 

（２）システムの動作試験に用いるデータの整備 

地震活動総合解析システムの実用化のためには、色々な火山における実データが必

要であることから、2014 年御嶽山噴火前後の地震波形連続データを引き続き編集し、

火山性地震活動総合解析システムの開発に利用できるようにデータを整備する。 

 

ｄ．遠隔熱情報解析システムの開発 

火山研究者の操縦による無人機（ドローン）を用いた火山ガス組成比測定手法の開

発を進める。そのために、2018 年度に室内実験で得たドローン搭載ガスセンサーの応

答特性に基づき、ガス組成比解析手法を改良する。さらに、2018 年度までに整備した

機材を用い、主として草津白根火山の噴気を観測対象としてドローンガス観測を行い、

定期ガス観測が可能な飛行・解析方法の確立を目指す。併せて、ドローンを用いた地

表面温度観測および湖水採取を火山研究者の操縦によって実施し、飛行方法の改良を

進めるとともに、防振装置や採水器巻き上げ機構のテストを行う。  

 

ｅ．地震波動場連続解析システムの開発 

火山周辺の地震波動場を連続解析し火山内部の状態変化を評価するためのアルゴリ

ズムの検証・プロトタイプの作成を行う。この解析システムは、地震波干渉法解析、

地震波逆伝播解析など複数の解析手法を組み合わせたものであり、今年度は、2016 年

度以降、検討を進めてきた地震波干渉法解析・地震波逆伝播解析について解析アルゴ

リズムの改良を進めるとともに、GUI についての検討を行う。また、本プロジェクト

等で取得した観測データを用いた連続解析の試行を行う。 

また、地震波動場連続解析システムの実用化・運用のためには、火山周辺の電源・

通信事情の厳しい地震観測点からでも連続記録を安定して取得することが必要である。

そこで、通信回線の冗長化及びそのために必要な電源システムの試験等を行ない、シ

ステム運用に必要な観測システムの検討を行う。 

 

③プログラムの総合推進 

ａ. 課題「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本課題の各

サブテーマの責任者を集めた会議を引き続き開催する。そこで、各サブテーマの研究

の進捗状況に関する情報交換と協力体制の構築を行う、また、課題 B2-1「空中マイク

ロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置の開発」及び課題 B2-2「位相シフト光干渉

法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発」との連携についての情報収集や情

報交換も併せて行う。 
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ｂ．サブテーマ「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

本サブテーマの課題責任機関、参加機関、協力機関が参集する「火山内部構造・状

態把握技術の開発推進委員会」を開催し、本サブテーマの実施状況を確認するととも

に、具体的な今後の実施計画について検討する。また、各種解析ツールの開発状況に

ついての情報交換も行う。この際、火山防災業務に責任を持つ気象庁との連携をはか

るため、推進委員会に気象庁職員に出席してもらい、情報の共有を図る。更に、解析

結果（比抵抗分布、速度構造など）を課題Ａ「データ一元化」課題に受け渡す方法等

について協議する。 

全国の火山の活動を常に念頭に置き、このサブテーマで実施する研究開発の成果を

最大限にするため、関係機関との協議の下に火山噴火緊急観測実施の可能性や、機動

的観測の対象火山の年次の変更等についても協議する。 

 

ｃ．機動的な観測に利用する観測機材の整備 

2019 年度実施予定の三宅島及び草津白根火山で実施する MT 観測に利用するコイル

を２観測点分購入する。昨年度までに導入した機器と、共同利用・共同研究拠点であ

る東京大学地震研究所の保有する機材も併せて利用して事業を実施する。 

機動的な観測や電磁気構造探査で利用する観測機材は、次年度以降も事業の予定を

考慮して、機動的な観測や電磁気構造探査の実施に支障のないように計画的に整備す

る。 

 

 ｄ．課題Ａデータ一元化への協力 

   昨年度に引き続き、本課題で得られた観測データを課題Ａで進めるデータ一元化へ

円滑に進めるために課題Ａに協力する。 
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４．活動報告 

４．１ 会議録 

(１)課題 B「新たな火山観測技術の開発」サブテーマ代表者会議 

 

日時 平成 31 年 1 月 10 日 14 時～17 時 

場所 東京大学地震研究所 １号館 401 号室 

出席者 田中，小澤，實渕，森，森田 

 

１．報告事項 

〇 伊豆大島緊急観測の実施 

  平成 30 年 8 月 31 日～9 月 3 日の期間、伊豆大島において、次世代火山研究推進事

業緊急観測を実施した。この緊急観測は、次世代火山研究推進事業の課題 B サブテー

マ４（以下、B-4 と記す。）が中心となって、B-2、B-3、D-1 に参加している研究者が

参加し、次回の噴火活動を想定した臨時観測を想定した観測訓練も行った。これには、

総勢 44 名が参加し、内６名が大学院生であり、観測実習の機能も果たした。 

 

〇 11 月 14 日に総合協議会で出された課題 B についての質問内容を分析し、対応を検討

した。 

 

〇 今後の日程について確認した。 

 

２．協議事項 

〇 各サブテーマの進捗状況 

  それぞれ持参した資料に基づき、各サブテーマの進捗状況について報告があった。 

  成果報告会に向けて、情報の共有をはかった。 

 

〇 予算配分の方針 

  人材育成 PJ の修了生の RA の扱いについて． 

  このプロジェクトは研究と人材育成が連携したプロジェクトであることから，課題Ｂ

全体でＲＡを支えるという考え方に立ち，課題Ｂ全体の配分額から，最初にＲＡの人

件費を差し引き，その後，各サブテーマに配分する方針で合意した． 

 

                                    以上 
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４．２ 対外発表 

 課題 B 全体で、今年度の論文、学会発表等は以下の通りであった。 
 

 【研究成果発表等】 

 原著論文発表 

（査読付） 

左記以外の誌面

発表 

口頭発表（学会、

国際会議、シンポ

ジウム等） 

合計 

和文誌 2 件 6 件 54 件 62 件 

欧文誌 15 件 0 件 14 件 29 件 

合計 17 件 6 件 68 件 91 件 

 

 【関連新聞記事】 

  朝日新聞 平成 30 年５月 10 日朝刊 「水蒸気噴火解明の鍵は」 

 

 
４．３ その他 

（１）伊豆大島緊急観測 

 平成 30 年 8 月 31 日～9 月 3 日の期間、伊豆大島において、次世代火山研究推進事業緊

急観測を実施した。これまでの噴火間隔や近年の活動から、遠くない将来に噴火の発生が

想定される伊豆大島において、本事業に参画する研究者が広く連携して、火山防災に資す

る研究成果を上げるべく、現地で緊急観測の訓練、情報の共有を行う目的で開催した。詳

しい内容は、別添資料１の実施報告書に掲載する。 

 

（２）研究集会「草津白根山噴火事象検討会」 

 平成 31 年 2 月 22 日に東京工業大学において、研究集会「草津白根山噴火事象検討会」

と本事業課題 B サブテーマ４、サブテーマ３と課題 C サブテーマ２と協力して、平成 30
年草津白根山噴火や過去の噴火についての情報交換を行った。特に、平成 31（令和元）年

度には草津白根山で機動観測を予定していることから大変有意義な研究集会となった。全

国の 18 機関から 30 名の参加があった。プログラムを別添資料２に示した。 
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５．むすび 
 平成 26 年 9 月に発生した御嶽山噴火では、それほど活動的でなくて観光地となってい

る火山においては、たとえ小規模な噴火であっても多数の犠牲者が出ることを強く認識さ

せられ、社会に大きな衝撃を与えた。このような災禍を繰り返さないようにしたいという

国民の強い期待に後押しされ、火山研究の推進と火山研究人材の育成を目指した本事業が

平成 28 年 11 月より始まった。本事業の開始から３年目が終了したが、事業開始から現在

までに霧島山新燃岳と硫黄山、草津白根本白根山で噴火が発生した。特に、本白根山では、

現有の観測網では明瞭な前兆現象が見られなかったことから、噴火警戒レベルの引き上げ

が遅れ、火口そばのスキー場で犠牲者が出たことは大変痛ましいことである。 

本課題では、火山噴火の切迫性を評価するための技術開発を進めており、本白根火山で

起こったような噴火、つまり現状では噴火の切迫性の評価が十分ではない小規模な水蒸気

噴火についても、新たな観測技術や解析手法により、切迫性評価の可能性をさぐることが

目標である。本課題では４つのサブテーマでその可能性を追求している。 

サブテーマ１「新たな技術を活用した火山観測技術の高度化」では、火口直下構造を知

る新たな手法である宇宙線ミュオンを用いた火山透視技術から、噴火切迫性を評価するの

が目標である。これまで、事業開始時点に比べて空間分解能と時間分解能が優れた試験装

置を開発し、活発な活動を続ける桜島火山に設置している。今年度は、そのデータを自動

的に取得し、クラウド上で管理して、必要な画像を簡単に表示するシステムを試作した。

これにより、火山活動とミュオン画像の時間変化の対比を容易に検証できるようになった。 

サブテーマ２「可搬型レーダー干渉計と衛星 SAR（合成開口レーダー）による精密地殻

変動観測技術の開発」では、噴火時に火口に近づけない場合でも噴火による地盤変動を計

測できる可搬型レーダー干渉計の開発を目指しているが、今年度は試作機を用いて浅間山

で試験観測を実施し、問題点を明らかにし装置の改良を行った。その結果、４㎞先の地盤

変動が観測可能であるとの見込みを得た。更に、現用の衛星 SAR 解析の解析手法の標準化

とデータベースの構築を継続した。特に今年度は、電離圏遅延誤差軽減手法についての検

討を進めた。「火山表面現象遠隔観測技術の開発」では、遠隔から火山ガス・噴煙・溶岩流

を色々な波長で観測し、噴火の状況を把握するのに有用な小型の温度ガス可視化カメラ開

発を継続した。また、将来得られた画像からマグマの特性を抽出するため、分光装置を用

いて岩石スペクトルの計測手法の検討とデータベースとして保存するための計測を行った。 

サブテーマ３「地球化学的観測技術の開発」では、地下の状態変化をいち早く示す噴気

孔から噴出する火山ガスや温泉水溶存ガスに含まれる元素の同位比から、マグマの関与の

度合いを評価する装置の開発を進めている。今年度は、マグマ起源ヘリウム測定に用いる

可搬型質量分析計と真空ライン、水蒸気の高感度同位体比分析システム、航空機等に搭載

して高濃度の噴煙を採取する自動噴煙試料採取装置の開発を継続した。また同時に、いく

つかの火山で同位体比を計測し、それらをデータベースに蓄積している。 

サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」では、噴火が近いと思われるいく

つかの火山で機動的な観測を行い、噴火切迫性を評価する際の比較となる情報の獲得に努

めている。今年度は、2000 年噴火で火口近傍の状況が大きく変化した三宅島において、広

帯域地震観測を設置し、火口直下のごく浅部に熱水活動が関与していると思われる多数の
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微小地震が発生していることがわかった。この震源分布と地下比抵抗構造の関係について

注目している。また、2018 年 4 月に噴火した霧島硫黄山では、これまで行っていた各種観

測データから、地下比抵抗構造と地震活動や地盤変動の推移を統一的に説明するモデルを

構築した。このモデルに基づき地下での熱水の流動を数値シミュレーションの試みや水蒸

気噴火前の地震活動や地盤変動の解析などを進め、水蒸気噴火の切迫性を評価する手がか

りを得つつある。 

このように、事業開始から３年目で、各サブテーマとも噴火切迫性を評価するための道

具や手法、考え方などが見え始めてきた。今後、本事業を一層推進し、少しでも国民の期

待に応えられるような研究成果に結実させるよう努力したい。 

 



次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト

伊豆大島緊急観測実施報告書 

平成 30 年 9 月

別添資料 1



１．経緯 

本次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトは、昨年度は２火山（草津白根山（本白根山）， 

霧島山えびの高原（硫黄山））で緊急観測実施体制を発動したが、いずれも噴火発生後に行われ

たものであった。こうした噴火発生時の緊急対応は，噴火後の諸現象を理解する上で重要であり， 今後

も続けるべきである．一方，本プロジェクトでは噴火切迫性の評価の高度化を目指しており， そのため

には噴火発生につながる噴火前の諸現象の把握とその理解が極めて重要な意味を持つ． つまり，

噴火が発生していなくても火山活動の活発化が見られる等のわずかな異常が見られた場合には，

緊急観測（集中機動観測）を実施してその現象を詳細かつ高精度に捉えることにより， 噴火切迫

性の評価に役立つ現象の発見とその理解を進める必要がある． 

このような噴火発生前の緊急観測の実施は極めて重要であるが，その実施にあたっては参加者

の意識の共有や各研究機関の協力体制の構築，行政機関や地元自治体との連携などが必要で，事

前に噴火に備えた十分な準備を行う必要がある．そのような準備がなければ，噴火の予兆の把握

及びその進行に際して，十分な緊急観測の実施は困難であると思われる． 

伊豆大島火山は，明治以降中規模マグマ噴火を 36～38 年間隔で噴火を繰り返してきている． 

過去４回の噴火活動は，1876 年，1912 年，1950 年，1986 年に開始し，それぞれの噴火開始か

ら数年程度の噴火期間を経て活動が弱まり，静穏期に至る．上記のように噴火開始時期の間隔は

極めて規則的で，現時点で前回の噴火からすでに 32 年が経過し，次の噴火が近いことが予想される．

また，観測からは 1990 年代後半より山体の膨張が始まり，現在では短期的には膨張と収縮を 

１～３年間隔で繰り返しながら長期的には山体膨張の傾向が継続し，地下へのマグマ蓄積が進ん

でいると推定されている．さらに，カルデラ内浅部を震源とする規模の小さな地震も，山体膨張

に同期して活動が活発化する様子が見られるが，近年は相対的に地震活動が活発になっている． 

つまり，伊豆大島は噴火間隔から噴火が近いと予想されると同時に近年活動度が上昇しているこ

とから，噴火の予兆を捉えるに非常に適した火山であると言える．このような背景のもと，昨年

末（2017 年 12 月 25 日-26 日）に東京大学地震研究所において「伊豆大島，三宅島の次回の噴火

を考える」と題する共同利用研究集会（別添１）を開催し、24 名の講演，延べ 131 名の参加者を

得た．この集会では，物質科学的な調査から過去の噴火様式や噴火履歴に関する研究成果，地球物理学

的観測から噴火開始までの諸現象と噴火発生後から活動終焉までの諸現象についての研究成果， 現在の

活動で見える前兆現象，今後の研究の方向についての報告と議論を行った．その結果，伊豆大島は現段

階ではまだ静穏であるが、観測データの高精度解析（地震活動、地盤変動、その両者の関連など）

より、火山は次の噴火の準備を着実に進めており、近い将来に発生する噴火に備えて， 各分野の研究

者が協力することが望まれるということで参加者の多くの意見が一致した． 

この火山では，現在，気象庁が火山活動監視のために観測網を有している他，東京大学地震研

究所，防災科学技術研究所，産業科学技術総合研究所等が長期にわたり観測研究を実施している． 各機

関の観測網の状況や研究成果を共有すると共に，今後の研究戦略を現地で議論し，必要な観測強化及び

調査検討を実施して，来るべき噴火に備えることが重要であることから，次世代火山研究・人材育成

総合プロジェクト火山噴火緊急観測部会で，伊豆大島において緊急観測を実施することが妥当である

との結論を得て，平成 30 年 8 月 31 日から 9 月 3 日の日程で実施したので報告する． 



２．実施内容 

２．１ 概要 

日程： 平成 30 年 8 月 31 日（金）～ 9 月 3 日（月） 

 
スケジュール概要 

 

                    12:00         18:00          21:00 

 

参加者： 44 名 （19 機関） うち，大学院生 9 名 参加者名簿は別添２ 

 

 
 

２．２ 実施内容 

（１）次回の噴火に向けた観測強化及び調査検討 

前回の 1986 年噴火では，長期的には熱消磁によると思われる磁場の変動と中期的には火山性微

動の発生とその推移が明瞭な前兆現象であったと言える．全磁力観測では三原山南方の観測点

の全磁力が噴火の約４年前より減少し始め，約１年前からは減少が加速した．また，噴火の 

４ヶ月前から火山性微動が間欠的に発生しはじめ，発生間隔が短くなった後，約１ヶ月前から

連続微動になり，噴火前日に微動の振幅が急激に増加して山頂で噴火が発生した．次回の噴火

でも，マグマに先行して高温の火山ガス（マグマの揮発性成分）の上昇し，地下の温度上昇（熱消

磁）とそれに伴う地下水の挙動と考えられる火山性微動が発生する可能性が高い．そのため， 磁

場変化，電気伝導度変化，土壌ガス，火山性微動を精度よく捉えて，その発生源を解明するとと

もに，発生機構を理解して，噴火までの火山体内部状態の推移把握に役立てられる情報を得るこ

とが重要である． 

これを踏まえて，火山プロジェクト課題 B のサブテーマ３及びサブテーマ４の参加者が中核

となり，他機関の協力を得て，①微動の発生起源を推定する地震計アレイ観測，②火山ガスの

測定と火山性微動の発生に関与していると考えられる揮発性成分の挙動をモニターする土壌ガ

ス連続観測装置の設置，③既存の地震研究所の GNSS 観測の高度化のための作業と次回の噴火時の

対応の検討，④既存の地震研究所の電磁気観測点の見学と次回の噴火時の対応の検討を実施

8月31日 

（金） 

      

    18時 

    宿舎に集合 

 

 夕食  討論会① 

18:30-19:30 ～21:00 

 

9月1日 

（土） 

 

 朝食   各班で観測強化 

7:30-8:15  及び調査検討 

 

  地質巡検（山頂） 

    13:00-17:30 

 

 夕食  討論会② 

18:30-19:30 ～21:00 

 

9月2日 

（日） 

 

 朝食   地質巡検(沿岸部) 

7:30-8:15   8:30-12:20 

 

  各班で観測強化 

   及び調査検討 

 

 夕食  討論会③ 

18:30-19:30 ～21:00 

 

9月3日 

（月） 

 

 朝食   各班で観測強化 

7:30-8:15  及び調査検討 

 

   14時 

   解散 

  



した． 

また，次世代火山研究プロジェクトの課題 D サブテーマ１の実施する火山災害の即時把握を

目指した UAV（ドローン）のよる調査も，時期を合わせて実施し，情報の共有をはかった． 

 
（２）現地で行う次回の噴火の向けた知識の共有のための討論会 

毎夕食後に全員が参加する２時間程度の討論会を開催した．テーマは，それぞれ（１）伊豆大

島の過去の噴火，噴火履歴，（２）1986 年噴火のレビュー，火山プロジェクトのサブテーマの紹介，

（３）次回の噴火に向けた観測研究戦略に分け，参加者で意見交換をおこなった． 

 
 

（３）地質巡検 

次回の火山活動時の観測計画立案のバックグランドとなるように，伊豆大島の地質に詳しい

産業総合研究所の川邊禎久氏に，大規模噴火の火山噴出物の層序の良く見える場所で物質科学

的に見た過去の噴火の推移について解説いただいた． 

 
３．実施報告 

 
 

３．１ 二子山地震計アレイの設置 

 
 

伊豆大島では九州大学が三原山から

見て北西方向（図中青丸），防災科学技術

研究所が北方向と北東方向（緑丸）に地

震計アレイを設置している（図１）．噴火

時には想定火口である三原山を取り囲

むように複数のアレイ観測網を設置す

ることが重要であり，現在はアレイ観測

網のない南西方向に新たなアレイ観測

網（赤丸）を設置した．このアレイは， 

機材の調達や観測網の維持を考え，今回

の観測期間は１ヶ月程度とするが，恒久

的に利用できるように整備し，借地や環

境庁の許可を取るとともに，しっかりし

た地震計台を建築することにした．噴火

の予兆が見られた時には，すぐに地震計

を設置できるように環境を整えた． 

各観測点における地震計台基礎，設置

機材，ロガーの基本設定項目は以下の通

りである． 

2000m 

図１．伊豆大島に設置されている地震計アレイ 



○地震計台基礎（9 点共通）： 

・約 50 cm 深の穴に 5～10 cm 厚の基礎（各点 16～20 kg の速乾セメントを使用）を作成．セ

メント基礎流し込み前に，水抜き用塩ビ管を穴底に挿入． 

・擁壁用塩ビ管（厚さ 1 cm，内径 40 cm，長さ 50 cm）をセメント基礎を切る形で設置．その

後，塩ビ管内セメント基礎の水平を再確認． 

○設置機器・設置方法： 

・広帯域地震計観測点 3 点：FGY1,5,9 

計測技研 HKS-9700 ＋ Nanometrics Trillium Compact 

ロガーとバッテリーをプラボックス内に収納し，シートで上部をカバー 

・短周期地震計観測点 6 点：FGY2,3,4,6,7,8 

白山工業 LS8800 ＋ Lennartz LE-3Dlite_MkⅢ 

ペリカンボックス仕様のロガーと電池ケースをベルトで固定し，土嚢袋に収納 
 
 

○ロガー基本設定項目： 

・地震計設置方位：真北基準 

・ロガー設定：200 Hz サンプリング，最小位相フィルタ，位置固定モード時刻校正 

・WIN CHID：F0+観測点番号+成分名(0:UD,1:NS,2:EW) 

例：FGY1: F010(UD), F011(NS), F012(EW) 

 

 

 
図２ 二子山アレイ配置図 

100m 

FGY5 FGY9 

FGY1 



 

  
 

写真 1．ロガー設定の最終確認作業 写真 2．地震計台・地震計設置状況点 

 

 

 

 
 

写真 3．広帯域地震計観測点の

設置完了状態 (FGY1) 

 

 

 

 
 

図３. アレイ観測波形例(上下動生記録) 

千葉県東方沖の地震(M3.2)の P 波初動部 

 
 

３．２ 北西アレイの保守 

三原山北西方向のカルデラ外の大島西側中腹（図１の青丸の地点：1986 年噴火の C 火口に

通じる道路の脇）で，2016 年から九州大学が東京大学地震研究所の協力の下，地震計アレイ観

測を開始した．地震計は 2Hz で近計システムの低消費電力ロガーを用いた現地収録方式で，現

在も観測を継続している．今回の緊急観測では，これまで蓄積されていたデータを回収すると

ともに，電池とメモリーを交換し，今後約１年間の観測データを取得できるように整備した． 

 
図４ 

北西アレイの

配置図 



３．３ 火山ガス測定 

緊急観測期間中，以下の日程で測定を実施した． 

 
 

8 月 31 日 

温泉ホテルの裏にある東京大学地殻化学実験施設所有の蒸気井（写真 4）で凝縮水を採取し， ド

ライガス（水蒸気を含まない火山ガスを指す）のCO2 濃度を測定した．蒸気の出口温度は94.4℃， ド

ライガス CO2 濃度は 19.6%であった．ドライガスの一部は He 同位体比測定のためにガラス容 器に

封入した． 

9 月 1 日 

櫛形山西山麓谷で崖の壁から放出する噴気（写真 5）の採取を行った．噴気の温度は 90.9℃， 

ドライガス CO2 濃度は 3.1%であった．ドライガスの一部は He 同位体比測定のためにガラス容器

に封入した． 

9 月 2 日 

三原山の剣ヶ峰（写真 6）と X-15 地点（写真 7）で，噴気の採取を行った．なお，X-15 地点

では気象庁が噴気の温度を常時計測している．X-15 地点は，土壌ガス CO2 流量観測装置の近傍

に位置する．剣ヶ峰噴気の出口温度は 78.4℃，ドライガスの CO2 濃度は 2.2%であった．ドライ

ガスの一部は He 同位体比測定のためにガラス容器に封入した．X-15 地点における噴気の出口

温度は 57.0℃，ドライガスの CO2 濃度は 0.7%であった．ドライガスの一部は He 同位体比測定

のためにガラス容器に封入した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 7 X-15 地点における噴気の

採取の様子 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

写真 4 温泉ホテル裏の蒸気井 

写真 6 剣ヶ峰噴気の遠望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5 櫛形山西山麓谷 

の噴気孔と採取器具 



櫛形山西山麓谷，剣ヶ峰，X-15 地点では，2017 年 11 月にも噴気の観測および採取を実施して

いる．その際の噴気温度とドライガス CO2 濃度は，今回の観測値に近く，2017 年 11 月から 2018 

年 9 月にかけて，噴気に大きな変動は起きていないと判断される． 
 
 

３．４ 火山ガス流量計設置 

三原山山頂部の南西部に位置する噴気地帯(図５)に、二酸化炭素の土壌拡散放出流量を連続

モニタリングするための火山ガス流量計（WestSystems 社、Flux Station）の設置作業をおこな

った. 

 
日程 作業内容 人員数*

 実施内容 

9/1 10:30-14:30 設置装置の準備 2（1） 設置方法の確認・装置の準備と積込 

9/1 14:30-16:30 設置場所の下見 2（1） 山頂の設置場所を下見確認。設置準備 

9/2 14:00-18:45 設置作業 11（1） 筐体の移動･設置、装置本体の設置･設定 

9/3 9:15-11:45 通信状況確認 2（1） 通信状況の確認と調整 

*人員数の（）内の数は、教育コンソーシアムの学生数に対応 

 

（１）設置装置の準備 

装置を良く知る者が 9 月 1 日午前からの参加だったため、設置装置の準備は 2 日目から実施し

た。火山ガス流量計一式は、東京大学地震研究所の伊豆大島観測所に送付されていたので、梱包の

開封と装置部品の有無の確認を行った。火山ガス流量計の測定装置を入れるソーラーパネル付の筐

体は、横 130cm×幅 90cm×高 80cm 程度と大きく、金属製で重量も 50kg 以上あるため、観測所に

て、筐体の組立の練習や山頂での運搬方法の検討を行った。また、観測装置に使用する 12V バッテリー

を 2 つの充電を開始した。装置一式の状態を確認したうえで、翌日の設置作業に向けて、装置運搬用の

車に積み込みをおこなった。 

 
（２）設置場所の下見 

9 月 1 日の山頂部は風が強く雨交じりの濃霧であった

が、15 時過ぎに、設置場所の下見と翌日の設置作業をスム

ーズに行うため設置スペースの地ならしを行った。設置場

所は、図 9 の赤丸に示すように、三原山山頂部外輪の南西

部に位置する噴気地帯のはずれにあたる。設置地点の土壌

は僅かに変質しているが、噴気は認められない。約 40cm 以

深の土壌温度は 40℃程度になる。2018 年 7 月に実施し

た、事前調査では、この観測地点での二酸化炭素の土壌フラ

ックスは約 3.6 mol/m2/day であった。 

 
（３）設置作業 

9 月 2 日午後は、雨と雷が落ち着くまで元町の宿で待機し、14 時半過ぎから山頂での設置作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5. 伊豆大島三原山山頂部と火山

ガス流量計の設置位置（赤丸）。「地
理院地図」を使用した。 



を開始した。先述のように、重量物の筐体があるため、設置場所から 100m 強の場所まで車で入り、そこ

から装置及び設置のための機材を設置地点まで徒歩で運搬した。今回は、延べ人数 11 名の協力が得

られたため、短時間での運搬が可能であった。 

設置作業は、筐体の台座となる金属製の枠を、ソーラーパネルが南側を向くように配置した上

で、台座の足 4 本をそれぞれ 60cm の杭 3 本で固定した。その後、台座の高さを調整したうえで、

チャンバー部（写真 8：写真右側のブルーの縁のついたお椀状金属）を配置し、その上から筐体を被

せた。装置の制御・計測を行うボックス（写真 8 の筐体左側のオレンジ色のケース）を筐体内に配

置し、地中温度計、土壌水分計、気温温度計、湿度計、気圧計、風向風速計と雨量計を合わせて設置する

とともに、配線・配管作業を行った。また、データ通信用の通信端末の設置を行った。その後、チャンバ

ーの動作や温度計などのセンサー類の接続状況と出力値を確認し、18 時半にこの日の設置作業は終

了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 9 設置作業終盤の様子。内部の配線の確

認や雨量計の傾きを調整中。 
 
 
 

（４）設置状況確認 

観測装置が測定したデータは、携帯電話のデー

タ回線を使用して、東京大学のサーバーから装置

にアクセスし、データの取り込みを行う。9 月 3 日 

8 時と 9 時には、データ通信の確認をまず実施し

た。データ通信が確立できていないことが判明し

たため、観測点に赴き、通信端末のアンテナの位

置と向きを調整した。その他、配線や配管などを

再度点検し、10 時と 11 時の測定動作状況の確認

を行った。 

 
（５）現在の状況 

 東大のサーバーからはデータの取り込み作業は

毎時行われているが、観測地点の携帯回線の電波

状況は良くないようで、2 日に 1 回程度の割合で通信が確立できている。モニタリングは順調に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 8 設置した筐体とその内部に配したチャ
ンバー部（右側）と計測・制御ボックス（左側
オレンジ色）。 

図 6. 設置した観測装置で測定した 9 月 

3-8  日の二酸化炭素の土壌拡散放出率 

(上)と積算雨量(下)。 



進んでいる。図 6 に 9 月 3 日から 9 月 8 日までの二酸化炭素拡散放出率と積算雨量の観測データを

示す。9 月 4 日から 9 月 5 日未明にかけて台風 21 号に伴う雨のため、放出率が低下している様子が

わかる。 

今後は、二酸化炭素の拡散放出率を継続し、伊豆大島の活動評価への貢献を目指す。 

 
 

３．５  GNSS 観測点の高度化 

東京大学地震研究所は 2004 年に伊豆大島全域で GPS 連続観測を開始し，現在 14 点を運用し

ている．これに国土地理院の６観測点を加えて，併せて 20 点の GPS データを用いて，伊豆大島

火山の地盤変動を研究してきた．しかしながら，すでに設置から 14 年が経過し，GPS 受信機の

老朽化が進み，故障が頻発するようになってきた．また，これまで利用してきた受信機ではメモ

リーの容量が小さく，実質的に高サンプルのデータを取得できなかった．データの出力もシリア

ルポートしかなく，データ伝送に時間を要していた．さらに，現有の受信機では GNSS 衛星のうち 

GPS 衛星からの信号しか受信できなく，高精度化が期待できる他の測位衛星のデータが利用できな

い等の欠点もあった． 

次回の噴火を現有の計測機器で迎えると貴重な時期の観測データを高精度で取得できないこと

から，緊急観測を機に受信機を高サンプルでデータ取得可能で GPS 以外の測位衛星の信号を受信で

きる受信機とアンテナに置き換えて，観測点の高度化を行った．また，データ回収の方法もモデ

ムと一般音声回線を用いた旧式のものから，携帯回線による VPN を用いたインターネット方式に

変更することとし，そのためのルーター機器を新たに設置した．今回機材を更新した観測点は 

EKMU，EMNT，EGJK，ETBT，EMHR，ESNZ の６点（図 7 の赤丸）であり，以下のような

日程で作業を行った． 

 
８月３１日 

交換する GNSS 受信機の観測及び通信のための各種パラメータの設定を行った．通信設定では， 

固定 IP アドレスを設定した状態でも，DHCP が ON になっていると IP による通信ができないこと

判明したが，設定コマンドで OFF することによって解決できた． 

 
９月１日 

EKMU，EMNT 及びEGJK の受信機・アンテナの交換を行った．EKMU では，レドームを固定

していたネジが錆び付いて回らなかったため，レドームとアルミ製治具は撤去した．なお，このア

ルミ製治具の固定用ねじが４本とも破断していたため，アンテナを固定しているステンレス製ポー

ルから脱落していた．この観測点は内陸であり，塩害の影響等は少ないと考えられる． 

EMNT 及び EGJK では，レドーム取付治具等がすべてステンレス製であったたため 14 年たっ

た現在でもネジはさび付いておらず難なくレドームを取り外すことができた（写真 10）．なお， 

EMNT  のアンテナケーブル保護用の PF  管が老朽化のため寸断されていた．海岸からの距離が 

30m 弱であるため，できるだけ早く交換したほうが良い． 



 

 
 

2 ㎞ 

EMNT 

ETBT 
ESNZ 

EKMU 

EGJK 

EMHR 

図 7 緊急観測で高度化した GNSS 観測点（赤），既に高度化を終えた観測点 

（紫），高度化を未完の観測点（緑），国土地理院の観測点（黒） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 10 EGJK 観測点のアンテナ（左）アンテナ交換前及び（右）アンテナ交換後． 



９月２日 

ETBT 及び EMHR において作業を行った．ETBT，EMHR ともにレドームは簡単に取り外す

ことができ，受信機についても問題なく交換できた． 

 

９月３日 

午前中にESNZ において作業を行った．ESNZ は廃校になった小学校校舎をお借りしている観

測点であり，作業を行うために鍵を役場支所から借りる必要がある．レドーム取付治具がアルミ

製だったため，EKMU と同様にレドームを外すことができず，やむを得ずレドームを壊して撤去

した．そのため，アンテナ交換後はレドームなしで観測を継続することになった．この観測点は， 海岸

から約 140m の距離にあり，塩害が懸念されるため，代替のレドームを取り付けるなど対策が必

要と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のように，６観測点の高度化を完了した． 
 
 

３．６ 地震研究所の電磁気観測点の見学と次回の噴火時の対応の検討 

大学と気象庁の連携を念頭に，気象庁地磁気観測所職員と地震研究所の担当教員が，以下の

ような活動を行った． 

 
8 月 31 日 

夕刻宿舎にて集合、翌日からの作業内容について打合せをおこなった。 

9 月 1 日～9 月 3 日に東大地震研・気象庁の各電磁気観測点を周回し（図 8）、双方の観測体制

を把握すると同時に、機器の保守作業を実施することとした。 

 
9 月 1 日 

午前、公用車にて温泉ホテルからカルデラ内に入り、人工電流による連続電磁探査システム 

ACTIVE の送信局 s1 に行き、観測概要と機器に関する説明を実施した。 

次に、Ｂ火口東の 3 成分磁場観測点と、直近の気象庁全磁力観測点 MHR_NE を見た。3 成分計 

写真 11．ETBT の受信機の交換後． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 12．ESNZ におけるアンテナ交換後． 



であるフラックスゲート磁力計はドリフトをおこすため、その補正をおこなうための「絶対磁

気測量」を定期的に実施する必要がある。気象庁地磁気観測所では通常業務としてこれを実施

しているため、この点でも絶対磁気測量実施の協力をできないか議論をおこなった。続いて、 

DC 比抵抗送信機を見学し、概要と機器説明を行った。 

一旦カルデラを出て、二子山の全磁力観測点を訪れた。午前の作業はこれで終了した。 

同日午後は地質巡検に参加した。地質巡検終了後、気象庁旧測候所にある全磁力観測点 TBT 

と直近の「地磁気基準点」全磁力および 3 成分磁場観測点をお互いに視察した（写真 13）。ここ

でも絶対磁気測量の実施協力について意見交換を行った。 

 
9 月 2 日 

昼食後、野増全磁力観測点の視察をおこなった。その後カルデラ内に入り、三原山山頂域

にある ACTIVE 受信機５か所と気象庁全磁力観測点 MIK1 および MIK2 を視察した。三原山直近の

観測網として、東大地震研は南側に、気象庁は北側に多くの観測点を保持しているため、その

際にお互いのデータの重要性について議論し、データ共有可能性について意見交換を行った。

三原山を下りたあと、三原西局舎の DC 比抵抗受信点の視察を実施した。その後、気象庁全 

磁力点 MHS と東大地震研全磁力点 MI0,MI1,MI2 を保守作業も兼ねて視察した。この日は最後に 

ACTIVE 送信局 s0 で機器概要の説明と保守作業を実施した。 
 
 

9 月 3 日 

午前、カルデラ内に入り、三原東の全磁力観測点を視察・保守作業を実施した。その後、 

DC 比抵抗送信点に再度行き、保守作業を実施した。最後に、カルデラ外に出て、波浮北の全磁力

観測点の視察をし、東大地震研・気象庁の電磁気観測点を全て周回し終え、当初の目的を達成

した。 

これまでの視察を踏まえ、気象庁と地震研究所の今後の協力体制について議論し，以下のよ

うな合意を得た． 

〇電磁気データの共有を検討する。 

〇絶対磁気測量を協力して実施することを検討する。 

〇ドローンを使った空中磁気測量をはじめとし、新規電磁気観測開発について協力体制を築く

ことを検討する。 

以上の３点について，今後引き続き協力体制に向けての議論を行うこととした。 



 

 
 

図 8 伊豆大島内にある東大地震研および気象庁の電磁気観測点配置図 

 
 

写真 13 「地磁気基準点」絶対観測室内視察の様子。 



３．７ 次回の噴火の向けた知識の共有のための討論会 

８月 31 日，9 月１日，2 日の夕食後に２～３時間の討論会を開催し，参加者による意見交換を

実施した．講演者，内容は以下の通り． 

 
第１回討論会（8 月 31 日） 

・伊豆大島火山の噴火シナリオ 川邊 禎久（産総研） 

・1950 年噴火のビデオ鑑賞 

・1986 年噴火のビデオ鑑賞 
 
 

第２回討論会（9 月１日） 

・1986 年伊豆大島噴火にかかわる経緯について 山岡 耕春（名古屋大） 

・次世代火山研究推進事業 B2：可搬型レーダー干渉計と衛星搭載型合成開口レーダーによる精

密地殻変動観測技術の開発－主に SAR 関する雑多な話－ 小澤 拓（防災科技研） 

・無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把握手法の開発 

藤田浩司（アジア航測） 

・伊豆大島三原山噴気の観測について 大場 武（東海大） 

・火山山体土壌からの拡散ガス放出 森 俊哉（東大・理） 

 
 

第３回討論会（9 月 2 日） 

・山頂噴火から山腹割れ目噴火への推移（イタリア・ストロンボリ火山の例） 

青山 裕（北大） 

・次回噴火にむけて（地震観測） 山本 希（東北大） 

・伊豆大島における電磁気観測 小山崇夫（東大・地震研） 

・伊豆大島の噴火警戒レベルの運用と気象庁の火山監視体制 小林宰（気象庁・火山課） 
 
 

３．８ 地質巡検 

産業技術総合研究所の川邊禎久氏を講師として，9 月 1 日午後と 9 月 2 日午前に実施しました．

見学場所は図 9 を参照． 

 
９月１日 

①御神火茶屋 防災科学技術研究所観測点の見学（防災科技研 小澤・實渕両氏が説明） 

②Y1（1778-78 年），1951 年，1986 年 A 溶岩流見学：パホイホイ，アア溶岩 

③1986A 溶岩流断面，Y1 火山弾と火山灰層 

④温泉ホテル降下テフラ露頭： 
 
 

９月２日 

⑤降下テフラと Y3 溶岩流：Y2 と Y1 の降下テフラ 

⑥裏砂漠：1986A と 1986B の降下火砕物 



⑦筆島火山：約 30 万年前の古い火山活動 

⑧波浮港火口：N3 噴火によるマール，津波で海とつながり港として活用 

⑨イマサキ：Y4 側噴火噴出物と供給岩脈 

⑩地層大切断面：降下テフラ累層．最下部は２万年前． 

 

 

 

 
図 9 地質巡検実施場所 

 

 

 
 
 

 

 
 

 

 



４．まとめ 

国民の生命を火山噴火災害から守るためには，噴火警報の精度向上が必要である．しかし，火

山噴火予測手法が確立していない現時点で噴火警報の精度を高めるためには，噴火切迫性評価の

高度化を目指した研究の推進が欠かせない．そのような研究の推進には，噴火前に発生する現象

を精度よく観測から捉え，それを理解して火山内部で起こっていることを推定するとともに，噴

火発生予測につながる知見を得る必要がある．一方，このようなことを実行するには噴火前から

高度な観測を行い，高精度のデータを蓄積する必要があるが，これは人的にも，経済的にも非常

にコストのかかる事業となる．理想的には，噴火発生の近い火山において各機関が協力して十分

な観測体制を敷いて噴火現象を捉えることが望まれる． 

今回，伊豆大島を対象として，研究集会の開催から緊急観測まで一連の活動を，次世代火山研

究・人材育成総合プロジェクトの仕組みで実施させて頂いた．これにより，十分とはいえないま

でも次回の噴火に対する準備は確実に進められた．噴火開始時に重要なことは，各機関が連携し

て協力して研究を推進することである．今回，多く機関から参加者を得て，緊急観測を実施した

ことにより，研究協力体制の礎ができ，この点も非常に大きな成果の一つと言える． 

火山噴火が迫っている火山で，このような取り組みを行うことは，極めて有意義と感じるので， 今

後いくつかの火山で実施することが望まれる． 



別添１．地震研究所 共同利用研究集会 

「伊豆大島，三宅島の次回の噴火を考える」 

日時：平成 29 年 12 月 25 日（月）13：00～12 月 26 日（火）12：00 

場所：東京大学地震研究所 第１会議室（２号館５階） 

 
開催趣旨 

前回の噴火から，伊豆大島では 30 年，三宅島では 20 年近く経過し，共にこれまでの平均的な

噴火間隔に迫っています．これら伊豆諸島の火山は，テクトニックな環境から広域応力場が卓越す

る火山であり，そのため急速なマグマの移動現象であるダイク貫入が日本の他の火山に比べ， 頻

発すると思われます．ダイク貫入現象は，山麓でも噴火して火山災害を引き起こす可能性がある

と同時に，マグマの動きを具体的に知ることができ，また，カルデラ陥没との関係が示唆される

など火山学的に大変興味深い現象です．この研究集会では，今から両火山の次期の噴火について

の科学的な議論を始め，火山噴火予測につながる知見を集めると同時に，今後どのような研究を

推進すべきかを議論しようという趣旨で開催します． 

 
プログラム 

 
 

12 月 25 日（月） 

 
 

13:00 開催の挨拶，開催趣旨説明 
 
 

13:10 噴火史からみた伊豆大島噴火の類型・成因と 1986 年噴火の意味 
 
 

13:25 伊豆大島火山の噴火シナリオ -これまで何が起こったか 
 
 

13:40 三宅島における最近一万年間の火山活動の概要 

 
 

13:55 三宅島火山の最近 3000 年間の噴火史－新たな火山層序を基に－ 

 
 

14:10 1986 年伊豆大島噴火の経緯とその地形的特徴 
 
 

14:25 伊豆大島及び三宅島の過去の火山性微動の挙動 

 
 

14:40 1986 年伊豆大島噴火に伴う火山性微動と低周波地震活動の推移 

 

 

小山真人・早川由紀夫 
 
 

川邉禎久

新堀賢志

及川輝樹 

千葉達朗，遠藤邦彦 

山里 平

黒川愛香・栗田敬 

14:55 伊豆大島 1986,87 年噴火活動以降に観測された火山性微動の発生機構 

及川純・井田喜明・山岡耕春 



15:10 伊豆大島 1987 年噴火の前駆過程：山頂火道内マグマのドレインバック 
 
 

15:40 三宅島 2000 年噴火の概要 
 
 

15:55 2000 年三宅島噴火活動初期のマグマとマグマ溜まりの活動 

 
 

16:10 地震データから見た 2000 年三宅島噴火（レビュー） 

 
 

渡辺秀文

中田節也

上田英樹 

大湊隆雄 

16:30 三宅島 2000 年噴火における大量ガス放出期に観測された地殻変変動から推定されるガス

放出機構 及川純・中尾茂・渡辺秀文・他 

16:45 稠密な GNSS 繰り返し観測から分かった三宅島火山の圧力源 

松島健・福井海世・及川純・他 

17:00 伊豆大島，三宅島の噴火における重力観測の意義と今後の課題について 

今西祐一・大久保修平 

17:15 伊豆大島火山の現在の地震・地殻変動と今後の展望 
 
 

17:30 最近の三宅島の地震と微動活動 

 
 

森田裕一

萩原弘子・渡辺秀文 

12 月 26 日（火） 

 
 

09:00 1986 年伊豆大島噴火の際の地殻変動データを包括的に説明するマグマモデル 

 
 

09:15 伊豆大島の次の噴火に向けて：防災科研からの提案 

 
 

09:30 伊豆大島次期噴火に向けた取り組み～特に山頂噴火について～ 
 
 

09:45 伊豆大島火山ガス・温泉水の地球化学的特徴の時空間変化 

 

 

上垣内修

藤田英輔

鬼澤真也 

 
 

10:00 電磁気観測網による伊豆大島火山活動モニタリング 

角野浩史・川名華織・山根康平・他 
 
 

小山崇夫・上嶋誠 

10:15 山頂噴火から山腹噴火への分岐ーストロンボリ火山の事例ー 
 
 

10:30 火道内現象の理解に向けた火口周辺稠密地震観測の一提案 
 
 

11：00 総合討論 （12：00 閉会予定） 

 
 

西村太志

山本 希 

以上 
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西 垣 隆 総括 PA 次世代火山研究人材育成総合プロジェクト 

森田  裕一 教授  
東京大学地震研究所 小山  崇夫 助教 

西本  太郎 技術職員 

青 山 裕 准教授 
北海道大学理学部 

小野  夏生 修士２年 

三 浦 哲 教授  
 

東北大学  地震・噴火予知研究観測センター 
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池谷 拓馬 修士１年 

安部祐希 技師  
 

神奈川県温泉地学研究所 
本多亮 主任研究員 

萬年一剛 主任研究員 

原田昌武 主任研究員 
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大 場 武 教授  
東海大学理学部 西野  佳奈 特定研究員 
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中元  真美 研究員 地震予知振興会 

小林 宰 技術主任 
気象庁地震火山部火山課火山監視・警報

センター 
細川 周一 技官 

星原 一航 技官 

松田 健助 火山調査官 気象庁地震火山部火山課 伊豆大島火山 

防災連絡事務所 石原 昂典 技官 

鬼澤 真也 主任研究官 気象庁気象研究所 

浅利 晴紀 研究官 
気象庁地磁気観測所 

秋元 良太郎 技官 



 

川邉 禎久 主任研究員 産業技術総合研究所 

小澤拓 主任研究員 
防災科学技術研究所 

實渕哲也 主任研究員 

藤田 浩司 係長  
 
アジア航測株式会社 
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三 浦 俊介
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中 出  雅 大 

大河原  斉揚 

課長補佐

専門官 
文部科学省地震防災研究課 

 



草津白根山噴火事象検討会プログラム 

開催日時：平成３１年２月２２日（金）11:00-18:30 
開催場所：東京工業大学緑が丘３号館２階M321教室 

主催：次世代火山研究・火山人材育成総合プロジェクト
災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画 

共催：科研費「2018年草津白根山噴火に関する総合調査」 

11:00－11:05 はじめに 神田 径（東工大） 

■セッション１ 座長：神田 径（東工大）
11:05－11:20 白根火砕丘南斜面の水銀放出域と火口形成域 

〇水谷 紀章・寺田 暁彦（東工大） 
11:20－11:35 本白根山 2018 年 1 月噴火火山灰の水溶性付着成分 

〇谷口 無我・川口 亮平（気象研）・大場 武・沼波 望（東海大） 
11:35－11:50 草津白根山噴気・温泉ガスのヘリウム同位体比 

〇角野 浩史・外山 浩太郎（東京大）・大場 武（東海大）・谷口 無我（気象研）・
寺田 暁彦(東工大） 

11:50－12:05 湯釜湖水および草津温泉源泉の組成変化と近年の火山活動との関係 
〇木川田 喜一・山本 春香（上智大） 

12:05－12:20 草津白根山火山ガス組成の変化と解釈 
〇大場 武・西野 佳奈（東海大）・谷口 無我（気象研）・外山 浩太郎・角野 浩
史（東京大） 

12:30－13:30 昼休み 

■セッション２ 座長：寺田 暁彦（東工大）
13:30－13:50 本白根火砕丘群の活動史と 2018 年噴火の推移 

〇石﨑 泰男・亀谷 伸子・濁川 暁（富山大）・吉本 充宏（富士山研）・寺田 暁彦
（東工大） 

13:50－14:05 テフラから見た草津白根火山完新世噴火履歴
〇亀谷 伸子・石﨑 泰男（富山大）・吉本 充宏（富士山研）・寺田 暁彦（東工大） 

14:05－14:20 シンプレクタイト組織から理解する草津白根火山殺生溶岩のマグマ混合過程
〇上木 賢太 (海洋研究開発機構)・乾 睦子・岡本 直也・松永 健太 (国士舘大) 
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14:20－14:35 草津白根山 2018 年噴火直後からの積雪調査および火山灰分析に基づく火山-雪氷
複合現象を考慮したラハール発生シナリオ 
〇片岡 香子・松元 高峰・卜部 厚志・河島 克久（新潟大）・長橋 良隆（福島
大）・常松 佳恵（山形大） 

14:35－14:50 草津白根山 2018 年噴火における火山-雪氷複合現象を考慮したラハール流下シミ
ュレーション 
〇常松 佳恵（山形大）・片岡香子・松元高峰・卜部厚志・河島克久（新潟大）・長
橋良隆（福島大） 

14:50－15:10 岩手火山におけるマグマ噴火および水蒸気噴火の時空間分布と推移 
〇伊藤 順一（産総研） 

15:20－15:30 休憩 

■セッション３ 座長：小川 康雄（東工大）
15:30－15:45 無人ヘリによる草津白根山空中磁気測量 

〇小山 崇夫（東大震研）・神田 径（東工大）・宇津木 充（京都大）・金子 隆之・
大湊 隆雄・渡邉 篤志・辻 浩（東大震研）・本多 嘉明（千葉大） 

15:45－16:00 草津白根火山の地磁気変化と地下構造 
〇神田 径・松永 康生（東工大）・小山 崇夫（東大震研） 

16:00－16:15 本白根山 2018 年噴火の前駆的地震活動 
〇山本 希（東北大） 

16:15－16:30 草津白根山の地盤変動と熱活動 
〇寺田 暁彦（東工大） 

16:30－16:50 草津白根山の噴火警戒レベル 
〇松末 伸一（気象庁） 

16:50－17:00 休憩 

■セッション 4 座長：中川 光弘（北大）
17:00－18:30 総合討論： 草津白根山の噴火事象系統樹の作成へ向けて 

19:00－21:00 懇親会（大井町駅近くのイタリアン） 
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